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Ⅰ　品質経営懇話会　設立趣旨書

品質経営懇話会　設立趣旨書

　終戦後、荒廃と疲弊の中から出発した日本の経済は、長期の高度成長を続け、経済大国として
の名を確固たるものにしたことはご高承のとおりであります。“Made in Japan”は、現在でも高品
質の代名詞であり、その原動力は、世界に誇るモノづくり技術と、それによって生み出された高
品質製品と現場の生産性であることは疑う余地はありません。
　その背景には、日本の製造業が、戦後まもなく、真摯に米国から品質管理を学び、それを日本
の国民性や企業文化に適用するように工夫してきたことにあります。
　しかしながら、バブル経済が崩壊、新興国の台頭、IT化の急激な進化に伴うお客様の価値観の
変化等、経営が対応すべき主な関心事となり、既得権益化した高品質という企業価値の維持向上
は、多くの企業経営者の主たる関心事ではなく、品質機能担当へ委ねておけばよいと考えるよう
になったと思われます。即ち、品質管理の対象が特定の製品・サービスの質に限られる狭義の品
質ととらえられ、私どもが目指す経営トップがリードする品質経営の進化が停滞してしまったと
言えます。
　その結果、“品質危機”と言われるほど、企業の不祥事や品質問題が相次ぐという由々しき事態
が散見されております。これは、長年にわたって築き上げた品質ブランドを一瞬にして失墜させ
かねないものであることは言うまでもありません。
　さらに、多くの企業では、品質に関する全責任を持つ品質担当役員（CQO：Chief Quality 
Officer）が、品質管理・品質保証活動を主管していますが、CQOの立場と責務、取締役会におけ
る品質に関するプライオリティは企業間で大きなばらつきがあると言わざるを得ません。 
　日科技連では、このような現状を打破し、経営トップの関心事として「品質」を広義に捉え、“品
質立国ニッポン”復活の起爆剤とすることを目的に、CQOが経営に主体的に参画し、「品質経営」を
実践している企業の経営トップにお集まりいただき、経営と品質に関する議論の場として、表記
「品質経営懇話会」を創設いたします。
　併せて本会では、CQOを育成・拡大すると共に、各企業での品質意識を高揚する場としていき
たいと考えております。 このグローバル化の時代で、我が国が世界と戦い、産業競争力を高めて
いくためには、「品質」は欠かせない重要な要素になります。その旗振り役は経営トップでなけれ
ばなりません。

　本会では、経営トップの品質経営への意識向上と品質担当役員の役割・必要性を認識・実践し
ていただき、現状の品質管理の在り方だけでなく、経営者層が実践しなければならないTQMの姿
をも議論して参りたいと考えております。
　今日、ますます厳しさを増すグローバル競争の中で生き残っていくためには、これまで長年に
わたって培ってきた品質を原点とする経営に更に磨きをかけていかなければなりません。「品質」
こそが日本の産業競争力をより高め、世界に負けないための最大の武器になることを信じており
ます。

2017年10月
一般財団法人日本科学技術連盟

会　長　坂根　正弘
　理事長　佐々木眞一

※2021年に「企業価値向上経営懇話会」に改称しています。

15811933 01-はじめ部分.indd   215811933 01-はじめ部分.indd   2 2026/05/08   13:52:152026/05/08   13:52:15



2 3

Ⅱ　第二次報告書発行にあたって

　2020年に本懇話会の「第一次報告書」を取りまとめてから、早くも５年の歳月が流れました。
　近年、企業を取り巻く環境は一段と不確実かつ複雑さを増し、社会全体がかつてないスピードで変
化しています。デジタル化やAIの進展、脱炭素社会への移行（GX）、そして地政学的リスクの高まり
など、企業の存在基盤そのものが問われる時代を迎えています。
　日本企業はこれまで、「顧客のニーズを的確に捉え、現場力によって具現化する力」で世界をリード
してきました。しかし、技術や製品のコモディティ化が進む中、従来のモノづくり中心の差別化だけ
では持続的成長を維持することが難しくなっています。さらに、生成AIなどの新技術が急速に普及す
る中で、企業には「スピードと構想力」、そして「デジタルと人間の融合力」を兼ね備えた経営への変
革が求められています。
　また、企業にはSDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）への対応が強く求め
られています。顧客や市場の構造がデジタル化やCASEの進展によって変化する中で、多くの企業が
「自社の存在価値とは何か」という根源的な問いに直面しています。
　本懇話会は、経営トップの関心事として「品質」を広義に捉え、“品質立国ニッポン”復活の起爆剤と
することを目的に、2017年に創設されました。狭義の「品質」ではなく、経営の本質としての「品質」
に焦点を当て、トップ自らが「品質経営」を通じて「企業価値向上」を再定義する――そのような議論
を重ねてまいりました。
　2019年12月に開催された第109回品質管理シンポジウム（日科技連主催）では、品質経営を「顧客価
値を創造し、それを実現するための組織能力を向上・獲得し、企業存在価値を最大化すること」と定
義し、「令和大磯宣言」を発出しました。これらの議論を踏まえ、2021年には本会の名称を「企業価値
向上経営懇話会」へと改称しています。
　本「第二次報告書」は、経営トップの皆様に向けてまとめたものです。第一次報告以降の社会・技術・
価値観の変化を踏まえ、企業価値を高めるための「品質経営」の新たな方向性を提示しています。
　本報告書では、経営者自らが実践すべき品質経営の基本コンセプト「これからの日本はビジネスモ
デルで先行し、現場力をモノづくりの現場から顧客の現場まで拡げる勝負に持ち込めば勝者になれ
る」を示しています。
　持続的改善の取組みをこれまで以上に深化させるとともに、事業構想力が一層問われる今、経営
トップが「顧客価値創造」の考え方と実践を通じて、品質経営の究極の目的である「企業存在価値の
最大化」を追求していく――本報告書がその一助となれば幸いです。

企業価値向上経営懇話会　顧問
元　一般財団法人日本科学技術連盟　会長
前　企業価値向上経営懇話会　委員長

坂根　正弘
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Ⅲ　第二次報告書発行にあたって

　このたび、日本科学技術連盟「企業価値向上経営懇話会」が第２次報告書を取りまとめられました
ことに、心より敬意を表します。長年にわたり品質向上の普及と実践を通じて、わが国産業の発展と
国際的信頼の確立に多大な貢献をされてきたことに、改めて深く感謝申し上げます。
　わが国は今、人口減少や資源制約、地政学的リスクの高まりなど、かつてない構造的課題に直面し
ています。こうした中、経団連は「FUTURE DESIGN 2040」において「科学技術立国」の実現を掲げ
ました。科学技術の力により新たな価値を創出し、世界に提供していくことこそが、国際社会から信
頼され、必要とされる国であり続けるための鍵であります。
　その基盤となるのは、わが国が長年培ってきた「品質」と「信頼」にほかなりません。製造業を中心
に、現場に根差した改善の積み重ねによって築かれてきた品質経営は、日本産業の競争力を支える重
要な礎となってきました。今後は、こうした品質を起点としつつ、企業価値の持続的向上へと昇華さ
せていく、まさに「品質経営から企業価値経営へ」の転換が求められると存じます。
　とりわけ、AIやロボティクスの進展により産業構造が大きく変化する中で、現場で培われた知見や
運用ノウハウ、すなわち「現場知」の重要性が一層高まっています。経団連が今般取りまとめた「わ
が国ロボット（AI＋）戦略のあり方に関する提言」（2026年3月17日公表）においても、高品質なデー
タとともに、現場で蓄積された知見こそが競争力の源泉であることを指摘しました。こうした現場知
をデジタル技術と融合させ、新たな価値創造へとつなげていくことが、企業価値経営の核心であると
考えております。
　また、国際競争が激化する中にあっては、優れた品質や技術を国際標準として確立し、競争優位へ
と結び付けていく視点も不可欠です。品質向上の実践と標準化活動を通じて国際的な信頼を一層高め
ていくうえで、日本科学技術連盟の果たす役割は、今後ますます重要になるものと期待しております。
　日本経済は今、民間の設備投資や研究開発投資、人的投資を呼び込む「投資牽引型経済」への転換
が求められています。その実現に向けては、政府の成長戦略の着実な推進とともに、企業自らが将来
を見据えた投資に踏み出し、企業価値の向上に取り組むことが不可欠です。経団連としても、わが国
が培ってきた品質と信頼を礎に、官民連携のもとで新たな価値創造と投資の好循環を実現し、持続的
成長に貢献してまいります。本報告書が、企業価値向上に向けた実践を一層後押しするものとなるこ
とを期待いたします。

一般社団法人日本経済団体連合会　会長

筒井　義信
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Ⅳ　第二次報告書発行にあたって

　デジタル化の進展、地政学リスクの高まり、GX・DXを巡る国際的な競争の激化など、我が国の製
造業を取り巻く国内外の環境は大きく変化しています。特に足下の中東をめぐる情勢は、日本企業が
形成するグローバルサプライチェーンにおける安定的な経済活動に様々な面で影響を与えています。
　こうした不確実な国際情勢の中、事業者の皆様とともに強い経済を実現していくために、高市政権
では、供給力の強化や輸出拡大も含めた成長戦略、産業の国際競争力強化に取り組んでおります。危
機管理投資・成長投資を集中的に行うべき17の戦略分野を特定し、各分野の官民投資ロードマップを
策定していきます。たとえば、レアアースや半導体等の重要な物資について、特定の国に過度に依存
することのない強靭なサプライチェーンを構築するため、有志国と連携し、代替供給源の確保を進め
ています。また、我が国が圧倒的な強みを持つ技術が多数ある部素材については、AIを活用した研究
開発を加速していきます。こうした投資を官民で推し進めることは、様々な社会課題を解決し、新た
な企業価値を創出することに加え、経済安全保障の観点で我が国の自律性・不可欠性を高めることに
もつながります。
　企業にとっても、積極的な投資を通じて持続的な成長を実現し、社会から選ばれる存在であり続け
るためには、短期的な収益確保にとどまらず、大局的かつ中長期的な視点に立った企業価値向上に向
けた取組が重要です。その観点から、企業価値向上経営懇話会において議論いただいている「品質を
単なる製品・サービスの特性として捉えるのではなく、経営そのものの中核に据え、企業の存在価値
を高めていく」という考え方は、多くの企業にとって重要な示唆を与えるものです。
　企業価値経営懇話会において議論されている事項は、経営トップのコミットメントの下で推進され
てこそ大きな効果を発揮するものですので、本報告が多くの経営層の方々の手元に届き、このグロー
バル化の時代に世界と戦い、競争力を高める一助となることを期待しています。
　政府としても、我が国をとりまく国際環境に対応し、国民の生活と経済活動を守るために必要な取
組を進めてまいりたいと考えておりますので、引き続き、官民の強力な連携をお願いいたします。

経済産業省　製造産業局長

伊吹　英明
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Ⅴ　第二次報告書発行にあたって

　当財団では、2017年10月３日に本懇話会を創設し早くも７年あまりが経過いたしました。この間、
「経営トップが経営と品質を真正面から議論する場」として、運営委員と多くのメンバー企業の皆様に
ご参画いただき、我が国が直面する品質課題のみならず「これからの品質経営」の方向性について、
継続的に議論を深めてまいりました。品質経営を実践する企業のトップおよびCQOが一堂に会し、品
質を企業価値の根幹と捉え、日本企業がとるべき姿勢を模索する本懇話会は、創設以来、確かな歩み
を進めてきたと考えております。

　一次報告書では、「これからの品質経営のかたち」を提示し、品質を“企業存在価値の最大化”と結び
付けて再定義する重要性を明確にいたしました。また、企業が持続的に成長するためには、「顧客価
値創造活動」と「組織能力の獲得・向上」という二つの柱を高度に両立させる必要があるとの考えを示
し、広く産業界からの賛同をいただきました。
　これらの議論は、2019年の「令和大磯宣言」として取りまとめられ、日本の品質経営のあるべき姿
を社会に発信する契機ともなりました。その後、社会環境が急激に変化する中で、当財団は議論の深
化を継続し、2023年には、時代の要請に応える形で「令和大磯宣言2023」を公表しました。この宣言
は、デジタル技術の進展、価値観の多様化、レジリエンス確保の重要性など、新たな課題に正面から
向き合い、品質経営の進化をさらに後押しする内容となっています。

　今回の二次報告書は、こうしたこれまでの歩みを踏まえつつ、一次報告書で提示した枠組みを一段
と深化させることを目的に、メンバー企業が積み重ねてきた実践事例を丁寧に取りまとめるととも
に、今後の品質経営に求められる視点を新たに整理したものです。企業を取り巻く環境は、グローバ
ルなサプライチェーンの再編、社会的期待の高まり、顧客価値の複雑化など、かつてないスピードで
変化しています。

　日本企業がこれからも世界から選ばれ続けるためには、「品質」を単なる不具合低減の概念としてで
はなく、顧客・社会との信頼を築き、企業の持続的競争力を支える戦略そのものとして再定義してい
くことが求められます。その旗振り役となりうるのは、やはり経営トップです。本懇話会が、こうし
た思考と実践を促し、日本の産業界を牽引する場として発展していくことを強く期待しております。

　当財団としても、TQMを中心とした実践知に加え、顧客価値研究、データ活用、人材育成など多
様な領域と連携しながら、日本の品質経営の高度化に向けて鋭意取り組んでまいります。引き続き、
皆様のご支援とご協力を賜りますよう心よりお願い申し上げます。

一般財団法人日本科学技術連盟　会長
一般社団法人日本経済団体連合会　副会長

小堀　秀毅
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１．運営委員・メンバー� （敬称略、所属は2026.4.1現在）

＜運営委員会＞
顧　問	 坂根　正弘	 ㈱小松製作所 顧問
委員長	 佐々木眞一	 一般財団法人日本科学技術連盟 理事長／トヨタ自動車㈱ 元副社長
委　員	 岩村　有広	 一般社団法人日本経済団体連合会 常務理事
　〃	 小笠原　浩	 ㈱安川電機 代表取締役会長
　〃	 小川　啓之	 ㈱小松製作所 取締役会長
　〃	 田熊　範孝	 日本電気㈱ Senior Advisor
　〃	 永田　　靖	 早稲田大学
　〃	 宮本　眞志	 トヨタ自動車㈱ カスタマーファースト推進本部 本部長

Global Chief Quality Officer
　〃	 棟近　雅彦	 早稲田大学 教授
　〃	 森　　雅彦	 DMG森精機㈱ 代表取締役社長 兼 グループCEO
　〃	 山田　　秀	 慶應義塾大学 教授

＜メンバー＞
仲二見裕美	 旭化成㈱ 上席執行役員 品質保証・健康経営・グローバルQS担当
伊吹　英明	 経済産業省 製造産業局 局長
上村　裕之	 コニカミノルタ㈱ 上席執行役員 品質本部長 兼 リスクマネジメント担当
福島　裕法	 JFEスチール㈱ 代表取締役副社長
出口　好希	 積水化学工業㈱ 執行役員 生産基盤強化センター所長
星加　宏昌	 ダイハツ工業㈱ 代表取締役副社長
竹村　秀司	 ㈱デンソー 安全・品質・環境本部長 上席執行幹部
幡野　智彦	 東レ㈱ 上席執行役員 品質保証本部長
上原　宏敏	 パナソニック…オペレーショナルエクセレンス㈱…品質･環境担当…執行役員
中井　良和	 三菱電機㈱ 常務執行役
百野研太郎	 楽天グループ㈱ 代表取締役上級副社長 執行役員

＜日科技連＞
小野寺将人	 （一財）日本科学技術連盟 専務理事
安隨　正巳	 （一財）日本科学技術連盟 品質経営創造センター 部長
茂田　宏和	 （一財）日本科学技術連盟 品質経営創造センター 次長
密　　暁子	 （一財）日本科学技術連盟 品質経営創造センター 課長
橋本　真紀	 （一財）日本科学技術連盟 品質経営創造センター 
赤間　詩織	 （一財）日本科学技術連盟 品質経営創造センター

第１章
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２．会合開催実績

回 日程 議　題 出席者数 会場

１
2017年
10月３日

①　�「品質経営懇話会」を発足に至った「問題提起」坂根委員長の「思
い」および「意見交換」

19名 経団連会館

２
2017年
11月30日

①　企業価値をどのように捉えているか
②　�お客様の価値の創出に対して、トップマネジメントがどの程

度関与しているのか
③　�TQMを中心に会社経営を考えたときに、TQM的なマネジメ

ントツールの有効活用事例。

16名
オークラアク
トシティホテ
ル浜松

３
2018年
１月23日

①　 「コマツの考える企業価値の最大化、コマツでの活動の変遷」
② 　「決して風化させない　トヨタのお客様第一の取組み」

18名 経団連会館

４
2018年
５月31日

①　企業として何をお客様価値とするのか
②　�現場で何が起き、お客様は何を感じているのか。リアルタイ

ムで把握する仕組みへの工夫
③　�何か起きたときに何をもって以上だと認知するのか、また組

織として迅速で適正な対応をとるための仕組み

17名
大磯プリンス
ホテル

５
2018年
12月１日

①　中間報告資料説明（日科技連）
②　�顧客価値創造について（職業能力開発総合大学校 加藤雄一郎

先生）
20名

大磯プリンス
ホテル

６
2019年
５月30日

①　�これからの品質経営を先導するためにトップはどのような視
点を持たなくてはいけないか、その仕組みと仕掛け方

②　狭義と広義の品質を両輪でまわしていくのか
16名

大磯プリンス
ホテル

7
2019年
10月１日

①　�トップの右腕となる、品質に関する専門家（CQOを含む）の育
成・獲得方法をどうするか

②　�これからの品質経営を推進するにあたり、特に「顧客価値創
造」の取組みについてどのように取り組んでいくか

20名 経団連会館

8
2019年
12月５日

①　�これからの品質経営を推進するにあたり、特に「顧客価値創
造」についてどのように取り組んでいくか

19名
大磯プリンス
ホテル

9
2020年
９月８日

①　�環境変化によってお客様の求める価値は変わるのか（コロナ
禍の「ニューノーマル」）

②　�その価値観の変化に対するアプローチ方法、ビジネスモデル
の構築をどう考えるのか（CQOの役割に変化はあるのか）

12名
オンライン10名

経団連会館

10
2020年
12月３日

①　環境変化によってお客様の求める価値は変わるのか
②　�その価値観の変化に対するアプローチ方法、ビジネスモデル

の構築をどう考えるのか

12名
オンライン8名

大磯プリンス
ホテル

11
2021年
６月３日

①　�顧客の価値観の変化（製品・サービスの使用を通じて得られ
る価値）中で、その価値を提供していくために、TQMはどう
役立てられるのか

②　コトの品質保証の在り方について

19名
大磯プリンス
ホテル

12
2021年
10月5日

①　�企業経営において高まる社外取締役の重要性
11名

オンライン６名
経団連会館

13
2021年
12月２日

①　社外取締役が担う企業価値向上への役割
②　企業経営において高まる社外取締役の重要性
③　品質経営研究会の検討内容に関する意見交換

15名
オンライン７名

大磯プリンス
ホテル

14
2022年
６月２日

①　�前田建設における企業価値向上への取り組み「品質経営行動
プロセス」の活動事例紹介

②　�品質経営研究会、Team組織能力での研究経過報告と、検討内
容に関する意見交換

10名
オンライン７名

大磯プリンス
ホテル
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回 日程 議　題 出席者数 会場

15
2022年
10月４日

①　�楽天における「企業の存在価値最大化を目指す品質経営行動」
実践事例

　　⑴ 楽天グループ横軸での品質保証活動
　　⑵ ワクチン職域接種活動
②　品質経営研究会、Team組織能力での研究経過報告

14名
オンライン８名

経団連会館

16
2022年
12月１日

① 　「企業の存在価値最⼤化を⽬指す品質経営⾏動」事例紹介
　　⑴�パナソニックホールディングスグループにおける価値創造プ

ロセスについて－経営基本方針に基づく、品質経営活動－
　　⑵�積水化学における価値創造プロセス－「品質経営行動プロ

セス」の活動事例紹介－
②　品質経営研究会、Team組織能力での研究経過報告

13名
オンライン7名

大磯プリンス
ホテル

17
2023年
６月１日

① 　「企業の存在価値最⼤化を⽬指す品質経営⾏動」事例紹介
　　�東レグループにおける価値創造プロセス－“東レ理念”の実践と

しての企業価値創造－

12名
オンライン６名

大磯プリンス
ホテル

18
2023年
11月30日

①　 「組織能⼒⼀般化ワーキンググループ（WG）」経過報告と討論
② 　�「企業の存在価値最⼤化を⽬指す品質経営⾏動」事例紹介  

DMG森精機における価値創造プロセス

９名
オンライン５名

大磯プリンス
ホテル

19
2024年
10月１日

①　�「企業の存在価値最⼤化を⽬指す品質経営⾏動」事例紹介 コニ
カミノルタにおける「品質経営行動に対する具体化」

②　�「コト価値に対応する組織能力の獲得・向上」のケーススタディ   
ブリヂストンのDXを支えるソリューション品質管理の取り組
み ～タイヤの内圧を遠隔モニタリングするデジタルソリュー
ションを含む～

12名
オンライン５名

経団連会館

20
2025年
２月４日

①　「企業の存在価値最⼤化を⽬指す品質経営⾏動」事例紹介
　　⑴良品計画「企業の存在価値最⼤化を目指す品質経営⾏動」
　　⑵�経団連「Future design2040 」より 「成⻑と分配の好循環」〜

公正・公平で持続可能な社会を目指して〜

11名
オンライン８名

経団連会館

21
2025年
７月７日

①　「企業の存在価値最⼤化を⽬指す品質経営⾏動」事例紹介
　　⑴�旭化成で取り組んでいる「全員参加の品質経営の推進」　　　

～旭化成の現場の力を高める8箇条～現場力のアップデート
　　⑵デンソー「企業存在価値の最大化を目指す品質経営行動」

12名
オンライン５名

経団連会館

22
2025年
12月18日

① 　「企業の存在価値最⼤化を⽬指す品質経営⾏動」事例紹介
　　�三菱電機「そもそも現場が品質不適切行為を起こす必要のな

い仕組みの構築」
②　本懇話会「第二次報告書」について

６名
オンライン７名

経団連会館
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３．会合開催風景
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１. 「企業の存在価値最大化を目指す品質経営行動」

　本懇話会の議論のベースは前委員長の坂根正弘氏の「ビジネスモデルで先行し現場力勝負に持ち込
めば日本は負けない」という言葉です。即ち社会やお客様に寄り添いいち早くそのニーズの変化を捉
え事業変革に反映する、それをTQMの実践で鍛えた組織能力を活かして実行すれば勝てると言うこ
とが、事業変革に成功し業績を挙げている企業でどう行われてきたかを学ぶことです。
　それを達成するための方策と定めた品質経営の基本的行動事例と、「令和大磯宣言2023」で表明した
事業戦略策定、機能間連携の調整、具体的教務遂行方策設定の３つのプロセスとの関係を以下に示し
ます。
　右側の図は事業が生み出す価値を社会的価値の軸とお客様価値の２軸で評価しそのベクトル話が企
業価値（ブランド価値）となる事を示すものです。

第２章：懇話会メンバー企業における品質経営取組事例

本懇話会　公式サイトトップページ
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経営行動にあてはめたイメージ

※① -⑥が「経営の行動」

15811933 01-はじめ部分.indd   1215811933 01-はじめ部分.indd   12 2026/05/08   13:52:242026/05/08   13:52:24



13

２．各社取り組み事例

（１）楽天グループ（第15回）
テーマ：楽天グループにおける価値創造の取り組み
　　　　～「品質経営行動プロセス」の活動事例紹介～

　70超のサービスを会員基盤で結び付ける「楽天エコシステム」を前提に、品質保証体制、グルー
プ横断の品質活動（QCサークル等）を通じたTQM導入、NPS/VOC改善の全社横断活動などを実
践。
　デジタル企業においても、品質を“顧客価値の再現性”として捉え、全社横断で仕組みに落とす
ことで、価値共創の運用能力を高めている。

※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/

15811933 02-2-1.indd   1315811933 02-2-1.indd   13 2026/05/07   10:47:132026/05/07   10:47:13



15

15811933 02-2-1.indd   1415811933 02-2-1.indd   14 2026/05/07   10:47:132026/05/07   10:47:13



15

楽天グループにおける価値創造の取り組み
～「品質経営行動プロセス」の活動事例紹介～

2022年10月4日
楽天グループ株式会社
オペレーションディビジョン
グループ品質部
菊池佐知子

2

本日のプレゼンテーション

楽天のビジネスの特徴1

活動事例紹介①
楽天グループの品質保証活動2

3 活動事例紹介②
新型コロナワクチン接種活動

4 楽天の品質経営の今後

3

本日のプレゼンテーション

楽天のビジネスの特徴1

活動事例紹介①
楽天グループの品質保証活動2

3 活動事例紹介②
新型コロナワクチン接種活動

4 楽天の品質経営の今後

4

楽天グループ株式会社はカンパニー制を導入しており、5つのカンパニーとグループヘッドクオーターで構成。

商号 楽天グループ株式会社
(英文社名: Rakuten Group, Inc.)

設立 1997年2月7日
従業員数 単体:7,744名

連結:28,261名
※ 使用人兼務取締役、派遣社員及びアルバイトを除く就業人員ベース

従業員の出身国・地域数70超
売上収益 約1.7兆円
流通総額 グローバル:26.9兆円超

国内 :5.0兆円
事業所・拠点 30カ国・地域
事業構成 70超のサービス展開拠点、世界16億の

ユーザーが利用
Mission イノベーションを通じて、人々と社会をエ

ンパワーメントする

カンパニー

※2021年12月31日時点の情報

カンパニー

カンパニーグループヘッドクオーター

会社概要

6

楽天の強さ = “Innoperation“力

Innovation

Innoperation

技術革新 運営力を駆使した活動

IT企業でありながら、Operation力でビジネスを強力に推進できるのが他社にない強み。

＋
Operation

5

楽天会員数

累計ポイント発行数 ポイント消化率

楽天グループの特徴＝楽天エコシステム

1億以上
* 2022年6月時点

74.7%

* 2022年7月15日時点

3兆
ポイント突破 90%以上

* 2021年実績

約5,300億

クロスユース率 年間ポイント発行数

エコシステムの構築により1人当たりの顧客獲得コストが低下し、LTVが向上。

＊LTV = Lifetime Value
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7

Innovationを創出させるTry & Errorカルチャー

小さな失敗を重ねることは重要である。
挑戦しなければ改善はない。
失敗や体験から何を学ぶか。
成功事例だけでなく失敗事例も他部署に横展していこう。

たくさん失敗し、躓き、立ち上がる。
それが、楽天のカルチャーである。

2022年9月26日楽天グループ全社朝会より

CEOコメント

8

Innovationを創出させるTry & Errorの環境

社員 事業 会社

• 新卒1年目から役員が参加
する重要会議での発表機会
があるなど、挑戦を促し失
敗を許容する文化がある。

• 早くて2年目でチームの
リーダーを任される。

• インベストメント＆イン
キュベーションカンパニー
という新規事業を創出し、
育成する専門組織がある。

• 楽天グループは企業や自治
体、大学との協業、連携を
積極的に進めている。

• グローバル展開において
M&Aの機会がある。

社員、事業、会社単位でTry & ErrorでInnovationを創出。

9

Innovationを創出させるTry & Errorの仕組み(1/2)

Top DownBottom Up
Try & Error
を高速回転
させる仕組み
① プロジェクト6
② カンパニー毎の
新規事業

③ R-Pitch

仮想化ネットワーク
技術

新技術(AI)
の活用

Try & Errorを高速回転させる3つの仕組みで、Bottom UpとTop Down の2つの方向からInnovationを創出。

10

Innovationを創出させるTry & Errorの仕組み(2/2)

Try & Errorの高速回転により創出されたサービス事例。

①プロジェクト6 ②カンパニー毎の新規サービス ③R-Pitch

創業初期、従業員わずか6人の
ベンチャーであった楽天の歴史
に由来して、6人規模のスモー
ルチームで新サービスを素早く
開発、実行する仕組み。現在は
新規事業を創出し、育成する専
門組織化。

カンパニー毎にカスタマーベー
ス拡大のため、既存サービスの
ノウハウを活かした関連サービ
スを新規サービス化。

2017年12月から始まった新規事
業インキュベーション・プログ
ラム。社員が自分たちのビジネ
スアイデアを経営陣にピッチを
し、認められた暁には資金が提
供され、事業化を本格的に進め
ることができる。

11

事例:楽天モバイルの技術と運営力によるビジネス躍進
両輪の活動により、2022年6月末時点の楽天モバイル契約者数は546万人超*。

ソフトウェア

5G4G
ソフトウェア

Next
ソフトウェア

仮想化レイヤー（クラウド化ソフトウェア）

汎用ハードウェア

ソフトウェアと
ハードウェアを完全
分離
（汎用ハードウェア
上で複数のソフトを
利用可能）

（例）

楽天のE2E完全仮想化クラウドネイティブ
モバイルネットワーク

Innovation Operation

2023年中に
6万局超に拡大予
定

60,000超

47,556

* MNO及びMVNO契約者の合計数 12

本日のプレゼンテーション

楽天のビジネスの特徴1

活動事例紹介①
楽天グループの品質保証活動2

3 活動事例紹介②
新型コロナワクチン接種活動

4 楽天の品質経営の今後
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13

活動事例紹介①:楽天グループの品質保証活動

オペレーションディビジョンが2020年に取り組んだ品質経営事例。

カンパニー

カンパニーグループヘッドクオーター

楽天グループの品質保証指標
「顧客の満足していない体験率」

Q4/21Q4/20

▲0.8％

※2021Q4決算発表資料より

14

①経営環境の変化を収集・分析する ～外部変化(1/2)～

モバイルデータトラフィック量推移

SNS利用率（日本） 法規制面

サイバー犯罪検挙件数（警察庁）
（エクサバイト/月、Global）

※Cisco Visual Networking Index（Cisco）,平成29年中におけるサイバー空間をめぐる脅威の情勢等について（警察庁）, 2016年度 SNS利用動向に関する調査（ICT総研)

8,113 7,905 8,096 8,324
9,014

2013 2014 2015 2016 2017

6.2 9.9 14.9
21.7

30.6

2016 2017 2018 2019 2020

2015 2016 2017 2018 2019

データ活用規制
（日）

GDPR施行
（EU）

改正個人情報
保護法施行（日）

APECｸﾛｽﾎﾞｰﾀﾞｰ
ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾙｰﾙ
ｼｽﾃﾑ参加（日）

6,023 6,488 6,872 7,204 7,486

61% 65% 69% 72% 75%

0%

20%

40%

60%

80%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2014 2015 2016f 2017e 2018e

（万人）

インシデント
発生リスク上昇

企業のリスク
管理責任拡大

（件/年）

経営環境の大きな変化として、モバイルの普及や新型コロナの流行による環境変化による、データトラフィッ
ク量の急激な増加、サイバー犯罪件数や対応が必要な法規制も増加傾向にあり、業務運営上のリスクが拡大。

15

特に日本ではお客様の品質要求水準が高く、SNS・口コミ拡散力の拡大で、インシデントや低品質サービス発
生時の企業価値棄損（お客様離反、ブランド棄損、株価への影響等）の影響大。

※アメリカン・エキスプレス・インターナショナル, Inc.調査

44%
63% 67% 67% 68% 68% 69% 70% 77%

56%
37% 33% 33% 32% 32% 31% 30% 23%

一度でもひどい顧客サービスを受けたら直ちに別の会社に替える
2回か、それ以上我慢できる

日本は特にインシデントや低サービス品質を
経験した顧客は容易に離反

「一度でも悪い顧客サービスを受けたら
直ちに別の会社に替える」と回答した割合

インシデントの発生及び発生時の対応による
株価への影響事例（一例）

一度の信頼失墜が会社全体を揺るがす
リスクとなりえる

最大8,700万人の個人情報流出で
株価が約9%下落（時価総額約4兆円）

検索結果の表示方法が独占禁止法に
違反し株価が約3％下落

①経営環境の変化を収集・分析する ～外部変化(2/2)～

A社事例

B社事例

16

楽天グループ内のインシデント発生件数は関連規制と共に増加傾向にあり、新規事業による将来的な増加が見
込まれる。また多角的な事業展開によりインシデント、クレーム内容も多岐に渡る。

インシデント、クレーム例
インシデント クレーム

• IDのっとり/ 不正利用/ なりす
ましメール

• 偽サイトなどへの誘導
• ログイン不具合
• C2Cの不正出品
• カード不正利用
• 配送業者における誤配
• リリース誤配信
• ポイント誤付与
• クーポン誤発行
• 新規事業リリース時の

お客様対応

• 問合わせしにくい、問題が解
決できない

• 気づかないうちにキャンペー
ンメールが送られてくる

• 悪質な店舗/施設が存在
• メール・広告の画像が不快
• ナビゲーションが悪い/ サイト

重い/統一感がない
• ブランド毀損リスクのあるSNS

投稿
• 不適切なレビューが掲載
• サクラの不正コメント
• 在庫切れ/商品が届かない

楽天グループ内インシデント発生件数(編成・開発領域)

※社内ツールにて収集したインシデント件数

新規事業
リリース

APECｸﾛｽﾎﾞｰﾀﾞｰ
ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰﾙｰﾙ
ｼｽﾃﾑ参加（日）

改正個人情報
保護法施行（日）

GDPR施行
（EU）

データ活用規制
（日）

Apple社
ITP2.0DPR

EU-US
プライバシー
シールド

関
連
規
制

①経営環境の変化を収集・分析する ～内部変化～
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②組織としての実力・強みを分析・把握する

SWOT・クロスSWOT分析により、楽天エコシステムにより創出した顧客価値・企業価値を守る対策として品質
保証組織の立ち上げと品質保証活動を特定。

Strengths:強み Weaknesses:弱み

Opportunities:機会 Threats:脅威

• 70以上のサービスを展開
するエコシステム

• 楽天IDを軸とした会員
サービス

• リワードの仕組み(楽天ポ
イント)

• 世界16億人のユーザー
データ

• 先進IT技術とオペレーショ
ン力（Innoperation）

• 70以上のサービスが事業
毎に縦割りで運営されて
おり、統一の基準がなく
品質にばらつきがある

• サービス数が多く問題が
多岐に渡る

• サービス間で共通プラッ
トフォームのないオペ
レーションの生産性が低
い

• モバイルの普及と新型コ
ロナ流行によるデータト
ラフィック量増加

• EC化率加速
• エコシステム参加事業数

増加

• 法規制増加
• サイバー犯罪数増加
• SNS利用率増加
• インシデントや低品質

サービス発生時の企業価
値棄損大

SWOT分析
SO:強みx機会

WO:弱みx脅威ST:強みx脅威

WT:弱みx機会

• 品質保証組織の設置と当該組織
による品質管理

• グループ統一の基準・ガイドラ
イン策定による品質保証

• 共通プラットフォームの導入に
よるサービス品質、生産性向上

クロスSWOT分析 顧客価値、企業価値
を守る

18

③組織として取組む領域を決定する

※モバイル事業は上記計算から除外
＊LTV: マーケティング用語で｢顧客生涯価値｣。ユーザーが企業と取引を始めてから終えるまでの期間（顧客ライフサイクル）にどれだけの利益をもたらすかを算出したもの

Unique
User

クロス
ユース

LTVユニーク
ユーザー

x x
x

メンバーシップ
バリューターゲット

10兆円

前年同期比
+2.6% 

Q2/21
メンバーシップ

バリュー

7.4兆円

楽天グループはユニークユーザー数 X クロスユース X LTV*の拡大によりメンバーシップバリュー10兆円を目指
すという目標を掲げており、オペレーションディビジョンとして当該取り組みをLTV向上施策として決定。
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④組織として提供する価値を意思決定をする

楽天グループが提供するサービスの社会貢献例

「イノベーションを通じて、人々と社会をエンパワーメントする」Missionを持つ楽天は多くの社会貢献サービス
を創出している。提供サービスの品質を保証し、よりお客様に支持していただく企業を目指す。

品質保証室設立

品質保証活動と
して、グループ
統一の品質保証
基準・ガイドラ
インを策定

楽天市場 地方中小企業様がネット上で店舗運営ができる
ECプラットフォーム「楽天市場」の運営

楽天市場 サステナブル商品が購入できるECサイト「アー
スモール」の運営

ラクマ リユースを促進するC2Cプラットフォーム「楽天
ラクマ」の運営

物流事業、楽天モバイル すべての人々が高品質で信頼できるインフラにア
クセスすることを目指したインフラ事業の運営

楽天農業 耕作放棄地を利用したオーガニック農業

新型コロナワクチン職域
接種

ワクチン接種率向上のための職域接種支援

コーポレート経営会議
決定事項

20

⑤組織としての事業計画を作成する ～責任組織の設置～

オペレーションディビジョン

グループ競争力
強化室

グループ管理室

グループ戦略室

COO室

グループサービス
品質向上推進室

グループ競争力
強化室

グループ管理室

グループ戦略室

COO室

グループサービス
品質向上推進室

グループ
品質保証室

オペレーションディビジョン

総合企画部総合企画部 グループ品質部

2020年1月、オペレーションディビジョン内にグループ横軸で品質向上を推進する部署として「グループ品質
部」を独立組織として据え、グループの品質保証活動を推進する組織を新たに設置。

21

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

⑤組織としての事業計画を作成する ～現状分析～

品質に問題があり保証すべき領域(例:カスタマーサポート、UX、メールマガジン、配送等)を特定すべく、顧客
向けに調査を実施。調査結果により、品質保証が必要な領域のリストアップと優先順位を特定。

満足していない体験率（％）

離
脱
・
サ
ー
ビ
ス
利
用
控
え
イ
ン
パ
ク
ト

領域①
領域③

領域②

領域④
領域⑦

領域⑤
領域⑨

領域⑧

領域⑥領域⑩

領域⑪

領域⑬
領域⑫

領域⑭

領域⑮

領域⑯

領域⑰

領域⑱

領域㉑

領域⑲
領域⑳

対策優先度が高い領域

領域別品質リスクマップ

※グラフはイメージ

22

品質起因のLTV損失

⑤組織としての事業計画を作成する ～目標設定～

品質がエコシステムに与える影響を分解。10兆円を目指す中で品質保証活動にて防ぐLTVを算出し、KPI目標を
設定。

As is To be

KPI「満足していない体験率」

-30%

※グラフ、数値はイメージ

23

⑤組織としての事業計画を作成する ～品質保証活動の進め方～

基準整備
（Rakuten Quality Standard）

改善
点検・監査体制整備

モニタリング体制構
築
報告・会議体整備

支援・教育・横展
文化醸成

• 現状の基準把握
• あるべき姿洗出し
• 基準案作成
• 策定した基準のグ
ループ内合意

• モニタリング
• 分析
• Feedback体制構築
• 報告会議体整備

• 基準に基づく改善
• 品質トラブル解決
• 再発防止強化
• 点検・監査体制の
整備

• 支援・教育
• 横展
• 定着・浸透
（文化醸成）

方針・組織を整備

• 楽天グループの品
質保証関連規約整
備

• 体制設計
• QA Officerの任命

① ②
③
④

⑤
⑥ ⑦

未然防止 対策・再発防止

活動の進め方としてISO9001の品質マネジメントシステムをベースとした管理手法を定義。

24

グループ横断で品質保証分科会という会議体を設置。本会議体を軸に目標設定、基準・KPI管理、教育、横展開
等を行うことで、品質問題の未然防止・再発防止を強化。

(事務局)グループ品質保証室 品質イシューの共有

取締役会

品質保証分科会

コーポレート経営会議 COO

リスク・コンプライアンス委員会

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
側

目的
楽天グループ全体で品質問題の議論/共
有を通じ品質問題の未然防止及び再発防
止を強化する

頻度 月次（または、QA Officer連絡会）
※※3か月に1度は副会⾧・副社⾧が参加

委員⾧ グループCOO

出席者

CCO、ガバナンスリスクコンプライアン
ス部、内部監査部、法務部、
CMO、Co-QA Offier、etc.

事務局 グループ品質保証室

議題

・新規基準・KPI策定等の議論/承認
・満足していない体験調査結果共有
・VOC分析結果共有
・品質保証改善施策共有 等

Company President CIO & CISO

※※必要に応じ Company President, CIO & CISO

※※必要に応じてCompany President, CIO & CISO他、関係者がご
参加

アド&マーケ

QA Officer
（COO、CCO等）

QA PIC

President
開発

QA Officer
（CxO、Director）

QA PIC

CIO & CISO
フィンテック

QA Officer
（COO、CCO等）

QA PIC

President
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ&ｴﾅｼﾞｰ

QA Officer
（COO、CCO等）

QA PIC

President
コマース

QA Officer
（COO、CCO等）

QA PIC

President

カ
ン
パ
ニ
ー
側

マーケ/UX

QA Officer
（CxO、Director）

QA PIC

CMO

⑤組織としての事業計画を作成する ～品質保証推進体制・運営方針策定～
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⑤組織としての事業計画を作成する ～活動全体像～

横串組織

内
部
監
査

お客
様

総合窓口VOC

SNS

NPS・User
調査

Company側ｺｰﾙ
ｾﾝﾀ-VOC

Company側
NPS

満足していな
い体験調査

品
質
保
証
分
科
会

カンパニー（事業）

方針・基準策定
• 実績値確認
• 影響度分析
• 改善
• 再発防止

• 横展
• 教育
• 浸透

モニタリング・改善 文化醸成

方針・基準策定

工程表・手順書・要領書

検査基準・品質ゲート

支援
（分析・
遊撃隊）

（問題発生時）
真因分析→→真因対策→→再発防

止
再発防止の有効性評価
ノウハウの形式知化

横展
プロセス改善

基準
ガイド
ライン
提供

教育

QCC

支援
(朝会、
研修)

グループ品質保証室

ガバナンスリスクコンプライアンス 顧客戦略 マーケティング 開発 UX 広告

基
準
実
績

インシ
デント
報告

フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク

領域①
領域②

領域⑤
領域⑥

領域③
領域④

領域⑦
領域⑧

品質保証分科会を軸に、カンパニー(事業)とグループ品質保証室が連携し全社員一体となり品質保証活動に取
り組む。
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方針・基準策定事例:メールマガジン領域の品質保証基準設定について
メールマガジン(以降メルマガ)毎に満足度スコア(MQI(Mail Quality Indicator))と改善に向けた情報取得が
できる機能をメールコンテンツに追加。各メール担当者は、ユーザーの評価をもとに改善を推進。

各メールの満足度を0～5のスコ
アで評価

改善に向けた
情報

※マーケティングディビジョン推進施策

27

方針・基準策定事例:MQI最低基準値の導入と改善
• 2020年4月以降、MQI最低基準値を設定し、未達の場合、改善策（スコアが悪かった理由の分析/今後のア
クション/MQIの目標値）の策定を依頼

• 各メルマガ担当者よりMQI改善の成功事例を集め担当者を集めた会議にて共有と改善支援。

未達メルマガの改善例の蓄積
基準値以上のメ
ルマガ数増加

基準値以下のメ
ルマガ数減少

2020 2021

28

方針・基準策定事例:品質保証活動以降のMQIスコア推移
MQIは現在も右肩上がりで推移。徐々に基準値以下の低スコアが減り、高スコアが増えてきている傾向。
全体的なスコアの底上げのため、最低基準値の1段階引き上げを検討。

2021 2022

29

工程表・手順書・要領書事例:品質を工程で作り込むQCC活動

各工程の業務品質を保証することで、メルマガ制作全体の業務品質を向上したQCC活動事例。

 メルマガ制作工程品質保証事例:
【問題】チェック漏れによるリンク掲載ミスのヒヤリハットが発生。異なるリンクのまま配信された場合、

ユーザーは期待通りの購入ができず、広告主は販売機会損失の影響あり。
現状分析・真因分析・対策 結果・横展・仕組化

原稿入稿 制作 テスト送信/
チェック 配信

プロデューサー
チェック

ディレクター・
校正者チェック

現状分析にて工程を洗い出し、真因分析を実施したと
ころ、チェックをかける3者が連携できていなかったこ
とが判明。

• 3者間でお互いのチェック項目を把握
• 原稿差し替え等が発生した場合の報告ルールを制定

 結果
QCC完了から3カ月後の現地現物確認において、ヒヤリ
ハット0件、新運用導入も業務遂行に問題が無いことを確
認。

 横展
他の作業においてもヒヤリハットがないか部署のメン
バーにアンケートを実施。ミスが発生しそうなポイント
を対策。

 仕組化
• 月次で部内で発生したインシデント・ヒヤリハットを
確認し対策が完了しているかを確認

• チェック作業のシステム化

メルマガ制作工程

対策

30

工程表・手順書・要領書事例:QCC活動結果

QCC参加者数、活動数は毎年拡大。人材能力は活動前後で+24%向上しており、特に問題解決力、業務満足度、
コミュニケーション力が活動参加により大きく向上。

QCC活動状況 QCC活動による人材能力向上

※2022年1月時点 ※2021年H2時点

QCC参加者数

活動数

利益貢献額（累計）

4,025人

963件

31億円
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品質経営推進企業として評価される質の高いサービスを提供

ステップ１

ステップ2

ステップ3

ステップ4

2020年～
2025年

日本 海外状態 グループとしての取組み
• 基準・ガイドライン策定
• 品質保証分科会開始
• VOC/インシデントを元に
したサービス改善

• リリースチェックシート
ガイドライン化

• 品質監査の実施

• 業務プロセス改善

• 人材育成

⑤組織としての事業計画を作成する ～今後のロードマップ～
品質保証→顧客価値向上、日本→海外へ品質活動を拡大。品質経営推進企業として評価される質の高いサービ
スを提供する企業を目指す。

2023年～
2027年

• クレーム・インシデントを伴うサービス
品質を世の中に出さない

• 発生した問題に対処する

• 品質ゲートにて基準に満たないものをリリー
ス前に止める

• 業務プロセスを監査し、基準に満たないプ
ロセスを改善する

• QCD、生産性、顧客価値創造など全体のパ
フォーマンスが向上し、企業価値を向上さ
せている

32

⑥提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

満足していない体験率 品質保証基準・ガイドライン制定導入進捗報告

満足していない体験率のモニタリングと、品質保証領域別の品質保証基準・ガイドラインの制定と導入進捗を
四半期ごとに品質保証分科会にて経営層に報告。活動の結果2021年は昨年対比で満足しない体験率が-0.8%減少。

グループ基準 ガイドライン・
チェックリスト

領域①

領域②

領域③

領域④

領域⑤ 準備中

領域⑦ 準備中

領域⑧ 準備中 準備中

Q4/21Q4/20

▲0.8％

※2022年Q2時点※2021Q4決算発表資料より
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品質経営推進企業として評価される質の高いサービスを提供

ステップ１

ステップ2

ステップ3

ステップ4

• クレーム・インシデントを伴うサービス
品質を世の中に出さない

• 発生した問題に対処する

• 品質ゲートにて基準に満たないものをリリー
ス前に止める

• 業務プロセスを監査し、基準に満たないプ
ロセスを改善する

• QCD、生産性、顧客価値創造など全体のパ
フォーマンスが向上し、企業価値を向上さ
せている

状態 グループとしての取組み
• 基準・ガイドライン策定
• 品質保証分科会開始
• VOC/インシデントを元に
したサービス改善

• リリースチェックシート
ガイドライン化

• 業務プロセス改善

• 人材育成

⑥提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする ～今後のロードマップ～

2022年Q3時点で、当初の予定より前倒しで計画が進行中。
引き続き経営環境の変化に対応しつつ、計画を進める。

着手済の取組み

2020年～
2025年

日本 海外

2023年～
2027年

34

本日のプレゼンテーション

楽天のビジネスの特徴1

活動事例紹介①
楽天グループの品質保証活動2

3 活動事例紹介②
新型コロナワクチン接種活動

4 楽天の品質経営の今後

35

活動事例紹介②:新型コロナワクチン接種活動

オペレーションディビジョンが2021年に取り組んだ新型コロナワクチン接種活動についてご説明。

カンパニー

カンパニーグループヘッドクオーター

36

①経営環境の変化を収集・分析する ～外部変化～

新型コロナ各国のワクチン接種状況 コロナ禍の主要国GQP推移

ワクチン接種
対応の遅れ

経済回復の
見通し不透明

2019年末に発生した新型コロナの流行は経営環境に多大な影響を与えた。世界各国の迅速なワクチン接種対応
に対し日本の対応は遅れている状況にあった。また、緊急事態宣言が発せられた2021年4月時点では経済回復の
見通しが不透明な状況であった。

出典:CEICより三菱総合研究所作成

緊急事態宣言
発令

緊急事態宣言
発令
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①経営環境の変化を収集・分析する ～内部変化～

楽天グループのコロナ禍の事業状況 コロナ禍での支援活動

事業内容によ
りポジティブ/
ネガティブな
影響有

社会貢献活動
の推進

様々な事業を抱える楽天グループの国内EC 2020年Q3時点の状況は、巣ごもり需要が伸びる一方、外出需要が
落ち込み、事業によっては大きく影響を受けた。また、会社としてコロナ禍で影響を受けた方々への寄付活動
や楽天市場の店舗様を支援する社会貢献活動を推進。

※2020年Q3決算発表資料より抜粋

38

新型コロナウイルスワクチンの普及を加速すべく、政府は大規模接種会場の設置を推進。
ワクチンの早期接種により経済活動を1日でも早く日常の状態に戻すことに協力するため、2021年5月14日にJリー
グが全国知事会に対し、各地域での大規模接種を可能とするためのサポートを表明。※三木谷社⾧も記者会見に
参加。

日本のワクチン接種活動における問題 楽天が支援できること

• 自治体主体の接種で医師や看護師、会場運営者リ
ソースの確保が困難

• 接種記録管理システムがない

• ワクチンの供給がタイミング、量ともに不明確

• 大学、医療機関、取引先の医療会社、楽天のスタ
ジアム運営会社を紹介

• システム開発支援

• 政府担当窓口との連携、供給予測をもとにしたシ
ミュレーション

自治体の抱える問題を楽天の支援で解決できる可能性◎

②組織としての実力・強みを分析・把握する
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②組織としての実力・強みを分析・把握する

SWOT・クロスSWOT分析に落とし込むと、楽天としてワクチン接種活動を推進することは強みを発揮し、弱み
を補えると分析。

Strengths:強み Weaknesses:弱み

Opportunities:機会 Threats:脅威

• 楽天メディカル事業展開
• 70以上のサービス展開に

より多くのステークホル
ダーと取引実績

• 日本各地での拠点展開
• 先進IT技術とオペレーショ

ン力（Innoperation）
• 社員のQCC活動経験者約

50%

• 医師、看護師の所属なし
• ワクチン接種に関する知

識なし
• コロナ禍での旅行業を中

心とした顧客が外出を伴
う事業の収益減

• ワクチン接種活動による
社会貢献

• ワクチン接種が進まない
ことによる経済停滞

SWOT分析
SO:強みx機会

WO:弱みx脅威ST:強みx脅威

WT:弱みx機会

クロスSWOT分析

①楽天メディカルの医療機関調
整、協力依頼
②接種のための施設提供・設営、
スタッフ派遣、会場オペレー
ション、特典提供
③システム開発支援
④オペレーションの課題解決

⑤医療行為における、医療機関
との連携

⑥ITとオペレーション力によ
る迅速で効率的な大規模接種
会接種会場での接種の推進

⑦コロナ禍で業務が減少して
いる事業担当者のワクチン接
種活動参加

40

③組織として取組む領域を決定する

楽天がワクチン接種活動を実施するにあたり、支社拠点のある地域での活動を検討。
産学官連携プロジェクトとして、ヴィッセル神戸のスタジアムにおける大規模接種の実施を決定。

産学官連携の迅速、効率的かつ大規模ワクチン接種オペレーション体制

※①～⑦の数字は全ページのクロスSWOT分析と対応
※2021年6月11日時点の体制

①

②

④

⑤

③⑥⑦

41

神戸市民に対して、
接種機会を提供

神戸モデル

 地方自治体を実施主体とし、
大規模接種会場の全体設計、
医療従事者の確保、運営

ノエビアスタジアム神戸
大規模接種会場

5,000~10,000回/日

東京、仙台、福岡にて、従業員
とその家族以外にも地域包括的
に接種機会を提供

楽天モデル

 楽天を実施主体とし、全体設計、
医療従事者の確保、運営まですべて
実施

①楽天クリムゾンハウス 職域接種会場
②楽天生命パーク宮城 職域接種会場
③マリンメッセ福岡 職域接種会場
5000回/日

楽天グループのノウハウを提供し、
全国の接種拡大を支援
楽天グループのノウハウを提供し、
全国の接種拡大を支援

全国展開全国展開

• 地方自治体
• 企業
• 温泉地 等

 地方自治体・企業・団体等に接種
会場の設計・運営ノウハウを提供

 地方自治体・企業・団体等に接種
会場の設計・運営ノウハウを提供

④組織として提供する価値を意思決定をする

更に、用意可能な会場規模や運営人員、協力いただける医療法人等の体制、参加希望が想定される近隣自治体や
自社実施困難な中小企業等からの要望状況も踏まえ、接種活動の全国展開を計画。

安全安心と効率化を両立した大規模接種オペレーションを全国に展開
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⑤組織としての事業計画を作成する ～組織立ち上げ～
楽天側体制として、オペレーションディビジョンのメンバーを中心に全社から参加者を募り、楽天メディカル
リードによるワクチン接種プロジェクト組織を組成。

プロジェクト
推進

バックオフィス
支援

渉外

システム開発

会場オペレーショ
ン

法務

労務

経理

広報

• 医療従事者の確保依頼
• 政府/地方公共団体との調整

• 全体オペレーション設計/各工程オペレーション詳細設計
• 会場計画・設営、警備/誘導スタッフ手配・管理

• 記者会見・プレスリリース等
• 記録・メディア作成

• システム開発支援

• 神戸市とのマスター契約
• 医療機関・医師個人への再委託契約

• 経理周りの処理

• 請負/派遣/ボランティア等の指揮系統検討

• 楽天メディカル(株)

• ヴィッセル神戸(株)

• 楽天グループ(株)

• オペレーションディ
ビジョン

• 総合企画部
• グループ品質部
• グループ人事部
• グループ総務統

括部
• 各カンパニー
• 2021年新卒入社社員

楽天グループ
プロジェクト参加主要組織楽天グループワクチン接種プロジェクト組織
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⑤組織としての事業計画を作成する ～計画・準備～

大規模接種会場での接種を1カ月弱という短期間でスピードリリース。
5/10 5/17 5/24

医療従事者の
確保

会場オペレー
ション構築

スタート体制用
医療従事者確保 増強体制用医療従事者確保

大工程設計
マニュアル落とし込み
会場スタッフ確保

会場設営
備品調達

詳細工程設計

5/14
Jリーグ会見

5/25
ドライラン実施

6/1

5/30
接種開始

厚生労働省提供の接種マニュ
アルを元に現場の標準オペ
レーションマニュアルを作成。

同市内別接種会場を
現地現物し、会場設
営の参考に。

改善

44

神戸市 接種活動団体A

ノエビアスタジアム
(最大効率化時) B会場 C会場 D会場

1日当たり接種回数
上限 (回/日) 5,000 2,000 10,000 5,000

医師 (人) 5 6 50 30

看護師 (人) 42 114 240 160

医療従事者当たり
接種回数 (回/日･人) 106.4 16.7 34.5 26.3

最大効率を目指し、
オペレーションのさらなる効率化を企図

Source: 神戸市; 朝日新聞

⑤組織としての事業計画を作成する ～目標設定～

より多くの国民を早期に接種し、集団免疫を構築するため、最大効率の接種回数上限目標を設定。

45

⑤組織としての事業計画を作成する ～オペレーション設計～

あるべき接種回数上限を目標値と定め、オペレーションを設計。
設計されたオペレーションは、他接種会場と比較して3～4倍高い接種効率に。

【1】タクトタイム(あるべき姿)を見積もる

→接種時間8時間/(日)÷接種回数上限5,000/(日)＝約5.7秒
/(1回の接種時間)

【2】作業工程を切り分ける

→全体の作業を一覧化し、工程化。

【3】工程の内容・サイクルタイムを決定

→工程ごとの標準作業を決め、各工程の一連の動き
を終えるまでの時間(サイクルタイム)を測定。

【4】工程能力を均衡させる

→ライン数を設定し、工程ごとの連携が取れるよう
工程ごとの能力を均衡化。

標準作業の作業手順を全てマニュアルに落とし込む
設計手順 手順の標準化
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⑤組織としての事業計画を作成する ～目標設定～

追加・最終予診

工程

接種

担当 タスク

前工程

持ち物チェッ
ク・検温
受付

事前予診

後工程

接種済証発行

経過観察

2回目接種予約

調薬

接種

楽天

楽天

神戸市、神戸大学、
他医療機関等

神戸市、神戸大学、
他医療機関等

神戸市ｘ神戸大学ｘ医療機関 x 楽天で工程上の役割を分担。
楽天ならではのオペレーション力で既成概念を超えた高い生産性と高品質な接種の両立を図る。

施策①

施策②

施策③④⑤⑥ 役割・要件

• 予防接種を受けるかどうかの医学的な是非判断
能力および資格

• 調薬に関する専門的知識・能力・資格

• 予防接種を打つための医学的知識・能力・資格

ー

ー

• 体調不良発生時の迅速な判断・対応能力

✓持ち物が揃っているか確認
✓予約日時照合
✓本人確認
✓予診票の記入不備がある場合、再記入
✓予診票の重要項目を確認し、ファイル色分け

✓予診票重要項目の詳細を確認し不安点
を解消

✓必要に応じ医師への申し送り実施
✓最終的な接種実施可否/待機時間判断
✓医師署名

✓消毒とワクチン接種の実施
✓予診票と接種券(接種記録書)にワクチン情報シールを貼る

✓接種済証の発行
✓待機時間のタイムカードを渡す
✓予診票の回収
✓ワクチン接種量を記載し接種場所印を押す

✓ワクチンの分注

✓接種者の接種後の様態の監視と対応
✓2回目接種予約を取る
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⑤組織としての事業計画を作成する ～生産性向上施策～
各工程の医療従事者の確保とサイクルタイム向上を目的として、IT技術や楽天独自の仕組みを積極的に導入。

施策①:オンライン予診 施策②:”楽天モデル”で採用する接種ブース

• 新型コロナワクチン大規模接種会場では、
全国初のオンライン予診の導入
 遠方にいる医師も移動の手間なく対応で
きることで、安定的に医療従事者を確保

• 被接種者2名が衝立を挟んで1つのブースに入り、
看護師3名がローテーションで接種と事務作業
を担当するシステムを採用
 安全かつ迅速な接種を実現

48

⑤組織としての事業計画を作成する ～品質確保施策～
接種会場の安全と品質の確保を目的として、常時安全品質監査担当者が各工程を巡回。

施策④:真因分析と改善実装施策③:オペレーション監査

• 監査中に発見したヒヤリハットを工程責任者と
真因分析し、オペレーションを改善。
 工程担当者の変更があっても、安全な業務
遂行が可能

• チェックシートを元に、各工程が標準オペレー
ション通りに運営されているかを確認。
 安全かつ品質の高い接種と会場運営を支援
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49

※福岡拠点で使用したホワイトボード

• ホワイトボードにて工程ごとのサイクルタイムや処理数
を管理。インカムやメッセージアプリで全員に情報共有

⑤組織としての事業計画を作成する ～プロジェクト体制強化施策～

施策⑤:全員参加のミーティング

工程能力が
相対的に低い

↓
ライン数を増や

す

工程能力が
相対的に高い

↓
ライン数を減ら

す

ライン数
変更

• 各工程上の課題を発見次第インカムにて報告。ホワイト
ボードに書き出し、日々全員で振り返りを実施し改善。

※仙台拠点の終礼の様子

プロジェクトは異なる部署から参加したメンバーで構成。体制強化を目的として、ミーティングやコミュニ
ケーションツールを活用し、One Teamの意識を醸成。

施策⑥:コミュニケーションツールで情報共有

50

⑤組織としての事業計画を作成する ～オペレーション改善～
プロジェクトメンバー全員で標準作業、生産性、安全面を日々改善。2021年新卒入社社員のQCC研修としても
活用。

生産性改善

• 日々、工程ごとの所要時間（サイクルタイム）
を計測し、所要時間短縮のための改善を実装

 受付から接種までの所要時間「3.5分」を実現
計測タイム

1日当たり接種件数

7倍
5/31 9/20

1st 2nd 3rd 4th

事前予診 追加予診 最終予診

1st 2nd1st 2nd

安全面の改善

• 監査担当の巡回や全員参加のミーティング、QCC
によりヒヤリハットを撲滅。

 事例①:予診票ファイルを色分けし、アレル
ギーなど基礎疾患のある方の予診漏れを防止

 事例②:床にテープを張り通行ルートを限定す
ることで、接種者同士の衝突、またはワクチン
運搬中の衝突を防止

51

⑥提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

2022年6月に、接種人数100万回超の接種活動を重大医療事故０で活動を終了。

※10月24時点
51

4.0万回4.0万回

12.1万回12.1万回

東京・楽天本社

マリンメッセ福岡

仙台・楽天生命パーク
40.1万回40.1万回

44.0万回44.0万回

ノエビアスタジアム神戸

楽天の職域接種は当初より近隣住民・
エッセンシャルワーカー・自社で実施困難な
中小企業数千社を含めた地域合同接種を想定

職域接種

週単位の供給に応じて無駄なく

各会場1日5,000回規模で接種

自治体接種
52

本日のプレゼンテーション

楽天のビジネスの特徴1

活動事例紹介①
楽天グループの品質保証活動2

3 活動事例紹介②
新型コロナワクチン接種活動

4 楽天の品質経営の今後

53

楽天の品質経営の今後
エコシステムのコアバリュー・コアアセットを特定し、新たな価値創造を行う。

コアバリュー(顧客ロイヤルティを高める要素)

• 複雑さ→単純化
• 様々な商品・サービスの提供
• 人とのつながりの提供
• リスク低減
等

コアアセット(楽天エコシステムの機能)

• 楽天ポイント
• 決済機能
• データ活用
• 共通ID/ログイン機能
等

×
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（２）パナソニック ホールディングス（第16回）
テーマ：パナソニック ホールディングスグループにおける価値創造プロセスについて
　　　　－ 経営基本方針に基づく、品質経営活動－

—戦略とオペレーションを「一枚でつなぐ」—
�　価値創造プロセスを整理し、戦略とオペレーションの結び付けを強化。CEO主導の委員会運
営、ESG枠組みでの推進、「デザイン経営」観点、人材育成・現場改善の工夫等が紹介。
　価値創造の“全体像”を共有可能な形に落とすことが、機能間連携（第二層プロセス）の摩擦を
減らし、全体最適を実現する。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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企業価値向上経営懇話会

パナソニック ホールディングスグループにおける
価値創造プロセスについて

－ 経営基本方針に基づく、品質経営活動 –

2022年12月1日

１．パナソニックグループ概要
２．価値創造プロセス

-「品質経営行動」の取組みに照らして(①〜⑥) 
３．戦略とオペレーションについて(①②)
４．中期戦略の考え方(③④⑤⑥)
５．経営基本方針の実践

＜品質経営行動＞
①経営環境の変化を収集・分析する
②組織としての実力・強みを分析・把握する
③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定をする
⑤組織としての事業計画を作成する
⑥提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

目 次 1

パナソニックグループの概要

グループCEO
楠見 雄規

・資本金 2,592億円
・売上高 7兆3,888億円
・従業員数 24万人
・グループ会社数 532社

※2022年3月31日時点

１ 2 パナソニックグループの価値創造プロセス２-1

①経営環境の変化を収集・分析する ②組織としての実力・強みを分析・把握する

③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする

⑤組織としての事業計画を作成する

⑥提供した価値を評価し、
意思決定者へフィードバックする

全ての活動の基本

3

経営基本方針に基づく企業活動（品質経営）２-3 5

ブランドスローガン

物と心が共に豊かな理想の社会

Panasonic GREEN IMPACT

E
環境

S
社会

地球環境問題の解決への貢献 心身ともに健康で幸せな状態を
「くらし」と「しごと」 において実現

累積営業CF （22-24年度） 

2.0 兆円

ROE （24年度）

10 %以上 

累積営業利益 （22-24年度） 

1.5 兆円

中期経営指標（KGI）

経営基本方針に基づく競争力強化

G
ガバナンス

お役立ち 収益お役立ち収益

パナソニックグループの提供価値２-2

提供した価値が
評価された結果

4
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事業ごとの戦略策定を終え 中期の行動計画が明確化
自社排出実質ゼロ・削減貢献のロードマップの解像度向上

➊➊ OWN IMPACT
社会の脱炭素効果も含めた、
自社バリューチェーン（VC）における
排出削減インパクト

➋➋ CONTRIBUTION IMPACT

既存事業による社会への
 排出削減貢献インパクト

➌➌ FUTURE IMPACT

新技術・新事業による社会への
 排出削減貢献インパクト

➋➋ 1億トン
➌➌ 1億トン

自社
バリューチェーン

における
CO2排出量

1.1億トン

２０２0年 ２０５０年

❶ 1.1億トン

自社排出の実質ゼロに加え お客様や社会のCO2削減に貢献
社会のエネルギー変革にインパクトを与える長期環境ビジョン

２-4 6 戦略とオペレーション

＜５つの変化対応力＞
(1)需要変動への対応力
(2)生産変動への対応力
(3)ニーズ変化への対応力
(4)変化に対応した商品の具現化力
(5)新材料・新技術への対応力

３-1 7

＜戦略の事例＞

【デザイン経営】
〜長期視点経営への転換〜

8 現在の事業・商品軸発想が抱える課題

２０１６

既存の事業/商品の延長線上で考える未来 地球・社会・生活者視点で考える未来

既存のアプローチ 新たなアプローチ

事業・商品の延長線上の未来

未来現在

顧客
提供価値

既存の事業・商品
コモディティ化

競合他社との競争

長期視点に基づく未来(ビジョン)

長期戦略で解決すべき
価値のギャップ

短期視点の積み重ね

３-2-1 9

長期戦略の起点となる「未来構想」

２０１６

ステートメント

解像度のあがった

到達度が評価可能な

「使えるビジョン」

構造的優位性と

ビジネスモデル変革の

具体化

変革のモーメンタムをつくる

意思決定の根拠/

ステークホルダーに向けたストーリー/

長期で考える風土のきっかけ

をつくる

未来構想に対する

「戦略的な」実現シナリオ

をつくる

ビジョンの

具体性・解像度

Phase1 Phase２ Phase3

未来構想 長期事業戦略MVV/Purpose

Phase４

中期事業戦略

現状とのGAPを埋める

実行計画をつくる

取組みの取捨選択と

具体的な活動テーマ

PHD

デザイン経営実践PJより

グループ内へメソッド提供

３-2-2 10 パナソニックが目指すデザイン経営の考え方

２０１６

事業の

現在地

実現したい

未来

N O T  自己・自社中心

未来起点・人間中心のサイクルを回し続け、事業の本質的な競争力を強化する

N O T  他社・現状起点

人間中心

未来起点

人/くらし/社会/環境の変化を捉えた戦略構築、

事業変革の挑戦を繰り返し、理想の未来を実現する

（人・くらし・社会・環境）

現状の延長上や自社視点に囚われず、

実現したい「社会にとって意味ある」未来を起点に、

現状とのギャップを明らかにする

３-2-3 11

15811933 03-2-2.indd   2815811933 03-2-2.indd   28 2026/05/07   10:48:462026/05/07   10:48:46



28 29

パナソニック流のデザイン経営：産業界での一般論との違い

２０１６
「経済産業省・特許庁 産業競争⼒とデザインを考える研究会」より

Design for

Branding

Design for

Innovation

デザイン経営は、ブランドとイノベーションを通じて

企業の産業競争力向上に寄与する

経営にデザイン思考/デザイン人材を取り入れ、

企画・運営・判断する手法

ブランドやイノベーション自体が

「目的」なのではなく、

「意味のある社会の実現」を目指すからこそ

「結果」として

ブランドやイノベーションが生まれる

デザイン経営とは、

実現したい未来を描き

絶えず挑戦し続けること

パナソニックの捉え方デザイン経営宣言
2018.5.23

事業部長が未来への視座をリードする
(事業の意思決定主体者)

３-2-4 12 松下幸之助は未来構想を実践していた

２０１６

モーターは無限に伸びる

将来、文化生活が進んでいけば、

一家に平均10台以上のモートルが

使われる日が必ず来ます。

今はゼロでも、そう確信している。

それを満たすのが、わが社の今後の方針です。

未来構想

昭和9年当時のモーター業界は、重電各社が支配。

そんな中、松下電器は小型モーターの生産販売を開始した。

３-2-5 13

＜オペレーション力強化の事例＞
サプライチェーン対応力

【モノづくり改革】
〜カイゼン思想と手法の徹底伝承〜

14 カイゼン思想とデジタル技術によりｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体のｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝを強化

オペレーション戦略部
パナソニック ホールディングス株式会社

技術部門
経営戦略部門

全社横断、あらゆる現場に対する弛まぬカイゼン思想の伝承・人財育成

・
・
・
・

・ 競争力強化は、目先の利益や現状の延長線上ではなく、長期視点で
構築した「戦略」と、事業のあらゆる現場において、ムダや滞留を撲滅し事業の
スピードを高める「オペレーション力」、このどちらも欠かすことができません。
・ ムダのない現場をつくり、地球環境や働く人びとの幸せに貢献していく。
是非、皆さんもオペレーション戦略部と連携しながら、職場のあらゆるムダと
滞留、手戻りを排除する活動を展開いただきたいと思います。
ひとつのムダ取りが全て競争力強化につながります。日々、活動を更新し、改
善に次ぐ改善の実践をお願いします。

＜2022.4.1パナソニック グループ戦略 CEOメッセージ＞
新設

「変化対応力」×「スピード」を阻害するボトルネックの解消やカイゼン推進人財を育成

３-3-1 15

「パナソニック 現場 カイゼン 道」

パナソニック 現場カイゼン道道
多くの現場で、蓄積されてきた様々なカイゼンノウハウ。これを手法のみならず、思想として根付かせるべく、
たゆまぬカイゼンの道を歩み、現場理念に向け道をひらくと定義し、「カイゼン“道”」として進めて参ります。
「道」をひらく精神をもって、製造部門のみならず、全ての職種、全ての職場の皆さんとともに、たゆまぬ
カイゼンを進めて参ります。

３-3-2 16 オペレーション力の強化３-3-3 17
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オペレーション力の強化：取り組み事例

パナソニック（株）エレクトリックワークス社 草津工場
製造と販売後のデータ分析で、不具合や異常の予兆を検知し未然に対策

３-3-4 18 中期戦略の考え方４

経営基本方針の実践

19

経営基本方針の実践

一人ひとりが誰にも負けない仕事をする、そのための、
経営基本方針の実践は、品質の追求そのものであり、
TQMの活動そのもの

【2021年品質月間グループCEOメッセージより】

【TQM（総合的品質管理）の実践】

TQM
全員
参加

お客様
第一

継続的
改善

事業部長品質研究会（年次）を通じ、事業TOPに思想や具体事例を含めて徹底

日科技連HPより

５-1

一人ひとりが活きる経営オペレーションの徹底強化

20 事業部長 品質研究会 について

【目的】
品質月間に合わせて、事業責任者が品質経営について深く考え、
学びや気付きを得る場を提供する

  ・顧客視点における先端の品質経営を学ぶ
・社内外事例から実践すべきことを学ぶ

■1回/年、品質月間の11月に開催 今年で10年目
・全事業部の事業部長/BU長、品質/技術責任者が参加※
・2022年度からは「品質・環境研究会」として環境の取組みも加える

※22年度：JB長29名、BU長35名、他94名、 計158名 合計190名(スタッフ等含め)

【主な内容】
・社外講師からのご講演
・社内事例の共有
・グループ討議を通した人脈構築

５-2 21

パナソニックグループの価値創造プロセス 22 ブランドスローガン 23
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（３）積水化学工業（第16回）
テーマ：積水化学における価値創出プロセス- 「品質経営行動プロセス」の活動事例紹介 -

—データ堅牢性・ナレッジ活用で「未然防止」を組み上げる—
　品質データ堅牢性確保、不正防止、外部損失費低減を狙った品質ナレッジ活用、QMS運用管
理のガイドライン制定・運用などを紹介。
　価値共創の時代ほど、品質の“未然防止”はデータと仕組みで支える必要がある。ガイドライン
や標準の整備は、業務遂行（第三層プロセス）の再現性を高める。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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Service Speed Superiority

Service Speed Superiority
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（４）東レ（第17回）
テーマ：東レグループにおける価値創造プロセス
　　　　“東レ理念”の実践としての企業価値創造

—素材ビジネスを「ソリューションビジネス」として捉え直す—
　素材事業の価値創造を、理念・ビジョンと接続しつつ整理。「究極追及／技術融合」「提案力」「研
究開発力」「安定供給」「グローバルVC」等の強みを明確化。共創事例（ヒートテック等）にも言及。
　“強み”は列挙ではなく、目指す価値から逆算して初めて見えてくる。価値を起点に組織能力を
見直すことが、品質経営行動の出発点となる。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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２．各社取り組み事例

（５）DMG森精機（第18回）
テーマ：DMG森精機における価値創造プロセス　企業価値最大化を目指す品質経営行動

—DXを梃子に「製造の殻」を破り、価値提供を再設計する—
　MX（工程集約→自動化→GX）をDXで推進。製造現場プラットフォーム「TULIP」の構築・活
用。垂直統合型モデル、廉価・短納期からの脱却。部門横断分科会で目標をブレイクダウンし、
QCサークル活動と接続。
　DXは“IT導入”ではなく、価値提供の構造（ビジネスモデル）と現場運用を一体で変える取り組
みである。TQMを「目標展開・横断連携」に使い直すことが効く。

※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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DMG森精機における価値創造プロセス

企業価値最大化を目指す品質経営行動

DMG森精機株式会社
取締役社長

森 雅彦

1. DMG森精機について

2. 価値創造プロセス -「品質経営行動」の取り組みに照らして-

3. DMG森精機を取り巻く環境（①②）

4. DMG森精機のビジネスモデル、中期経営計画（③~⑥）

① 経営環境の変化を収集・分析する
② 組織としての実力・強みを分析・把握する
③ 組織として取組む領域を決定する
④ 組織として提供する価値を意思決定をする
⑤ 組織としての事業計画を作成する
⑥ 提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

品質経営行動

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

全世界のDMG MORIのお客様
米州

既存顧客10万カ所強 潜在と合わせて30万カ所 累計納入台数 約30万台

ドイツ

欧州
日本

USA

アジア

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

販売 / 加工技術 / サービス拠点

88ヵ国 113拠点 5,900名 セールス 約1,100名 アプリケーション 約1,000名
サービス 約2,200名 オフィス 約1,600名

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

社員構成

ドイツ
4,200

日本 4,000

USA 1,000

イタリア 400

ポーランド 800

中国 600

オーストリア 200

インド 200
フランス 200 

その他
1,400

13,000名
59国籍

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

開発 / 生産拠点

奈良商品開発センタ
Nara PDC

奈良、東京 / サキコーポレーション
Nara, Tokyo / Saki Corporation

島根 / DMG MORIキャステック株式会社
Shimane / DMG MORI CASTECH

6ヵ国 16工場 8,000台/年 6,800名 R&D  約1,500名 オフィス 約1,600名 製造 約3,700名
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1. DMG森精機について

2. 価値創造プロセス -「品質経営行動」の取り組みに照らして-

3. DMG森精機を取り巻く環境（①②）

4. DMG森精機のビジネスモデル、中期経営計画（③~⑥）

① 経営環境の変化を収集・分析する
② 組織としての実力・強みを分析・把握する
③ 組織として取組む領域を決定する
④ 組織として提供する価値を意思決定をする
⑤ 組織としての事業計画を作成する
⑥ 提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

品質経営行動

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

①経営環境の変化を収集・分析する

②組織としての実力・強みを分析・把握する

③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定をする

⑤組織としての事業計画を作成する
⑥提供した価値を評価し、
意思決定者へフィードバックする

1. DMG森精機について

2. 価値創造プロセス -「品質経営行動」の取り組みに照らして-

3. DMG森精機を取り巻く環境（①②）

4. DMG森精機のビジネスモデル、中期経営計画（③~⑥）

① 経営環境の変化を収集・分析する
② 組織としての実力・強みを分析・把握する
③ 組織として取組む領域を決定する
④ 組織として提供する価値を意思決定をする
⑤ 組織としての事業計画を作成する
⑥ 提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

品質経営行動

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

1. DMG森精機について

2. 価値創造プロセス -「品質経営行動」の取り組みに照らして-

3. DMG森精機を取り巻く環境（①②）

4. DMG森精機のビジネスモデル、中期経営計画（③~⑥）

① 経営環境の変化を収集・分析する
② 組織としての実力・強みを分析・把握する
③ 組織として取組む領域を決定する
④ 組織として提供する価値を意思決定をする
⑤ 組織としての事業計画を作成する
⑥ 提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

品質経営行動

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

工程集約

by DX

マシニング・トランスフォーメーション(MX)

GX

自動化

③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定をする TULIP：製造現場プラットフォーム

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

”異常への気づき”には”標準化
と継続的なデータ収集”が必要

TULIPによる“標準化”と
“データ収集”で実現

TULIP導入とSDCA

標準化

遵守

異常への
気づき

是正処置 D

C

S

A

現場で
アプリ利用

データに基づき
問題発見

TULIP
アプリ化

現場で
改善活動

製造現場のアプリケーション活用例
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「ものづくり」の殻を破る

垂直統合型ビジネスモデル
＝職人が実際に売る「職商人」

③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定をする

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

廉価販売・短納期受注からの脱却

③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定をする

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

強靭なサプライチェーンの構築

調達 部品製造 組立 (生産) 物流/販売

安定調達に向けた
サプライヤーモニタリング
システムの導入

グローバルでの
キーコンポーネンツ・板金の
内製化促進

工場の生産能力の増強と
グローバルでの生産拠点
の分散

グローバルでの広範囲な
物流/販売網の構築

• 外部環境が変動する中でも、グローバルで安定的に製品を供給できる体制を強化していく

INTEGRITY NEXTの導入

DMG MORI キャステック

ドイツ・アメリカ・日本の
グローバルパーツセンター

ポーランドの部品供給拠点

鋳物の安定調達

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会 企業価値向上経営懇話会

サーキュラーエコノミー：DMG森精機CIRCULAR会社の設立

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日

鋳鋳物物 4,363 kg(65%)

板板金金 1,000 kg(15%)

主主軸軸 550 kg(8%)

そそのの他他*

NV5000a1B/40 
製品重量 6,710kg

鋳鋳物物
ススククララッッププ

ススチチーールル
ススククララッッププ

• 受入検査(成分分析)
• 鋳造原材料として再利用

DMG MORI キキャャスステテッックク

• フロンの回収
• 主軸の取り外し

＊その他材料はスクラップ業者にて処理(ex. リニアガイドなどの鉄製品：電炉メーカーへ売却)

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

廃却機を利用した鋳造原材料取得

主主軸軸

• リビルドとして再利用

DMG MORI

廃却

鋳鋳物物

板板金金

そそのの他他*

主主軸軸

• 重機での板金取り外し
• 破砕機での細断
• 重機での鋳物大割
• 割加工機での鋳物小割
• 手作業での分別

DMG MORI CIECILAR

人材育成

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会
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QCサークル活動

DMG森精機株式会社 取締役社長 森雅彦 | 2023年11月30日企業価値向上経営懇話会

中計分科会
小集団

Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
活
動

方
針
管
理

全社目標

XX部門

XX部署

小
集
団

小
集
団

XX部署

小
集
団

小
集
団

…

…

小
集
団

日
常
管
理

…XX部門

✓ 中期経営計画の達成に向けて、TQMを活用
✓ 部門横断の分科会で、全社目標を各部署にブレイクダウン
✓ QCサークルは、ブレイクダウンされた目標に結び付くテーマを選定

✓ 2017年スタート（2023年実施日：11月29日）

チーム登録

メンバー登録 会合報告 テーマ登録・進捗

QCサークル発表大会

QCサークルアプリ

✓ 社員がいつでもアクセスして進捗
報告・確認が可能

✓ 役職者による評価もアプリで実施
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（６）コニカミノルタ（第19回）
テーマ：コニカミノルタの中期経営計画と価値創造プロセス
　　　　品質経営行動の具体的な取り組み

—「選択と集中」を品質経営で実装する—
　中期計画に沿った事業の選択と集中、プロセス刷新、社会課題と向き合う価値創造プロセス、
DXによる無形資産と競争力強化、人材確保・育成の課題を含めて説明。
　変革期の品質経営は、守り（不具合・不祥事防止）だけでなく、事業ポートフォリオ変革をや
り切る“運用能力”そのものになる。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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22002244//1100//11
コニカミノルタ株式会社
執行役 品質本部長 上村裕之

コニカミノルタの中期経営計画と
価値創造プロセス
品質経営行動の具体的な取り組み

© KONICA MINOLTA

本日の内容

2© KONICA MINOLTA

1. コニカミノルタの紹介

2. 中期経営計画による事業の選択と集中の取り組み

3. 価値創造プロセスと持続的成長に向けた取り組み

①経営環境の変化を収集・分析する

②組織としての実力・強みを分析・把握する

⑥提供した価値を評価し意思決定者へフィードバックする

③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする

⑤組織としての事業計画を作成する

品質経営行動

１．
コニカミノルタ
について

© KONICA MINOLTA 3

沿革／フィロソフィー

4© KONICA MINOLTA

グローバルな事業展開

6© KONICA MINOLTA

約117700社
グループ会社数

115500カ国超
拠点展開

約5500カ国
事業展開

日本

15%

北米

30%
欧州

30%

アジア他

25%
売上高
構成比

事業構成

5© KONICA MINOLTA
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２．
中期経営計画の
取り組み

© KONICA MINOLTA 7

中期経営計画の変遷（前中計まで）

8© KONICA MINOLTA

①経営環境の変化を収集・分析する

②組織としての実力・強みを分析・把握する

ITサービスによ
る情報機器事業

の拡大
大型M＆A、新規事業への挑戦

オフィス事業の成熟を見越した、拡大、成長、業容転換、
新規事業を推進

前中計の振り返り

9© KONICA MINOLTA

• 減損損失の計上によって大幅な営業損失となり、キャッ
シュ創出力の低下や自己資本が毀損。

• 収益性（営業利益、営業利益率）、財務健全性（自己資本
比率、NetDebt/EBITDA）の目標は、ともに達成できず。

オフィス事業の営業利益回復：
・需要面では新型コロナウイルス感染症拡大の影
響を受けプリント量が減少
・供給面では半導体不足や輸送期間長期化の影響
を受け、収益が低下。

新規事業の収益性改善：
・2022年度に黒字化する計画を立ててたが、プレ
シジョンメディシン、DW-DX、画像IoTソリュー
ションの各事業において、要因はそれぞれ異なり
ますが、2022年度に営業損失が拡大する結果とな
り、大きな課題。

オフィス事業に続く柱となる事業の構築：
センシング、IJコンポーネント、プロダクション
プリント、産業印刷、メディカルイメージングな
どの事業が強みを活かして成長を実現。2020年度
から2022年度で営業利益を263億円増額し、目標
を超過達成。

①経営環境の変化を収集・分析する

②組織としての実力・強みを分析・把握する大型M&Aからの業容転換・実現能力（ベストオーナー視点）
に課題

⑥提供した価値を評価し意思決定者へフィードバックする

新中期経営計画

10© KONICA MINOLTA

③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする

選択と集中 各事業の位置づけの見直し

11© KONICA MINOLTA

③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする
非重点事業・方向転換事業の

マイルストーン

⑤組織としての事業計画を作成する

22002255年度の目指す姿

12© KONICA MINOLTA

③組織として取組む領域を決定する

強化事業での売上高、事業貢献利益率
を目標設定し目標達成を目指す

強化事業、特にインダストリの強化領
域を伸ばしていく

4,600億円

10,500億円
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新中期経営計画での取り組みステップ

13© KONICA MINOLTA

⑤組織としての事業計画を作成する

インダストリ事業強化領域の中長期成長戦略

14© KONICA MINOLTA

③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする

中長期で取り組む注力領域とビジネスの機会

インダストリ事業強化領域の取り組み事例

15© KONICA MINOLTA

④組織として提供する価値を意思決定をする

３．
コニカミノルタの
価値創造プロセス

© KONICA MINOLTA 16

コニカミノルタの価値創造プロセス

17© KONICA MINOLTA

社会課題と向き合い、DXにより無形資産と事業の競争力を強化し、
持続的な価値提供で企業価値を高める

③組織として取組む領域を決定する サステナビリティ戦略（マテリアリティからの事業の取り組み）

18© KONICA MINOLTA

③組織として取組む領域を決定する
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サステナビリティ戦略

19© KONICA MINOLTA

サステナビリティ戦略（マテリアリティからの事業の取り組み）
③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定をする

サステナビリティ戦略

20© KONICA MINOLTA

サステナビリティ戦略具体例
③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする

持続的な価値提供の実現に向けた取り組み事例

21© KONICA MINOLTA

③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする

持続的な価値提供の実現に向けた取り組み具体例

22© KONICA MINOLTA

③組織として取組む領域を決定する

④組織として提供する価値を意思決定をする

再生プラスティックの取り組み

バイオものづくりの
取り組み

23© KONICA MINOLTA
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（７）ブリヂストン（第19回）
テーマ：ブリヂストンのDXを支えるソリューション品質管理の取り組み
　　　　～タイヤの内圧を遠隔モニタリングするデジタルソリューションを含む～

—定義された“ソリューション品質＝顧客経験価値”の定義が鍵—
　品質管理の考え方を、製造業のモノの品質管理で培われたTQMの思想からDX領域へ拡張。遠
隔モニタリングによるタイヤ内圧監視を実践例として提示。コト（サービス・ソリューション）
の品質は、まず顧客の達成したい目的を把握し、提供すべき価値の定義から始まる。顧客起点で
品質を定義することで、TQMはデジタルソリューション領域においても有効であり、強い武器
になりうる。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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1/30

ブリヂストンの を支えるソリューション品質管理の取り組み

年 月 日

株式会社ブリヂストン
常務役員 ・品質経営管掌 井上 祥

・品質部門 首席主幹 西崎 友康

議題２：「コト価値に対応する組織能力の獲得・向上」のケーススタディ

～タイヤの内圧を遠隔モニタリングするデジタルソリューションを含む～

持続的な価値創造に向けた考え方

．デジタルソリューション品質管理事例ご紹介

2/30

目次

持続的な価値創造に向けた考え方

デジタルソリューション品質管理事例ご紹介

社名   株式会社ブリヂストン

本社所在地 東京都中央区京橋3丁目1番1号

設立年月日 1931年（昭和6年） 3月1日

創業者    石橋 正二郎 いしばし しょうじろう

1) 会社概要

グローバル約150の国と地域で事業を展開

調整後
営業利益 4,937億円
調整後
営業利益率 11.1%

売上収益 44,295億円

グローバル
従業員数 115,716人

＜2025年概況（連結ベース）＞

3/30

2) 事業紹介

プレミアムタイヤ事業 ソリューション事業コア事業 成長事業
「断トツ」商品を「創って売る」 お客様が「使う」段階で「断トツ」商品の価値を増幅

社会価値の提供／サステナビリティを中核に
探索事業 “新たな種まき” 

ブリヂストンの強みが活きる領域にフォーカス
化工品・多角化事業

スポーツ
油圧ホース ゴムクローラ
免震ゴム

グアユール
エアフリーソフトロボティクス

リサイクル

4/30

排出量▲ 年比 、排出量の 倍以上の削減貢献
カーボンニュートラル化

再生資源・再生可能資源率
サステナブルマテリアル化

創って売る プレミアムタイヤ事業回避復元・
再生

使う ソリューション事業戻す リサイクル事業 軽減復元・
再生

変革

）ブリヂストン独自のサステナビリティビジネスモデルの確立）生産拠点

生産拠点数
年 月 日現在

米州 欧州・中近
東・アフリカ

中国・アジア・
大洋州・インド

日本 合計

タイヤ・原材料工場

多角化製品工場

生産拠点数合計
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）これまでの歩みと目指す未来

サステナブルなソリューションカンパニーとして、
従業員、社会、パートナー、お客様と共に持続可能な
社会を支え、企業としても持続的に成長し、価値を提
供していける会社への変革へ挑戦。

創業 グローバル化（第二の創業） ソリューション化（第三の創業）

年 ファイアストン社買収
年 リトレッドカンパニー、バンダグ社買収
年 デジタルフリートソリューションプロバイダー

買収

北米への本格進出を目指し、米国第 位のタイヤメーカー、
ファイアストン社を買収。多くの困難を克服しながらグローバ
ル企業へと進化。

年 制定
年 企業コミットメント

「 」制定
年 「 年長期戦略アスピレーション

（実現したい姿）」発表

年 「デミング賞実施賞」受賞

年 ファイアストン社を買収 サステナブルなソリューションカンパニーへ石橋正二郎が福岡県久留米市に「ブリッヂストンタイ
ヤ株式会社」を設立。日本の将来のモータリゼーション
を確信し、「日本人の資本で、日本人の技術によるタ
イヤの国産化」に挑戦。創業の翌年には、アジアへも
輸出を開始。

年代 ソリューション事業の展開を開始

第一号タイヤの誕生 社是

デミング賞受賞メダル

）使命

使命

最高の品質で社会に貢献

）ブリヂストン 品質経営強化の歩み
創業者 石橋正二郎 代目社長 石橋幹一郎

●社是制定

● ブリヂストン独自の
デミング・プラン発足

● デミング賞受賞グローバル化を見据えた創業
海外でも通用する社名

石 橋

社会性
「単に営利を主眼とする事業は必ず永続
性なく滅亡するものであるが、社会、国
家を益する事業は永遠に繁栄すべきこと
を確信する」
社会性＋先駆性
「絶えず時世の変化を洞察し・・・
時勢に一歩先んじ、より良い製品を
創造して社会の進歩発展に役立つよう
心がけ る 」

基本思想
良い品質の製品は、良い体質の会社から生まれる

７つのポイント（デミング・プラン導入当時の改善手法）
品質保証とコスト改善による競争力の増強
独創的新製品の開発
流通機構の整備と販売の伸長
利益確保の販売
能率的な業務と定員制の実施
教育訓練の徹底
権限の明確化と責任体制の確立

５つの合言葉（デミング・プラン導入当時の改善手法）
を身につけよう
を活用しよう（なぜなぜ分析

生きた標準化を進めよう
データでものをいおう
重点管理をおこなおう

創業 第二の創業
グローバル化

）ブリヂストン 品質経営強化の歩み

●新 体制● 体制

お客様価値・感動を創造する
イノベーションと改善－「継続的改善」で断トツを達成

一人ひとりの役割
（改善・イノベーション）

組織の役割

リーダーシップの役割

＋

＋

企業理念
体系完成

第二の創業
グローバル化

第三の創業
ソリューション化

●デミング賞受賞 周年
デミング・プラン
リマインド

●「品質宣言」制定

● 設置

●「安全宣言」リファイン

●「企業理念」リファイン

●「環境宣言」リファイン

）ブリヂストン 品質経営強化の歩み
■ ： 初年度

【ブリヂストン 】
一人ひとりの業務品質の向上

・企業理念 つの心構え
・「品質へのこだわり」、「現物現場」、「お客様の困りごとに寄り添う」、「挑戦」
・ブリヂストン独自のデミング・プラン再浸透活動強化

お互いに信頼でき、協力しあう風土づくり
・ 「整理・整頓・清掃」＋清潔・しつけ

 現物現場で、基本に忠実に素早く を回す
 継続的改善とイノベーションの組み合わせ
 オペレーショナルエクセレンス追及
 「整理・整頓・清掃」＋清潔・しつけ（躾）の徹底

●

制定

年 サステナブルなソリューションカンパニーとして
社会価値・顧客価値を持続的に提供している会社へ

良いビジネス体質を創る
“Passion for Excellence”
経営・業務品質向上

）
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） ）

19/30

目次

持続的な価値創造に向けた考え方

デジタルソリューション品質管理事例ご紹介

21/30

リアルタイムモニタリングのご紹介「デジタル」オプション

動画

22/30

ご契約お客様の声：顧客経験価値 ソリューション品質 の一例

タイヤ管理はプロであるブリヂストンにお任せする を導入し、業務効率化と安全運行の両立を図りました。
導入後は、管理担当者のタイヤ管理負担は低減し、いままでよりドライバーと向き合う時間が増え、一緒に安
全運行への取り組み強化ができるようになりました。ドライバーも、プロのメンテナンスを受けているということで、安
心感が深まったようです。

顧客

タイヤ製品を中心とした「リアル」のソリューションに関する声

タイヤデータを活用する「デジタル」のソリューションに関する声

荷物を時間通りに届けることが、我々の仕事の基本です。バースト等のトラブルは延着に繋がる為、タイヤ空
気圧のモニタリングができる の導入を決めました。導入後、実際に通知があり、調べてみるとパン
クをしていた実例がありました。トラブルを未然に防げましたし、空気圧低下の予兆も検知できる様になり、
導入効果を実感しています。

顧客
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23/30

想定する顧客の設定、顧客の達成したい目的を把握

顧客期待に寄り添うソリューションコンセプトを構築

顧客期待に寄り添う管理項目を顧客ごとに設定

顧客期待に現れないタイヤのプロの領域はプロとして当たり前にやる

顧客経験価値 ソリューション品質 管理の考え方、手順のご紹介

安心安全を前提に、お客様の期待や社会受容性の変化を踏まえ
リスク程度に応じた品質管理基準を定める

手順

考え方

24/30

ソリューション品質管理の手順
想定する顧客の設定、顧客の達成したい目的を把握する

想定する対象顧客
◼精密機械、エネルギー、人客、荷主の生産計画に影響出せない品種の輸送を手掛ける、
高い輸送品質求められる運送業者さま

• 計画通りの輸送求められる
• 事故や車両トラブルの発生は許されない

顧客の達成したい目的、顧客が認識している価値・期待
◼走行中の釘踏みなど従来は気付けないパンクに早く気付き、事故予防したい
◼目視や打検など日常点検では気づけないタイヤ内圧低下に気が付きたい、日常点検・管理を効率化したい
◼タイヤ内圧の適切な管理で燃費向上に繋げたい
◼トレーラーのブレーキロックによる発熱火災を防ぎたい
◼タイヤ不具合が発生したときは、安全に止まりできるだけ早い復旧をしたい

誰が顧客か、顧客が達成したい目的は何かを明確にし、顧客と同じ目線を持ち提供すべき価値を考え抜く

25/30

ソリューション品質管理の手順
顧客期待に寄り添うソリューションコンセプトを構築する

デジタルとリアルを組み合わせ、お客様の困りごと解消に貢献できるモデルとする

デジタルで寄り添う リアルで支える

26/30

ソリューション品質管理の手順
顧客期待に寄り添う管理項目を設定

ソリューション時系列

サービス
提供者

提供
準備

デジタル
技術

利用
開始

センサ
測定

データ
監視

アラート
通知お客様

判定

迅速
復旧

復旧
完了

①へ①

従来 デジタルソリューション

登場人物
デジタル技術
データ 流れ
方法

お客様の期待に
合わせた判定

顧客期待に見えない領域はタイヤ
のプロとして当たり前にやる

法規の遵守

顧客価値を支える の見える化

視点プロセスを書出し、価値創出・リスクのポイントを抽出
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ソリューション品質管理の手順 顧客期待に寄り添う管理項目を設定
顧客価値を支える は適切か？（ ）

顧客価値実現だけでなく、顧客価値毀損の条件も考慮する

品質宣言
考え方 業務 整理、お客様定義、お客様を知る 感度を上げる 価値創造の本質課題抽出

手法 顧客価値を定義する 価値実現方法を特定する 価値を毀損する条件を探す 毀損条件を予防する が
考慮されているか確認する

実施
事項

お客様に近い人 企画担当
など へ確認する
顧客価値を定義する

業務フローから価値提供に
必要な実現方法を抽出

その実現方法に関して価値
を”毀損する条件”を考える
価値を毀損する条件に対し、
その要因を実現手段からあ
げる

顧客価値に直結する価値
実現方法と比較し、チェック
の方法に甘いものがないか

品質
確認
視点

顧客価値が定義できている
か？ 想像した価値ではなく、
顧客が考えている価値

価値実現方法は価値に対
応しているか

価値を毀損する条件は網
羅的か
価値を毀損する条件に至る
要因は十分に挙げられてい
るか

抽出した要因に対応するテ
ストやチェック項目が上がっ
ているか
まとめて確認できる要因に
複数のチェックを適用してい
ないか？
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ソリューション品質管理の手順 顧客期待に寄り添う管理項目を設定
顧客価値を支える は適切か？（ ）
顧客価値の継続性担保のため、企画・設計部隊の「これがやりたい」に「こうなって欲しくない」視点を追加

手法 顧客価値を定義する 価値実現方法を特定する 価値を毀損する条件を探す 毀損条件を予防する が
考慮されているか確認する

事例
ドライバー：タイヤ異常発生時
は早く認知し、事故になる前に
安全に止まりたい

タイヤ空気圧・温度が異常状
態になるとシステムが異常と判
断できる

タイヤの空気圧・温度を測定で
きない

電池切れに近い状態のセンサを
把握する方法はあるか？

タイヤの空気圧・温度データを伝
送できない

不稼働となっている機器がある
場合検出可能か？

ドライバーがタイヤ異常状態を認
知できる、また車両停止できる。 ・・・ ・・・

関係者のコメント

この視点で対応フローが未決定だったものなど、改善に
つながる議論でき、気付きを得た。

まだ当たり前なポイントもあるが、顧客価値の継続性に
向けて的を得た確認ポイントを出せている。

本手法のメリット：
◼ある条件を満足する品質管理というと、全方位的にチェック
項目を設定しがち
価値を毀損する条件に視点を絞ることで、全方位的な品
質管理項目を省略しつつ、重要なポイントを抽出できる。

ビジネス関係者

開発関係者
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◼ タイヤメンテナンスの知識・作業スキル、お客様とのコミュニケーション力等、
メンテナンスサービスの更なる品質向上（安全性、確実性、迅速性）

寄り添い・支える「人財」育成：お客様一人ひとりの困り事を理解、最適な提案を行い、高品質なサービスを提供する

ソリューション品質管理の手順
顧客期待に現れないタイヤのプロの領域はプロとして当たり前にやる

◼ お客様の困り事・課題を適切に把握、
固有の課題に合わせたソリューション提案力の底上げ

ソリューションエンジニアコンテスト

技能グランプリ

30/30

まとめ

ブリヂストンの を支えるソリューション品質管理の取り組みについてご紹介

・持続的な価値創造に向けた考え方

創業者の想い・ブリヂストン独自のデミング・プラン 年代
企業理念体系 、新 体制、品質宣言浸透
原点回帰、デミング・プランの再浸透

・ブリヂストンの を支えるソリューション品質管理の取り組み

品質管理の根っこは製造業における品質管理と一緒と考え、今までの をぶれずに推進
における品質スコープを定義、ソリューション品質＝顧客経験価値

モノの品質からの拡張、ソリューション品質を定義
デジタルのソリューション品質管理事例のご紹介
における品質管理活動を実践、製造業 をベースに を拡張する

31/30

Copyright © Bridgestone Corporation
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（８）前田建設工業（第14回）
テーマ：前⽥建設における企業価値向上への取り組み
　　　　「品質経営⾏動プロセス」の活動事例紹介

— 新規事業（コンセッション型事業）を通じた価値創造と組織能力の転換 —
事例要点：
　前田建設工業は、従来の建設請負型ビジネスから一歩踏み出し、空港・アリーナ・展示施設な
どに対するコンセッション事業へ本格参入する取り組みを紹介した。同社はグローバルでは先行
企業が存在する領域に対し、国内市場における先行者として事業を推進している。特に、仙台空
港コンセッションを通じて社員の理解と意識改革が進み、新たな事業モデルに必要な“組織能力”
の獲得に向けた変革が社内で定着し始めた点が重要である。経営としては、海外企業との提携を
積極的に進め、展示場では欧州企業、アリーナでは米国企業、ICT領域ではNTTドコモなど、多
様なパートナーと連携し、不足する能力を外部と補完しながら事業を構成する戦略を採用した。
　また、コンセッションに不可欠な「アベイラビリティ・ペイメント方式」を前提に、単なるコ
スト削減だけでは収益を確保できないため、DX・デジタル化・技術開発を軸とした付加価値創
出能力が求められている。事業を推進する前段階での社内意識改革には ２〜３年を要し、組織
の志向転換そのものが新規事業成功の前提であった点は、品質経営における“価値を起点に組織
能力を再構築するプロセス”の好例と言える。さらに、海外企業との協業を通じてノウハウが蓄
積され、将来的には前田建設が代表企業としてコンソーシアムを牽引できる状態が見えてきたと
している。
　前田建設の取り組みは、新規事業モデルへの挑戦を組織全体で受け止め、ビジョンに基づき行
動する“全員参加型の品質経営”の姿を示したものである。外部との協業を恐れず、世界の先進企
業から学び、自社の強みと組み合わせて価値創造につなげる姿勢は、企業価値向上経営の中核で
ある。特に、ビジネスモデル転換に必要な組織能力を、意識改革→協業→実装→学習というプロ
セスを通じて徐々に獲得している点は、今後の品質経営における重要な示唆となる。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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前⽥建設における企業価値向上への取り組み
「品質経営⾏動プロセス」の活動事例紹介

前⽥建設⼯業株式会社
⼩原 好⼀

資料６－1

2

インフロニアグループについて

商 号

設 ⽴

インフロニア・ホールディングス株式会社
(英⽂名 INFRONEER Holdings Inc.)

2021年10⽉ 1⽇

グループ全体の企業価値向上へ
成⻑スピードUP

HD
化

これまで これから

親⼦上場
上場各社がHDの傘下となり⾮上場に

より⼀層の企業価値向上を⽬指して、2021年10⽉にホールディングス化

前⽥建設における企業価値向上への取り組み
「品質経営⾏動プロセス」の活動事例紹介

前⽥建設⼯業株式会社
⼩原 好⼀
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3

セグメント 売上⾼ 営業利益 営業利益率
建築 2,161 92 4.2%
⼟⽊ 1,426 152 10.6%
舗装 2,328 33 1.4%
機械 353 18 5.2%
インフラ運営 187 61 32.6%
その他 374 19 5.1%

計 6,829 375 5.5%

FY2021 インフロニアHD セグメント別業績（億円）

今回フォーカスする事業
前⽥建設は、創業以来、建築・⼟⽊をコア事業としてきたが、

近年事業を拡⼤し、かつ⾼収益の「インフラ運営」にフォーカスして
「品質経営⾏動プロセス」を紹介する

4

①経営環境の変化（収集・分析）【2011年】

建設市場と経営数値（資本⾦10 億円以上）の推移
出所：『建設市場の変化に対応したビジネスモデルの提案〜「脱・請負」とグローバル化』，⼟⼯協，2011年

インフラ運営事業を⽴ち上げた当時（2011年）の経営環境認識
【市場・業績推移分析】建設市場は縮⼩傾向にあり、価格競争により利益率が低下
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5

①経営環境の変化（収集・分析）【2011年】

維持管理・更新費の推計
出所：『建設業ハンドブック2011』，⽇建連，2011年

インフラ運営事業を⽴ち上げた当時（2011年）の経営環境認識
【市場将来推計】⽇本の建設投資は、近い将来、
維持管理・更新費が投資可能総額を上回る

（「新設」から「維持・更新」へのパラダイムシフトと「維持・更新」のコスト低減が課題）

6

②組織としての実⼒・強みの分析【2011年】

ＥＮＲ誌世界ランキングの変遷

出所：『建設市場の変化に対応したビジネスモデルの提案〜「脱・請負」とグローバル化』，⼟⼯協，2011年

【同業他社⽐較】⽇本企業の地位は低下、欧州、中国企業が躍進

日本 EU 中国米国 その他
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2022 年 6 月 2 日
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7

③組織として取組む領域の決定【2011年】

各国の市場変化と企業の対応・⼿法

出所：『建設市場の変化に対応したビジネスモデルの提案〜「脱・請負」とグローバル化』，⼟⼯協，2011年

【ビジネスモデル⽐較】⽇本に先んじて国内市場が縮⼩した欧州の建設会社は、
施⼯請負の上下流、及び海外進出により躍進を遂げた

欧州企業の【ベンチマーク】により、施⼯請負の上下流への展開を決定
「脱請負」を合⾔葉にインフラ運営事業に参画

8

③組織として取組む領域の決定【2011年】

ヴァンシ社の事業別売上⾼と営業利益（FY2009）
出所：『建設市場の変化に対応したビジネスモデルの提案〜「脱・請負」とグローバル化』，⼟⼯協，2011年

仏ヴァンシ社他の【ベンチマーク】により、
収益率の⾼い「コンセッション」を重点領域とした

【コンセッション（公共施設等運営事業）】
利⽤料⾦の徴収を⾏う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま、施設の運営権を⺠間事業者に設定する⽅式

（内閣府）
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9

④組織として提供する価値
【社会課題への貢献】少⼦⾼齢化に伴う「⽣産年齢⼈⼝の不⾜」、
⾃治体の「財源不⾜」を解消するために、⺠間企業のノウハウを活⽤

⽇本の⼀般会計歳出内訳と⽣産年齢・⾼齢者⼈⼝割合の推移
出所：『MAEDA SUSTAINABILITY REPORT 2020』，2021年

10

④組織として提供する価値
【社会課題への貢献】維持・更新費⽤の低減に向けて⺠間企業のノウハウを活⽤

インフラ・公共建築物における更新管理⾼度化の効果
出所：『MAEDA SUSTAINABILITY REPORT 2020』，2021年
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④組織として提供する価値
【社会課題への貢献】維持・更新費⽤の低減に向けて⺠間企業のノウハウを活⽤

インフラ・公共建築物における更新管理⾼度化の効果
出所：『MAEDA SUSTAINABILITY REPORT 2020』，2021年

11

⑤組織としての事業計画【2010〜2018年】
【⽅針管理】中期計画の柱の⼀つに「脱請負」を掲げ、
コンセッション、再⽣可能エネルギーを重点分野として推進

中期経営計画（’10-’12、’13-15’、’16-18）
出所：『前⽥建設⼯業㈱2016年3⽉期決算説明』，2016年

12

⑤組織としての事業計画【2019年〜】
【⽅針管理】⽬指す姿を「総合インフラサービス企業」と定め、

脱請負を軸とする新たな事業展開を志向

中⻑期経営計画（’19〜）
出所：『前⽥建設⼯業㈱2019年3⽉期決算説明』，2019年
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⑤組織としての事業計画【2010〜2018年】
【⽅針管理】中期計画の柱の⼀つに「脱請負」を掲げ、
コンセッション、再⽣可能エネルギーを重点分野として推進

中期経営計画（’10-’12、’13-15’、’16-18）
出所：『前⽥建設⼯業㈱2016年3⽉期決算説明』，2016年
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⑤組織としての事業計画【2019年〜】
【⽅針管理】⽬指す姿を「総合インフラサービス企業」と定め、

脱請負を軸とする新たな事業展開を志向

中⻑期経営計画（’19〜）
出所：『前⽥建設⼯業㈱2019年3⽉期決算説明』，2019年
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13

⑤組織としての事業計画【2020年〜】
脱請負事業の次なる⼀⼿は「地域戦略」（⾃治体インフラの包括管理業務委託他）

出所：『MAEDA SUSTAINABILITY REPORT 2020』，2021年
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⑥提供した価値の評価、フィードバック
運営権委託による運営費⽤低減・効率化
サービス拡充による利⽤者（料⾦収⼊）増

社会（利⽤者）、事業主（⾃治体）、企業（当社）が「三⽅良し」へ

出所：『MAEDA SUSTAINABILITY REPORT 2020』，2021年
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①経営環境の変化（収集・分析）【2021年】
2021年の経営環境認識【市場将来推計】

官⺠連携市場、再⽣可能エネルギー市場はさらに拡⼤すると推計

出所：『INFRONEER Vision 2030 中⻑期経営計画』，2021年
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②組織としての実⼒・強みの分析【2021年】

ＥＮＲ誌世界ランキングの変遷

【同業他社⽐較】コンセッション、脱請負を展開する欧州企業は、現在も上位を占める
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ＥＮＲ誌世界ランキングの変遷

【同業他社⽐較】コンセッション、脱請負を展開する欧州企業は、現在も上位を占める

17
ヴァンシ社の事業別売上⾼と営業利益（FY2021）

仏ヴァンシ社のコンセッション事業は売上⾼の14.3%しか占めないものの、
営業利益は全体の56.8を占める

②組織としての実⼒・強みの分析【2021年】

18

②強みの分析〜③取組む領域の決定【2021年】
【事業ドメインの再定義】前⽥建設が⽬指す「総合インフラサービス企業」をHDに展開

これまで培ったエンジニアリング⼒、インフラ運営の実績、ファイナンス⼒、
各社の地域ネットワークを強みとして、ステークホルダーから信頼される企業を⽬指す

出所：『INFRONEER Vision 2030 中⻑期経営計画』，2021年
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各社の地域ネットワークを強みとして、ステークホルダーから信頼される企業を⽬指す

出所：『INFRONEER Vision 2030 中⻑期経営計画』，2021年
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（９）経済団体連合会（第20回）
テーマ：FUTURE DESIGN 2040「成⻑と分配の好循環」
　　　　〜公正・公平で持続可能な社会を目指して〜

　「FUTURE DESIGN 2040」に関する発表も行われ、少子高齢化・人口減を前提に「成長と分配
の好循環」をどう続けるかが議論された。
　品質経営は、企業内部の改善活動に留まらず、社会の持続性に資する経営の“方法論”として再
定義される局面に来ている。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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2025年２月４日
企業価値経営懇話会資料

一般社団法人日本経済団体連合会

FUTURE DESIGN
2040

「成⻑と分配の好循環」
〜公正・公平で持続可能な社会を目指して〜
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1

Ⅰ．はじめに

2

経団連会長に就任してから最初の挨拶回りの際に、今井敬名誉会長から言われた言葉が
今も心に残っています。

「経団連は国全体のことを考えて正論を主張しなければならない」

眼光鋭く言われた、力強いその一言にピンと背筋が伸びる思いがしました。この年に
なって、こんな気持ちになるとは思いもよらず、中西宏明前会長から急遽バトンを受け
取った私の心の揺らぎを見透かされたような気がしました。

この時、私の経団連会長として進むべき道が決まったような気がします。時はコロナ禍、
社会全体に不安感や閉塞感が広まる中で、ぶれることなくあるべき正論を発信する。そう
いう経団連でありたいと決意を新たにしました。

繰り返し申し上げてきたキーワードは「社会性の視座」。より良き社会なくして経済は
成り立ち得ません。そして、持続的な経済成長は公正・公平といったある種の価値観や倫
理観を伴うものだと私は考えます。また、注力して取り組んできた課題は、行き過ぎた資
本主義の二つの弊害。その一つ生態系の崩壊に「ＧＸ提言」、いま一つ格差の問題に「分
厚い中間層の形成」を提言しました。

そして、経団連会長としての最後の年に、将来世代の立場も踏まえて日本の未来社会の
姿を描く『FUTURE DESIGN 2040』を作成しました。作成に当たっては、こうした私
の思いや正論を発することを心掛けました。

ご覧いただく全ての方にとって、このFD2040が、混とんとする日本の経済社会におい
て、あるべき方向を示す手掛かりとなれば、これに勝る喜びはありません。

一般社団法人 日本経済団体連合会 会長

Ⅱ．FUTURE DESIGN 2040の全体像
 わが国は①少子高齢化・人口減少と②資源を持たない島国という２つの克服
すべき課題に直面。さらに、自然災害の頻発・激甚化、生態系の崩壊、不安
定な国際経済秩序といった地球規模の環境変化にも、対応することが必要

 こうした中、あるべき未来社会の姿として、国⺠⼀⼈ひとりが誇りをもって主体的、
⾃⽴的に個性や能⼒を発揮し、ウェルビーイングがかなえられ、将来世代が希
望を持ち続けられる国⺠生活を実現することを目指す

 また、目指すべき経済・産業の姿は、 「科学技術⽴国」と「貿易・投資⽴国」。
そして、その基盤となるのが「公正・公平」で「持続可能」な社会

 FD2040では、こうした未来の姿を築くのに必要な柱となる６つの施策を提案。
1.全世代型社会保障、2.環境・エネルギー、3.地域経済社会、4.イノベーショ
ンを通じた新たな価値創造、5.教育・研究、労働、6.経済外交、そして、これら
の基盤となるマクロ経済運営

 しかも、こうした課題や施策は相互に絡み合う「入れ子構造」を成す。個々の分
野に囚われることなく、全体最適の視点で進めることが肝要。そのためには、政
府のみならず、企業も含めたステークホルダー全体で「社会性の視座」に⽴って
施策を遂⾏すべき

3

P4参照

P6参照

（参考）成⻑と分配の好循環

5

マクロ経済政策
潜在成⻑⼒の強化／⽣産性の向上

社会保障・税制
公正・公平で持続可能な制度／

将来不安の払拭

労働政策
円滑な労働移動／リスキリング／

働き方改革

「成⻑と分配の好循環」
個人消費の拡大 構造的な賃⾦引上げ

国内投資の拡大

少子化対策
・労働参加

（参考）全体相関図

4
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（参考）課題や施策の「入れ子構造」

6

Ⅲ．マクロ経済運営と日本経済の姿（ポイント）

7

 わが国のGDPは、1990年代以降、バブル崩壊と⾦融危機を経て、約30年に
わたり停滞が⻑期化。この間、世帯所得の中央値は505万円（1994年）から
374万円（2019年）に低下。また、財政状況も悪化の⼀途（2023年の債務
残高対GDP比は250％）

 こうした状況下での今後のわが国のマクロ経済運営は「成⻑と分配の好循環」
を持続させることが肝要。成⻑のキーは投資と消費

 政府は、中⻑期の計画に基づいた、戦略的な政府投資を⾏うことで、企業の
予⾒可能性が高まり、⺠間投資が拡大（ダイナミックな経済財政運営）

 また、個人消費の拡大には、賃⾦引上げが消費に回るよう全世代型社会保
障制度改革を通じ、国⺠の将来不安を払拭する必要。成⻑にはこうした分配
についての取り組みも不可⽋

 その結果、持続的な経済成⻑、「分厚い中間層」の形成、財政の健全化が実
現。今般、FD2040ではマクロ計量モデルによる試算を実施。この試算によると、
「成⻑と分配の好循環」に必要な各種改⾰を⾏った場合の「改⾰実現ケース」
では、実質２％（名目３％）程度の成⻑が続き、名目GDPは2040年度
に約1,000兆円

P8参照

P9参照

P10参照

P5参照

（参考）中間層の衰退

8

 2019年の世帯所得（再分配後）を1994年と比較すると、400万円未満の世帯が増加し、
中央値は505万円から374万円に低下。

特に35歳〜54歳の現役世代で、中央値が大きく低下

0

5

10

15

20

25

30

0〜
10
0

10
0〜

20
0

20
0〜

30
0

30
0〜

40
0

40
0〜

50
0

50
0〜

60
0

60
0〜

70
0

70
0〜

80
0

80
0〜

90
0

90
0〜

10
00

10
00
〜

2019年

1994年

全体に占める割合（％）

注︓世帯⼈員数の変化等による影響が含まれる点に留意。
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9

日本の債務残高対GDP比はこれまで上昇し続け、諸外国と比しても極めて高い水準
日本国債の格付は、債務残高対GDP比が上昇し続ける中、消費税率引上げの延期な
どを背景に引下げられた後、A＋〜Aで維持されており、イタリア以外のG７諸国に大きく
⾒劣り

1998 2002 2006 2010 2014 2018 2022

S&P
Fitch
Moody's

注︓各国名カッコ内はS&Pによる2024年８⽉時点の格付、
数字は2023年の政府債務残⾼対GDP比の値

出所︓IMF「Economic Outlook Database」

各国の政府債務残高対GDP比の推移 日本国債の格付の推移
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（参考）2040年の日本経済の姿
（マクロ試算）

10

 FD2040の⽅向性を踏まえた経済・財政の将来像に関するマクロ計量モデルによる試算を実施
現状の延⻑線である「現状維持ケース」と各種の改⾰を⾏った場合の「改⾰実現ケース」の
２つのケースについて試算

改革実現ケース現状維持ケース
家計を年間収⼊第１〜９分位（低・中間層）と第10分位（上位層）※に分割し、それぞれについて、所得、
消費、税・社会保険料負担を推計共通

2030年度にかけて1.1％まで徐々に上昇し、以降1.1％
で固定（内閣府「中⻑期試算」の「成⻑移⾏ケース」に
相当）

2030年度にかけて0.5％まで徐々に低下し、以降
0.5％で固定（内閣府「中⻑期試算」の「過去投影
ケース」に相当）

TFP

公的年⾦の2024年財政検証における労働参加進展
シナリオ（2040年度の就業者数6,734万⼈）

公的年⾦の2024年財政検証における労働参加漸
進シナリオ（2040年度の就業者数6,375万⼈）労働投⼊

2030年度にかけて2.0％となり、以降2.0％で固定2030年度にかけて0.8％となり、以降0.8％で固定⾦利・
インフレ率

現状維持ケースにGXやDXによる押し上げ効果を付加需給ギャップや資本コスト等から推計設備投資

各種政策の展開を踏まえ、年率+2.0〜2.5％で推移これまでのトレンドを踏まえて、年率+0.5％で固定実質政府
支出

現状維持ケースに加え、低・中間層での賃⾦上昇率を
引上げ賃⾦の名目GDP比は固定賃⾦

2025〜2034年度にかけて富裕層を含む上位層の所得
税等の負担を引上げ(応能負担の徹底に相当、詳細は
P29参照）

低・中間層と上位層の負担割合は固定家計の
税負担

上記の増税分を社会保険料の抑制に充当税と社会保険料の比率はほぼ固定社会保険料

試算の前提

※全世帯の1割を構成し、2019年時点では年収1,040万円以上の世帯

Ⅳ．柱となる６つの施策
１．全世代型社会保障（ポイント①）

11

 少子・高齢化を背景に社会保障給付費の大幅な増加が続く
 ⼀⽅で、その財源である消費税で国費負担分を賄えていない現状。しかも、不
足分は、財政⾚字で捻出。こうした恒常的な財政⾚字からわが国の財政状況
は悪化の⼀途。まさに、わが国の財政問題は、社会保障の財源問題そのもの

 また、社会保険料の負担も年々増加。社会保険料への過度な依存は、とりわ
け現役世代にとって大きな負担となり、可処分所得を圧迫

 これらの結果として、若年世代を中⼼に漠とした将来不安を惹起。若年世代の
消費性向を押し下げている。したがって、「成⻑と分配の好循環」の「成⻑」の
キーとなる個人消費の拡大には、公正・公平で持続可能な全世代型社会保
障制度改革の推進、税と社会保障の一体改革を通じた、国⺠の将来不安の
払拭が急務

 そこで、給付が負担を上回り、不足分を財政⾚字によって捻出している点、現
役世代に負担が偏る社会保険料の割合が大きい点を⾒直すなど、税と社会保
険料を合わせた国⺠負担のあり⽅を⼀体的に⾒直し、総合的に検討する組織
（仮称︓「税・社会保障一体改革推進会議」）を設置すべき

P12参照

P13参照

P14参照

P15参照
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（参考）社会保障給付の増加
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年⾦

合計の対GDP比（右軸）

（％）

（年度）

社会保障給付費と対GDP比の推移
（兆円）

注︓給付費の値は、2000〜2022年度が社会保障費⽤統計、2023〜2024年度が予算ベース
出所︓国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「社会保障費⽤統計」、厚生労働省資料、内閣府「四半期別GDP速報」、

財務省「令和６年度租税及び印紙収⼊予算」より作成

（参考）社会保障費の負担

13

 大幅に増加する社会保障給付費を、財源である消費税と社会保険料で賄えない状況
国⺠負担に占める社会保険料の割合は年々増加。現役世代への負担が大きい社会保険料
への依存は、成⻑と分配の好循環を阻害するおそれ。同時に財政⾚字の恒常化も課題
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国⺠負担率の推移

地⽅税負担率 国税負担率
社会保険料負担率 財政⾚字対国⺠所得比

（％）

（年度）
出所︓「国⺠負担率の推移（対国⺠所得比）」より作成
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医療
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その他
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うち子ども
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保険料
80.3兆円
（59.5%）

公費
54.7兆円
（40.5%）
うち国費
37.7兆円
うち消費税

(国税分)
23.8兆円

その他

給付 負担

社会保障の給付と負担
（2024年度予算ベース）
社会保障給付費 137.8兆円

国費の負担分を社会保障
財源である消費税だけでは
賄えない現状（不足分は
実質、財政⾚字で捻出）

（参考）社会保険料負担の増加による
現役世代への影響

14

 この約20年間で、社会保険料・税による負担は、現役世代の可処分所得を下押し。特に現
役世代が主たる負担者となる社会保険料増による影響が大きい

若年層の消費性向は⼀段と低下しており、将来不安の深刻化を⽰唆
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（2000年から2023年、２⼈以上勤労者世帯）

出所︓総務省「家計調査 家計収支編 二⼈以上の世帯」より作成 注︓消費性向は、消費支出÷可処分所得で計算
出所︓総務省「家計調査 家計収支編 二⼈以上の世帯」より作成

世帯主年齢別の消費性向の推移
（２⼈以上勤労者世帯）（％）
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（参考）国⺠負担率の国際⽐較
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持続可能性の確保に向けて、「中福祉・中負担」程度の水準を念頭に、税・社会保険料
を合わせた全体の負担が、国⺠にとって納得感のあるものとなるよう検討を急ぐ必要

給付が負担を上回り、不足分を財政⾚字によって捻出している点、現役世代に負担が
偏る社会保険料の割合が大きい点、について是正が必要
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注︓グラフの値はいずれも対国⺠所得比。米国では、連邦における付加価値税は存在しないが、地⽅税として、売買取引に対する
⼩売売上税が存在（例︓ニューヨーク州及びニューヨーク市の合計8.875％）

出所︓財務省「国⺠負担率の国際比較」、「国⺠負担率の推移（対国⺠所得比）」より作成
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18.4

Ⅳ．柱となる６つの施策
１．全世代型社会保障（ポイント②）

16

 ⾒直しに当たっては、現役世代への負担が大きい社会保険料の増加を抑制、
税による財源確保を進め、税と社会保険料のバランスを適正化、財政健全化
を進める

 具体的には、①応能負担（富裕層の負担増）の徹底、②消費増税、もしく
は両者の組み合わせ、あわせて③企業の応分の負担等を検討

 ①応能負担の徹底では富裕層を含む上位層の所得税等の負担を拡充（た
だし、すべての所得階層の実質可処分所得が継続して増加する範囲内で）。
2025〜2034年度の10年間で段階的に負担の拡充を⾏い、2034年度には
5兆円程度の財源を確保し、社会保険料の増加の抑制に充当

 それでも財源確保が十分でなければ、②消費増税、③企業の応分の負担増
等を⾏う。ただし、「成⻑と分配の好循環」の実現を阻害することがないよう、②
と③の負担増のタイミングは景気等への影響を勘案すべきであり、逆進性対策
も必要

 また、公正・公平な制度の基盤としてのマイナンバーを活用。さらに、働き⽅や
年齢に中⽴な労働参加促進型の制度を確⽴し、「年収の壁問題」の解消に
向け、将来的には公的年⾦制度の第3号被保険者を⾒直す。医療・介護DX
の推進し、制度の持続可能性を確保

P17参照

P18参照

（参考）税・社会保障一体改革（マクロ試算の
応能負担の徹底の内容）

マクロ試算における改⾰実現ケースでは、成⻑と分配の好循環を前提に、応能負担を徹底し、
その財源を社会保険料負担の増加抑制に充当することを想定

具体的には、2025〜2034年度の10年間で、すべての所得階層の実質可処分所得が継続して
増加することを前提に、段階的に富裕層を含む上位層の所得税等負担の拡充を⾏い、2034年
度には5兆円程度の税収を確保し、社会保険料抑制に充当

社会保険料負担の抑制により、特に現役世代の負担が軽減され、実質可処分所得が増加し、
消費が拡大すると考えられる

17
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（参考）マイナンバー活用、労働参加促進型制度、
持続可能で質の高い医療・介護

公正・公平な制度の基盤としてのマイナンバーの活用
 マイナンバーと所得・資産（銀⾏⼝座等）の紐づけの義務化
困窮者等の真に必要な者への適時・適切で効率的なプッシュ型給付の実現
 マイナポータル等を活⽤した税・社会保障関連事務の抜本的簡素化

公正・公平に⼈々を包摂し、働き⽅や年齢に中⽴な労働参加促進型の制度確⽴
 「年収の壁問題」の解消に向け、
適⽤拡大の推進に加え、将来的には
公的年⾦制度の第3号被保険者を⾒直し
併せて所得税法上の配偶者控除も⾒直し

 「L字カーブ」の解消、働き⽅改⾰、
仕事と家庭の両⽴支援のさらなる推進

⼈⼝減少下においても持続可能で質の高い医療・介護制度に向けた取り組み
医療・介護DXの推進（AI・ロボット等の活⽤ 等）による効率化
健康寿命の延伸（健康経営、予防、高齢者の就労促進 等）
介護分野の⼈⼿不足対応（高齢⼈材の活⽤、事業の大規模化等）
 サービス提供の持続可能性向上に向けた集住・コンパクトシティの推進
医療・介護分野におけるイノベーション促進に向けた環境整備
保険給付対象の重点化、適正化、セルフメディケーション など

18

⼿取り減少
（社会保険料控除後の所得）

130万円106万円

「年収の壁」縮⼩のイメージ

（所得）

縮⼩

Ⅳ．柱となる６つの施策
２．環境・エネルギー（ポイント①）

19

P20参照

P21参照

 資源を持たない、四⽅を海に囲まれたアイソレイトされた島国日本では、GX
（グリーントランスフォーメーション）の推進は喫緊の課題であり、CN（カーボン
ニュートラル）の実現と、わが国の産業競争⼒の強化、経済成⻑の実現を両
⽴させることが求められる

 CNの実現には、①ゼロエミ電源の確保、②電化の推進、③次世代ネットワーク
の実現、④熱源へのカーボンフリー水素・アンモニア・合成メタンの導⼊、⑤材料
におけるリサイクルの推進、⑥省エネの徹底、⑦ネガティブエミッションの７つの道
筋すべてに取り組む必要

 この中でもゼロエミ電源の確保がとりわけ重要。S+3Eを前提に再エネを最大
限に導⼊しつつ、準国産のベースロード電源である、原子⼒を含む核エネル
ギーの利活用は必須

 再稼働した原子⼒発電所は13基（2024年11月時点）。2030年度エネル
ギーミックス（約27基）に足りないばかりか、2040年代から稼働可能な原子
⼒発電所が急減。既存原子⼒発電所の再稼働を急ぐとともに、次世代⾰新
炉による新増設・リプレースは必須。同時に、核燃料サイクルの確⽴や最終処
分場の確保などバックエンドの課題にも取り組まなければならない

 また、GX、CE（サーキュラーエコノミー）、NP（ネイチャーポジティブ）を⼀体
的に進める必要。例えば、資源を持たないわが国にとってレアメタル等のリサイク
ルは経済安保の観点からも重要。また、再エネの開発は、今後、自然資本の
保護との関連について留意が必要

（参考）GX実現に向けた７つの道筋

20

「CN実現」に向けては、①ゼロエミ電源の確保、②電化の推進、③次世代ネットワークの実現、
④熱源へのカーボンフリー水素・アンモニア・合成メタンの導⼊、⑤材料におけるカーボンリサイクル、
ケミカルリサイクルの推進、⑥省エネの徹底、生産プロセスの変⾰、⾰新的製品・サービスの開
発・普及、⑦ネガティブエミッションといった、７つの道筋すべてに取り組むことが不可⽋

出所︓総合エネルギー統計、経団連「グリーントランスフォーメーション（GX）に向けて」（2022年５月）を基に
経団連事務局作成
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再稼働した原子⼒発電所は 13基（2024年11月時点）にとどまる。まずは2030年度エネ
ルギーミックス（約27基の稼働）の実現に向け、安全性が確認された既設発電所について、
地元の理解を得て、着実な再稼働を進める必要

新増設・リプレースがなければ、2040年代から設備容量が急減。建設等リードタイムに20年
程度を要するため、原子⼒の継続的活⽤に向け、⾰新軽水炉の建設具体化を急ぐ必要

併せて高速炉・高温ガス炉等の次世代⾰新炉や核融合炉の社会実装に取り組むことが肝要

(万kW)

2030年
36基

2030年
36基

2030年 (政府エネルギーミックス)
総発電電⼒量 約9,300億kWh

足元再稼働済
13基
足元再稼働済
13基

2040年
32基

2040年
32基

2030年20％水準
約2,700万kW (約27基)
2030年20％水準
約2,700万kW (約27基)

2050年想定 (2021年RITE試算)
総発電電⼒量 約1.5兆kWh

2050年
23基

2050年
23基

2050年20％水準
約4,000万kW (約40基)
2050年20％水準
約4,000万kW (約40基)

新増設・リプレースがなければ
2040年代から急減

2060年
8基

2060年
8基

設置変更許可
４基

審査中＋未申請
19基

再稼働
13基

＜再稼働に向けた審査状況＞

(2024年11⽉時点)

出所︓日本原子⼒産業協会、資源エネルギー庁資料より経団連事務局作成
(年)

（参考）原子⼒発電所の設備容量

Ⅳ．柱となる６つの施策
２．環境・エネルギー（ポイント②）
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 CNの実現はイノベーションの⼒なくして成し得ない。10年20兆円のGX経済移
⾏債を活⽤し、⺠間では対応が困難な⾰新的技術や社会インフラへの投資を
⾏い、⺠間企業の予⾒可能性を高め、⺠間投資を拡大し、官⺠連携で10年
150兆円の投資を実現すべき。2040年に向け、これら戦略的投資促進策を
継続すべき

 中でも高速炉、高温ガス炉といった次世代⾰新炉や核融合の開発に積極的に
投資し、開発スケジュールを大幅に前倒しすべき。とりわけ高速炉は、放射性廃
棄物の減容化、有害度低減に寄与し、核燃料サイクルにとって極めて重要

 併せて、成⻑志向型カーボンプライシング構想を具体化。産業競争⼒の強化
と温室効果ガスの削減を両⽴させるGX-ETS（排出量取引制度）の適切な
設計・運⽤も通じ、GX経済移⾏債の償還財源を確保
⇒ Modern Supply Side Economics※のモデルケース
※ 従来の規制改⾰等のSupply Side Economicsに加えて、社会課題の解決にターゲットを絞った政府による財

政支出を通じ、⺠間投資を促進。⻑期計画に基づいて複数年度にわたって政府がコミット、官⺠連携を推進

 GX製品に係るグリーン価値の「⾒える化」に向けたルール整備（指標として、カーボン
フットプリントのみならず、「削減実績量」「削減貢献量」を活⽤）、GX製品に対する需要創
出（公共調達、GX製品購⼊のインセンティブ付与、グリーン価値に対する理解醸成）を通じたグ
リーンマーケットの創出

 AZEC（アジア・ゼロエミッション共同体）等を活⽤し、日本企業が有する⾰新
的技術やGX製品を海外展開

P23参照

P24参照

（参考）革新炉・核融合の開発・実装

23

当面、既設軽水炉・⾰新軽水炉の活⽤を進めつつ、高速炉・高温ガス炉の実証を並⾏
高温ガス炉では、高温の熱を、安価な水素の大量供給等の産業⽤に活⽤可能
高速炉では、高レベル放射性廃棄物の有害度低減を図るとともに、核燃料サイクルを支える
最終的には、高レベル放射性廃棄物を発生させない核融合炉の実⽤化を目指す

出所︓経団連事務局作成
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（参考）次世代革新炉の開発スケジュール

24
出所︓第７回⾰新炉WG資源エネルギー庁資料（2023年12月）、第22回高速炉開発会議戦略WG資源エネルギー庁資料（2024年６月）、

第38回核融合科学技術委員会・第35回原型炉開発総合戦略TF合同会合 ⽂部科学省資料（2024年７月）、
「統合イノベーション戦略」（2024年６月）等を基に作成

Ⅳ．柱となる６つの施策
３．地域経済社会（ポイント）

25

 ⼈⼝減少は特に地⽅部において顕著な影響を及ぼす。⼈⼝が相似形に縮⼩
すれば、真っ先に影響を受けるのは規模の⼩さい自治体。さらに、東京⼀極集
中のわが国において⾸都圏以外の地域で生産年齢⼈⼝は減少

 こうした中にあっては、地⽅自治体ごとの取り組みには限界。地⽅自治体の垣
根を越えるより広い圏域で連携し、切磋琢磨することで、⼈⼝減少下において
も、地域の個性を活かし、⾃然や文化、食といった地域の魅⼒を世界に発信し、
地域経済が持続的に発展していく必要

 そこで、広域連携推進の⼿段の⼀つとして、都道府県より広域のブロックを⼀つの仮
想単位（「道州圏域」）とし、バーチャルな道州圏域ごとに、独自施策を実⾏でき
る仕組みを柔軟に推進すべき（「新たな道州圏域構想」）

 道州圏域での施策をリードする主体を明確化すべく、例えば、中⼼都市機能を果
たす地⽅自治体の権限強化。さらに、各地経済団体が策定する地域ビジョンを、
国・地⽅自治体と共有しつつ、⾦融機関等多様な主体との連携を強化。

 また、昨今の各地における災害の頻発化・激甚化を⾒ると、日本の気候は、もは
や亜熱帯化していると言わざるを得ない。こうした自然環境の変化に対して、将
来の災害に備えた防災まちづくり（事前防災）、防災DXの活⽤、インフラの点
検・再整備を早急に進めるべき

P28参照

P26参照

P27参照

中⼼
都市

道州圏域
（イメージ）

26※本地図ならびに圏域は日本の領⼟を網羅的に記したものではない

道州圏域

地域生活圏

中⼼都市

中核となる
拠点エリア

⼩さな拠点を核
とした集落エリア

大

⼩

圏
域
規
模

 道州圏域（概ね500万⼈以上程度）レベルでの施策展開
• 圏域ごとの独自ビジョン実⾏による圏域内でのエコシステムの形成推進（広域的な交通網や
高等教育・研究、高度医療、産業クラスター等の集積等）

 中⼼都市、地域生活圏レベルでのリスク分散型でレジリエントな圏域形成
• 広域での⽴地適正化計画の策定によるコンパクトシティの形成
• 圏域同士・圏域内のハブ機能の強化
• 圏域ごとの独自ビジョンとの連携

 地域生活圏の構築
• 従来の生活圏⼈⼝30万⼈規模から、10万⼈規模程度以上が目安

 規制・制度改⾰の推進

⾏政区域だけにとらわれない重層的な広域連携を推進

（参考）新たな道州圏域構想

27

（参考）道州圏域での取り組みが
期待される分野

観光・農業
 自然や⽂化、食などの地域の個性を
活かした持続可能な地域産業の育成

産業・エネルギー
 エネルギー⽴地など地域の特性に
応じた産業クラスターの育成

 適地でのデータセンター等の⽴地
 再エネの地産地消

地方大学のあり方
 地域中核大学や
特色のある地⽅大学の整備

コンパクトシティ・スマートシティ
 公共施設の集約
 スマートシティの社会実装

防災・減災
 気候変動に対応した、事前防災、防災DXの活⽤、
インフラの点検・再整備

バーチャルな道州圏域ごとに独自施策を実⾏できる仕組み（「新たな道州圏域構想」）
道州圏域ごとに地域ビジョンを作成し、各地⽅経済団体、国・地⽅自治体で共有。
多様な主体とも連携

ビジョンの中で、観光・農業といった産業振興に留まらず、産業⽴地・エネルギー⽴地、
コンパクトシティ・スマートシティ、防災・減災、地⽅大学のあり⽅などを検討

28

（参考）各地経済団体の独⾃ビジョン

注︓経団連事務局において、各地経済団体へ、広域経済圏の形成に向けた各地域の特色ある
取り組み内容についてヒアリングを実施した内容をもとに整理

各地経済団体では、すでに都道府県レベルを越える圏域での独自ビジョンを策定し、施策を推進
概要ビジョン・構想等の例各地経済団体

 2050年の「望ましい北海道」（ありたい姿）の実現に向け、「オール北海道」で目標
に取り組み、『課題解決先進地域』のフロントランナーを目指す

2050北海道ビジョン
（2021年6月策定）北海道経済連合会

 2030年に向けた中期ビジョン
 「東北は⼀つ」という基本理念の下、産学官⾦による共創を推進し、従

来の経済活動の枠組みを超えて理想の地域経済社会を実現
「わきたつ東北」

（2017年１月策定）東北経済連合会

 2030年代中頃の「ありたい姿」に関するビジョン
 北陸三県を⼀つの大きな連接した都市圏とみなし、「産業」「観光」「暮ら

し」の観点からの連携による取り組みについて提言

「北陸近未来ビジョン
（スマート・リージョン北陸）」

（2019年６月策定）
北陸経済連合会

 2050年頃に向けた⻑期ビジョン
 「新世代の成⻑産業」の創出、投資の呼び込み、広域での連携・つなが

りの強化で持続的に発展する地域の実現を目指す

「中部圏の将来ビジョン」
（2019年３月策定）

※新たなビジョンは現在検討中
（2025年２月公表予定）

中部経済連合会

 防災、観光・⽂化・スポーツ振興、産業振興、医療、環境保全、資格
試験・免許等、職員研修の7分野の広域事務を実施

「関⻄広域連合」（2010年12月設⽴）
※地⽅自治法に基づく「広域連合制度」を活⽤関⻄経済連合会

 2030年頃に向けた中期ビジョン
 目指す将来像として「活⼒に溢れ豊かさが実感できる中国地⽅」を掲げ、

地域の自⽴と連携による広域経済圏の確⽴を目指す
「中国経済連合会ビジョン」
（2016年６月策定）中国経済連合会

 「大きすぎず⼩さすぎない適度なサイズ感のサステナブルな島」を目指す
 産業振興、観光振興、ＤＸ推進、⼈⼝減少対策を中⼼に四国の自治

体や大学、他の経済団体など幅広い主体と連携
「四国が目指す将来像」
（2022年４月策定）四国経済連合会

 2030年に向けた中期ビジョン
 「新たな時代の成⻑エンジン」、「⼼の豊かさを成⻑につなぐ幸せコミュニ

ティ」、「自⽴型広域連携アイランド」を軸とした持続可能な地域を目指す
「九州将来ビジョン2030」
（2021年５月策定）九州経済連合会

Ⅳ．柱となる６つの施策
４．イノベーションを通じた新たな価値創造

（Society 5.0＋）（ポイント①）

29

 「成⻑と分配の好循環」の成⻑の源泉はイノベーション。Society5.0をアップ
デートし、イノベーション循環によって経済成⻑と社会課題解決が持続的に実
現している社会（「Society 5.0+」）を目指す

 そのためには、科学技術イノベーション⼒が⽋かせないが、イノベーションは容易に
成し得るものではない。そこで、ダイナミックな経済財政運営の考え⽅のもと、GX
だけでなく、AI・デジタル／バイオ／宇宙といった分野や新たな成⻑分野である
エンタメ・コンテンツなどに、中⻑期の戦略に基づき、政府が積極的に先⾏投資
し、企業の予⾒可能性を高め、⺠間投資を促すべき

 とりわけエンタメ・コンテンツは、今後のわが国にとって非常に重要な新たな成⻑
産業。海外売上げは鉄鋼や半導体の輸出額にも比肩し、インバウンドの拡大、
ひいてはわが国のソフトパワー強化にもつながる。エンタメ・コンテンツを、わが国の
基幹産業の⼀つとして位置付け、司令塔機能強化、⼈材育成・確保、積極
的な海外展開等に取り組むべき

P30参照
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（参考）コンテンツ産業の世界市場と
日本の存在感

30

 世界のコンテンツ市場の規模は、石油化学産業、半導体産業よりも大きい
 日本由来コンテンツの海外売上は、鉄鋼産業、半導体産業の輸出額に匹敵する規模

出所︓内閣官房 新しい資本主義実現会議（第26回）（2024年４月17日）「基礎資料」

コンテンツ産業の世界市場規模 日本の産業の輸出額等の規模感比較

（注） 2019年は1ドル＝109.0円、2022は1ドル＝128.4円で算出。
（データ出所）以下を基に作成。
鉄鋼 世界市場…株式会社グローバルインフォメーション「鉄鋼の市場規模、2027年に1兆9286億米ドル到達予測」 https://japan.zdnet.com/release/30847425/ 

輸出額 …⼀般社団法⼈日本鉄鋼連盟 鉄鋼輸出⼊実績概況 https://www.jisf.or.jp/data/boeki/index.html 
コンテンツ 世界市場…独⽴⾏政法⼈日本貿易振興機構「プラットフォーム時代の韓国コンテンツ産業振興策及び事例調査」 (注)出版・マンガ・音楽・ゲーム・映画・アニメ・放送・キャラクターを抽出の上、重
複排除のため簡易的に補正

輸出額 …株式会社ヒューマンメディア「日本と世界のメディア×コンテンツ市場データベース2023（確定版）」（2023年12月31日） ※海外市場の売上
http://humanmedia.co.jp/database/PDF/DB2023v3tirashi.pdf 
石油化学 世界市場…株式会社グローバルインフォメーション「石油化学製品の市場規模、2027年に7867億4000万米ドル到達予測」 https://japan.zdnet.com/release/30892496/ 
輸出額 …石油化学工業協会 石油化学製品の国別輸出額 https://www.jpca.or.jp/statistics/annual/kuni_ex_im.html 
半導体 世界市場…WORLD SEMICONDUCTOR TRADE STATISTICS（世界半導体市場統計）
輸出額 …財務省貿易統計（半導体等電子部品）

（注）2022年のデータ（ただし、コンテンツ産業のみ2019年のデータ） （注）2022年のデータ（ただし、石油化学産業のみ2021年のデータ）

31

 スタートアップはイノベーション創出の重要な担い⼿。Society 5.0＋の実現に
不可⽋。スタートアップの起業の数（裾野）を10倍に、最も成功するスタート
アップのレベル（高さ）も10倍に高める（10X10X）

 とりわけ、高さの引き上げのカギはディープテック。研究とスタートアップの好循環
（Science to Startup）を日本全体に根付かせディープテックスタートアップ
を数多く創出すべき。この実現を加速する⼈材として博士⼈材の育成が急務

 また、研究開発に当たり、経団連は、「選択と集中」ではなく、失敗を許容する
「戦略と創発」の重要性を強調。とりわけ、短期目標を設定せず、多様性と融
合によってイノベーション創出を目指す創発研究は極めて重要

Ⅳ．柱となる６つの施策
４．イノベーションを通じた新たな価値創造

（Society 5.0＋）（ポイント②）

選択と集中

選択・集中する分野
では既に競争が激化

イノベーションは
想定外の分野から起きる

短期目標を設定せず、多様性と融合によって
イノベーション創出を目指す創発的研究・投資

戦略と創発
⻑期戦略に基づく研究・投資

P33参照

P34参照

Ⅳ．柱となる６つの施策
５．（１）教育、研究（ポイント）

32

 「科学技術⽴国」を支え、ディープテックスタートアップはもちろんイノベーションの
担い⼿として、博士人材は不可⽋な存在。⼀⽅で、諸外国では博士号取得
者数が増加傾向にあるが、わが国では低水準かつ横ばいで推移

 基礎研究の充実ひいてはわが国の研究⼒強化には、従来の選択と集中の戦
略などによる国⽴大学法⼈運営費交付⾦の削減等を改める必要。P31の通り、
創発研究が極めて重要。全体の底上げを図るべく、トップ校支援の加速（高
さの引上げ）や、科研費の倍増、基盤的経費の拡充等（裾野の拡大）の
両⽅を実施（研究者が十分な資⾦と時間を得る）

 ⼀⽅で、大学数・規模の適正化（統廃合）、大学の経営ガバナンスの充実、
アカデミア自身による積極的な外部発信等も必須。また、地域創生の中核とし
ての役割も重要

 さらに、教育のグローバル化も必須。海外留学する生徒・学生、日本に留学す
る外国⼈の数をどちらも飛躍的に拡大。国による奨学事業を拡大（奨学⾦事
業予算を大幅に拡充）

 また、初等中等教育の刷新も重要（教育のOSから変える）。個を尊重し、
多様性や主体性、好奇⼼を育てる教育を実現。実質的な「飛び級」の推進、
⽂理融合の推進、中学⼊試等における⾏き過ぎた偏差値教育を是正

P34参照

P33参照

（参考）人口100万人当たりの
博士号取得者数

33

諸外国では、博士号取得者数が増加傾向である⼀⽅、わが国では低水準かつ横ばいで推移

⼈⼝100万⼈当たりの博士号取得者数の国際比較

出所︓⽂部科学省科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2024」

（参考）大学の研究⼒抜本強化

34

国際卓越研究大学等の大学ファンドによるトップ校支援の加速（高さの引上げ）と
基盤的経費の拡充等（裾野の拡大）の双⽅を⾏うことにより、研究者が十分な資⾦と
時間を得ることで、基礎研究を充実し、研究⼒を抜本的に強化

2,276億円 2,377億円

2014 2024 2030 2040

12,415億円
11,123億円10,784億円

2004 2014 2024 2030 2040

早期倍増 拡充
科研費（科学研究費助成事業）拡充のイメージ 国⽴大学法⼈運営費交付⾦ 拡充のイメージ

高さの引上げ
トップ校支援（国際卓越研究大学等）の

迅速な審査・認定・支援の実施

裾野の拡大
科研費の早期倍増、基盤的経費（運営費交付⾦等）や地域中核大学への支援拡充

Ⅳ．柱となる６つの施策
５．（２）労働（ポイント）

35

 「成⻑と分配の好循環」のキーとなる分厚い中間層の形成には持続的な賃⾦引
上げが重要で、その実現には働き⽅改⾰、円滑な労働移動、多様な人材の活
躍推進、労働法制の⾒直しなどが必要。また全世代型社会保障改⾰や少子
化対策も関連し、多様な⼈材の労働参加を⼀層促す必要

 こうした取り組みは、共働き世帯と専業主婦世帯の割合は90年代後半に逆転
し、2023年には共働き世帯が全体の70％強という状況を踏まえる必要。また、
わが国は諸外国と比較して男性の無償労働時間（家事・育児等）が短い

 円滑な労働移動に向けて、リスキリング・リカレント教育の充実、雇⽤のマッチング
機能の強化・高度化、労働移動推進型のセーフティーネットへの移⾏、「自社型
雇⽤システム」の確⽴と不断の検討・⾒直し、働き方や年齢に中⽴な労働参加
促進型の社会保障制度等を整備

 選択的夫婦別姓の導⼊、「年収の壁問題」の解消に向けた第三号被保険者制
度や配偶者控除の⾒直し等を通じ、多様な⼈材（高齢者、若年者、ジェンダー、
外国⼈等）の活躍を推進

 非定型的な業務を⾏うホワイトカラーを対象に、裁量労働制、高度プロフェッショ
ナル制度を包摂した、成果で評価・処遇を決められる制度を創設。不当解雇に
直面した労働者が十分な補償を受けられるよう雇⽤のセーフティーネット強化

P36参照

P18参照
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出所︓厚⽣労働省「労働⼒調査」

共働き世帯と専業主婦世帯の割合は90年代後半に逆転し、2023年には、共働き世帯が
全体の70％強に達している

他⽅で、日本は、諸外国と比較して、男性の無償労働時間（家事・育児等）が非常に短い

0

100

200

300
⼥性 男性

無償労働時間の国際比較
（週平均１日あたり）

5.5倍 4.4倍

1.8倍
1.7倍

1.6倍

1.6倍
1.4倍 1.3倍

出所︓内閣府「男⼥共同参画⽩書 令和5年版 」

専業主婦世帯と共働き世帯の推移

Ⅳ．柱となる６つの施策
６．経済外交（ポイント①）

37

 米中対⽴の激化、国家規模の武⼒紛争、グローバルサウスの台頭など国際秩序が大きく揺らぐ
⼀⽅、国連やWTO等のグローバル・カバナンスは機能不全

 こうした中で、資源を持たない島国であり、EU、米国のように巨大なホームマーケットを持たない
わが国にとって、ルールに基づく⾃由で開かれた国際経済秩序の維持・強化は、「貿易投資⽴
国」の大前提

 この実現に向けて、わが国は主体的な外交を展開すべき。国際協調の観点から、同志国を含
む複数国間の協⼒やルールの整備などにリーダーシップを発揮し、グローバルサウス諸国からも必
要なパートナーとして選ばれる国となる必要。同時に、経済安全保障の観点も重要
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Ⅳ．柱となる６つの施策
６．経済外交（ポイント②）

38

【国際協調の推進】
 多国間のコンセンサスが機能不全に陥る中で、二国間・複数国間でルール整備を進めるべき。
EPA・FTA・CPTPP等の⼀層の拡大・深化、自由で公正な貿易投資を⾏う有志国での連携
推進等が必要。同時に多国間のルール整備に向けてWTOを改⾰。また、AZEC等を通じ、
国際的な政策協調を進め、経済外交を推進

 グローバルサウスとの連携強化に向けて、連携強化すべき重点国・地域を選定、政策資源を
集中的に投下。「自由で開かれたインド太平洋」における複数国間の協⼒を通じて、自由で
開かれた国際秩序を維持・強化

【経済安全保障、国家安全保障】
 ⼀⽅で、経済安全保障も重要。戦略的自律性を確保し、食料・資源・エネルギー・医薬品
等の特定国・地域への過度の依存を回避。また、戦略的不可⽋性を維持・獲得し、‟small
yard, high fence“の原則の下、技術分野の特定、重点的な投資を通じた先端技術の開
発と技術流出を防⽌

 さらに、情報の収集・分析・伝達・保全等の全てを強化。セキュリティ・クリアランス制度の活⽤
等を通じた同志国間・官⺠間の情報共有の促進

 また、国家安全保障戦略が掲げる「わが国を守る⼀義的な責任はわが国にある」、「拡大抑
⽌の提供を含む日米同盟は、わが国の安全保障政策の基軸であり続ける」との基本原則を
維持。防衛三⽂書に基づき防衛⼒強化を着実に推進

おわりに
本来、FD2040の議論は、わが国の明るい未来を語りたいところですが、世の中

を見渡せば、分断・対立がより一層深刻化し、混迷の時代を迎えようとしていると

言わざるを得ません。その根底には、格差の問題に対する、人々の怒り、不安があ

るように思えてなりません。「衣食足りて礼節を知る」という言葉があるように、

日々の暮らしが安定してこそ、人々は理性的な判断が可能となると考えます。

未来のために、我々は何をすべきなのか。繰り返し申し上げてきたキーワードは

「成長と分配の好循環」。まさにこういう時代に必要な言葉だと思います。持続的

な成長なくして、我々の経済社会は成り立ちえません。しかしながら、成長だけで

すべてが解決するわけではないと私は考えます。分配の議論なくして、持続的な成

長が成し遂げられないことも、繰り返し申し上げてきた通りです。

このFD2040での議論を通じて、経団連は、引き続き「成長と分配の好循環」の

実現に正面から向き合い、取り組んでまいります。

39

イノベーションの創出と研究⼒強化

40

イノベーションの創出と研究力の強化

【参考資料】

減少する18歳人口と増加してきた大学数

41

○18歳⼈⼝は、減少している⼀⽅、大学数・学生数・教員数は大幅に増加。
○これに伴い、学生当たり大学数・教員数、大学進学率も増加。
○学生当たり大学数は主要先進国の中で比較してみても多い。

出所︓総務省「⼈⼝推計」、⽂部科学省「学校基本調査」、⽂部科学省「諸外国の教育統計」
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大学・短大数の推移

42

○近年の傾向として、四大化や廃⽌により短大数は減少。
○2002年以降は、全体的に四大・短大の合計数も減少傾向。国⽴大学は、2004年以降
横ばい。

出所︓⽂部科学省「学校基本統計」

大学入学定員数の推移

43

○1992年以降、18歳⼈⼝は減少している⼀⽅で、大学⼊学定員数は、私⽴大学を中⼼に
上昇、200５年以降は、緩やかに上昇。

出所︓⽂部科学省「全国大学⼀覧」、「学校基本統計」

科研費予算額の推移

44

〇予算規模はここ数年横ばいで推移。

出所︓「科研費パンフレット」（2024年７月発⾏）
科研費とは、日本の研究者が⾏う学術研究に対して支給される競争的な研究資⾦の⼀つで、幅広い学問分野を対象に研究を支援するための助成制度。

国⽴大学運営費交付⾦予算額の推移

45

〇予算規模は近年下げ⽌まりが⾒られるが、2004年度比で、１,６３１億円減少。

出所︓⽂部科学省井上 諭⼀科学技術・学術政策局⻑による十倉会⻑へのご説明資料より
国⽴大学運営費交付⾦とは、各国⽴大学法⼈が6年間の中期目標期間を、中期目標・中期計画に沿って、着実に教育研究を展開できるよう、
国庫から支給される基盤的経費

大学における研究者の高齢化

46

〇25-39歳の若⼿教員割合は、2001年度の２９．４％から、2019年度には
22.0%へ低下しており、労働⼒⼈⼝全体における25-39歳の割合よりも⼩さい。

出所︓科学技術指標2021、科学技術・学術政策研究所 調査資料-311(2021)

わが国の論文数、Top10％、１％補正論文
順位の推移

47

出所：文部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2024、調査資料-341、2024年８月

15811933 10-2-9.indd   7815811933 10-2-9.indd   78 2026/05/07   10:58:352026/05/07   10:58:35



78 79

日本が順位を落とした主な技術分野

48

〇日本が2000年代初頭には、６４分野中32分野で上位５カ国⼊りしていたが、直
近では８分野のみ。

出所︓オーストラリア・戦略政策研究所（ASPI）「重要技術トラッカー」ウェブサイトおよびASPI提供情報より

人口100万人当たりの博士号取得者の推移

49

〇日本のみ博士号取得者が横ばいあるいは、減少傾向が継続。

出所︓⽂部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」

主要国における大学部門と企業部門の研究者数の推移

50

〇大学部門では、EU・中国の研究者が⻑期的に増加。
〇企業部門では、米国・中国・EUが急速に増加。

出所︓⽂部科学省 科学技術・学術政策研究所、科学技術指標2023、調査資料-328、2023年８月

企業部門研究開発⽐率と研究者数の推移

51

〇日本の企業部門の研究開発費比率、研究者数は横ばい。

主要国における企業部門研究開発費等の⽐較

52

出所：NISTEP「表1-3-3主要国における企業部門研究開発費総額の推移」「表1-3-4主要国における企業部門の研究
開発費対GDP比率の推移」「科学技術指標2022（HTML版）統計集」

〇日本の企業部門研究開発費は、名目額、対GDP比で横ばい。

産学共同研究の状況

53

出所︓OCED「Research and Development 
Statistics」
に基づき経済産業省作成

〇日本企業の総研究費に対する大学への拠出割合は、他国に比べ⼩さい。
〇日本の大学等における１件当たりの研究費は、300万円以下が８割。

出所︓⽂部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」
に基づき経済産業省作成

15811933 10-2-9.indd   7915811933 10-2-9.indd   79 2026/05/07   10:58:352026/05/07   10:58:35



80 81

科学技術・イノベーションの歴史と現在の⽴ち位置

54

出所︓経済産業省イノベーション⼩委員会資料より

イノベーションモデルの変遷

55

出所︓経済産業省イノベーション⼩委員会資料より

ユニコーン企業数に占めるディープテック企業数の割合

56

出所︓グローバル・スタートアップ・キャンパス構想有識者会議資料、CB Insights、Pitchbookを基に経団連事務局作成
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ユニコーン企業数に占めるディープテック企業数の割合

アメリカはユニコーン979社のうち
約55％（534社）がディープテック

日本はユニコーン7社のうち
2社がディープテック

日本

「日本が大好きだが、日本には投資する気はない。日本の
大学の研究は最高レベルだが、 事業・スタートアップに
結びつけるパスが欠落している。自分達でそれをつくる
ところからやるのは非効率。だから、遊びには行くけど
投資はしない。パスができあがってから投資しますよ。」

― シリコンバレー 著名VC
マネージングディレクター

公共調達におけるスタートアップの活用

58（出所）中⼩企業庁「令和4年度中⼩企業・⼩規模事業者向け契約実績」
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大学発スタートアップにおける経営人材の不足

57

〇大学発スタートアップの成⻑には、企業出身の経営者が重要。
〇⼀⽅、経営⼈材を外部から採⽤するルートが限定されており、大学発スタート
アップにとって経営⼈材の確保が課題。

出所︓経済産業省「令和２年度大学発ベンチャー実体等調査」

大学発スタートアップ資⾦調達額・調達社数

59
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出所：INITIAL「Japan Startup Finance 2023」

大学発スタートアップの定義：起業時、スタート時期に大学に深く関係があった以下のような企業を指す。
・大学の研究成果を基に起業（大学内部、外部の人物に関わらず）。
・設立1年以内に大学と共同研究・共同開発した企業。
・大学が起業を支援・指導しているなどスタートアップ自らまたは第三者が大学発と明示している場合。

右軸：資金調達総額（億円）
左軸：調達社数（社）
（金額不明含む）
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キャラクター累積収入ランキング
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（10）旭化成（第21回）
テーマ：旭化成で取り組んでいる「全員参加の品質経営の推進」
　　　　～旭化成の現場の力を高める8箇条～

—「全員主役の品質経営」とデータ/AI活用 —
　「全員主役の品質経営」、本社品質保証部のハブ機能、現場力を高める活動、品質保証のリーン
化、「言いやすい文化」醸成。Power BIや生成AIで品質関連データを解析し、部門長へフィード
バックする取り組みも紹介。
　現場一人ひとりが自分の仕事の価値・貢献を理解することが働きがいにつながり、結果として
業績向上にも結び付く点が示唆的である。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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全員参加の品質経営の推進
～あなたのお客様を感動させちゃおう～

第120回 品質管理シンポジウム

旭化成 上席執行役員
品質保証担当 仲二見 裕美

アジェンダ

1. 旭化成グループ紹介
2. 旭化成グループの目指す品質経営
3. 活動紹介① タウンホールミーテイング
4. 活動紹介② 品質教育
5. 活動紹介③ 人材育成：品証フォーラム

品質経営

品質保証基盤

品質文化

全員参加の品質経営の推進
～あなたのお客様を感動させちゃおう～

旭陽会柔道・陸上部選手
世界大会で活躍

陸上部 ニューイヤー駅伝
2025年優勝

名誉フェロー吉野彰
2019年

ノーベル化学賞受賞

写真提供 月刊陸上競技

20km競歩
池田向希 7位入賞

男女混合競歩
川野将虎 8位入賞

陸上10,000m
葛西潤 20位

柔道81kg級
永瀬貴規 金メダル

五輪写真：長田洋平/アフロスポーツ1. 旭化成グループ紹介 1. 旭化成グループ紹介

4

創業
1960年

売上高
449億円

1922年
1990年

売上高
1兆3,014億円

営業利益
960億円

2023年

住宅

ヘルスケア2018年

売上高

2兆1,704億円
営業利益

2,096億円

ヘルスケア

2024年

売上高
3兆373億円

営業利益

2,119億円

マテリアルヘルスケア

住宅

社 名

創 業
旭化成株式会社
1922年

従業員 50,352人（連結） 

会社概要

業績とポートフォリオの推移

ヘルスケア

住宅

マテリアル マテリアル
住宅

営業利益

1,407億円

売上高

2兆7,849億円

マテリアル

※2025年3月末時点 ライフサイエンス事業
クリティカルケア事業

私たち旭化成グループは、
世界の人びとの “いのち” と “くらし” に貢献します。

1. 私たちが大事にしていること

「健康で快適な生活」と「環境との共生」の実現を通
して、社会に新たな価値を提供していきます。

「誠実」 誰に対しても誠実であること。
「挑戦」 果敢に挑戦し、自らも変化し続けること。
「創造」 結束と融合を通じて、新たな価値を創造すること。

Trailblaze Together

旭化成のビジネス B to B とB to C と多彩なビジネス形態

1. 旭化成グループ紹介

マテリアル領域 ヘルスケア領域

エレクトロニクス事業 カーインテリア事業

住宅領域

エナジー＆インフラ事業 コンフォートライフ事業

ケミカル事業

住宅事業

建材事業

医薬事業

ライフサイエンス事業 クリティカルケア事業
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2．旭化成グループが目指す品質経営

全員が品質の大切さを理解し、
全員がそれぞれの役割を果たし、
全員で旭化成の品質をつくること。

２．旭化成グループが目指す品質経営

お客様・社会に安心・安全な「製品・サービス」をお届けする

品質文化（ソフト面）

制度や仕組みが整っていて
誰がやっても一定の品質が保てる状態
・標準化されたプロセス（ISO9001等 ）
・品質データの収集・分析
・監査・ガバナンス体制
・品質に関するスキル向上

品証基盤（ハード面）

両者の関係性
両方が揃って初めて、品質経営が真に機能すると言えます。

一人ひとりが“品質は自分の責任”と考え
行動する文化が根付いている状態
・「品質は全員の責任」
・現場力：課題の改善力
・品質に対する誇りと責任感

２．旭化成の目指す品質経営 コーポレート品質保証部の活動

品質経営

お客様・社会に安心・安全な「製品・サービス」をお届けする

品質文化（ソフト面）

制度や仕組みが整っていて誰が
やっても一定の品質が保てる状態

・品質保証フォーラム
・教育体系 ・DX化推進
・監査 など

品証基盤（ハード）
一人ひとりが“品質は自分の責任”と考え
行動する文化が根付いている状態

・タウンホールミーティング
・品質教育
・E-ラーニング など

２．旭化成の目指す品質経営 コーポレート品質保証部の活動

品質経営

品質保証基盤

品質文化

アジェンダ

1. 旭化成グループ紹介
2. 旭化成グループの目指す品質経営
3. 活動紹介① タウンホールミーテイング
4. 活動紹介② 品質教育
5. 活動紹介③ 人材育成：品証フォーラム

内容確定後、最終化します。

品質経営

品質保証基盤

品質文化

私の大事にしている事

• Always consider who 
your customers are

• Create work that people 
are grateful for

• Respect the front line

３．活動紹介③ 旭化成版 タウンホールミーティング

プログラム
① 工場見学

② 品証担当役員メッセージ
③ 拠点の活動紹介
④ 営業部門からお客様の声紹介
⑤ ワークショップ

～私たちのお客様について一緒に語り合いましょう～

仲二見品質保証担当役員

現場の皆さんの声を
聞かせてください

Let's work together with a smile.
あなたのお客様を感動させちゃおう

ねらい

◆ 品証担当役員と現場最前線の相互にとっての理解、
気付き、信頼関係構築の場

◆ →バリューチェーンの中で、自分の役割を再認識し、ワークエ
ンゲイジメントにつながっている。
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タウンホールミーティングで何をするか？

Agenda

1. 工場見学
2. 品質保証担当役員メッセージ
3. 工場の活動紹介
4. お客様の声の紹介
5. ワークショップ

何を大切にしているかを伝える
ことで、どんな人であるかを理
解してもらう

お客様に一番近い営業部門
がお客様の声を届ける

参加者全員でお客様のことを
考え、自分の意見を発表する

３．活動紹介③

世界で 63 拠点 3,000 人参加

3. 旭化成版 タウンホールミーティング

３．活動紹介③ なぜお客様の声を届けるか？

どんな用途に使われているか
どんな点が喜ばれているか

どんなことをしたらもっと使ってもらえるか

私たちの製品は
医療機器に使われています

アイディアが現場から湧いてくる
モチベーションUPにつながる

異物を削減する方法を
考えよう！

このアイディアを
試してみよう！

3. 旭化成版 タウンホールミーティング

30拠点、1,988名
国内実績

実施済み
予定
未実施

3. 旭化成版 タウンホールミーティング

３．活動紹介③

34拠点、1147名
実施済み
予定
未実施

海外実績
ワークショップ: 私たちのお客様について一緒に語り合いましょう

前半
社内のお客様は誰か？
そのお客様は何を期待していますか？

あなたの「お客様」や「社外の関係者」の期待に更に応えるため、
チームとして私たちができることを探してみましょう！

後半
社外のお客様や関係者は誰か？
そのお客様は何を期待していますか？

3. 旭化成版 タウンホールミーティング

タウンホールミーティング参加者の声

私達の仕事の世の中への貢献やお客様の喜びを誇りに思い、
今以上に喜んでもらえるような仕事をしていきたい（製造）

工場⇔⇔本社の心理的な距離がぐっと縮まったと感じた（営業）

幅広い方々とのディスカッションによる新たな学びや気づきが
参加者へポジティブな影響を与えている

普段仕事上で接する仲間が「こういう考え方を持っているんだ、
なるほど」とたくさんの気づきがあり、今後もこういう機会を増やしたい
なと思いました（開発）

3. 旭化成版 タウンホールミーティング

アジェンダ

1. 旭化成グループ紹介
2. 旭化成グループの目指す品質経営
3. 活動紹介① タウンホールミーテイング
4. 活動紹介② 品質教育
5. 活動紹介③ 人材育成：品証フォーラム

内容確定後、最終化します。

品質経営

品質保証基盤

品質文化
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４．活動紹介② 品質教育
旭化成の現場力を高めることで品質コンプライアンス事案は

無くせることを一人ひとりが理解し実践につなげる

役員
理事

部長
課長

係長
担当

新入
社員

４．活動紹介② 品質教育
教育内容

国内 延べ約６,000名、
海外 約1,600名

のべ36回

・支社・製造所向け
・営業スタッフ向け
・事業会社向け（メディカル等）

4. 品質教育

3 旭化成の現場の力を高める8箇条

4 参加者で意見交換・質問コーナー

1 私の大事にしていること
1. 自分のお客様を考える
2. 品質活動は全員参加
3. 一人ひとりが元気に仕事をしていること

2 社内外の事例からの学び
1. 社内外の品質事案
2. 旭化成グループにおける品質事案
3. 品質事案が生じる要因
4. バリューチェーンにおける品質リスク
5. バリューチェーンの様々な無理が最終検査工程を苦しめる
6. 全員参加で安心・安全な製品・サービスを提供

1.自分のお客様を考える

Let's work together with a smile.
あなたのお客様を感動させちゃおう

①私の大事にしていること 4.品証文化（人財育成）
①品質教育

2.品質活動は全員参加

全員が自分自身の責任と役割を果たし、
確実な仕事をバリューチェーンで繋いでいきましょう。

①私の大事にしていること 4.品証文化（人財育成）
①品質教育

3.一人ひとりが元気に仕事をしていること
『旭化成グループ
環境安全・品質保証・健康経営方針』

①私の大事にしていること 4.品証文化（人財育成）
①品質教育

バリューチェーンにおける品質リスク

バリューチェーンの様々な無理・無知が後工程にしわ寄せされます

①お客様ニーズの把握
無理な要求事項

②開発・設計
無理な技術力レベル

③試作・評価
無理な工程能力

④量産化判断
デザインレビューでの
無理な量産化判断

⑤量産
無理な生産・
人員による

⑥検査・出荷
不合格品の摺

り抜け

旭化成グループの一般的なバリューチェーン
営業検査・出荷製造技術開発商品企画営業

お客様 お客様

②法規制・認証等の把握
無知による法令違反、認証漏れ

４．活動紹介② 品質教育
4.品証文化（人財育成）
①品質教育
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４．活動紹介② 品質教育

第1条 あなたのお客様を意識しよう

第2条 ありがとうをたくさん言おう

第3条 何でも言える雰囲気を作ろう

第4条 仲間に関心を持ち、現場に行こう

第5条 失敗を恐れずにトライし、現状を変えていこう

第6条 チームの責任を皆で果たそう

第7条 より良い形・姿でバトンを渡そう

第8条 法令・認証・契約をしっかり学ぼう

旭化成の現場の力を高める8箇条

もう付き合いたくない…
ここから買うのやめよう

クレームしないで

さようなら
また買うために

クレーム

これからも付き合いたい！
また買いたいから要望を
伝えよう

品質問題発生

クレームはお客様からの「ラブレター」

第１条 あなたのお客様を意識しよう
４．活動紹介② 品質教育 4.品証文化（人財育成）

①品質教育 経営トップ層向け 品質経営セミナー
～『社内外の品質事例から旭化成のトップマネジメントができること』を考える～

対象：社長・会長を含む全役員、理事職（164名参加）

役員
理事

部長
課長

係長
担当

新入
社員

4.品証文化（人財育成）
②経営層向け品質教育

旭化成グループが目指す品質経営
4.品証文化（人財育成）
②経営層向け品質教育

旭化成グループが目指す品質経営

全員参加の品質経営をリードしていくために
経営層が果たすべき役割を一緒に考えましょう

全員が品質の大切さを理解し、
全員がそれぞれの役割を果たし、
全員で旭化成の品質をつくること。

4.品証文化（人財育成）
②経営層向け品質教育
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最終検査工程

契約や法令・認証を
遵守した製品・サービスの提供 契約違反

法令・認証違反

バリューチェーンの様々な無理が最終検査工程を苦しめる

バリューチェーンでの無理が、最終検査工程にしわ寄せされ
その結果として契約・法令等の違反が生じることもあります

バリューチェーンでの
様々な無理

プレッシャー

4.品証文化（人財育成）
②経営層向け品質教育

熱

どんどん小さくなる

経営層

現場

自分の言葉で ダイレクトコミュニケーションを

どんどん大きくなる
NOと言いづらくなる

圧

圧を与えている
人は気づかない

経営層の「熱」と「圧」
4.品証文化（人財育成）
②経営層向け品質教育

それぞれの立場の8箇条

リーダー

マネージャー

メンバー

経営層

前工程・後工程を知ろう

仕事の意味まで伝えよう

お客様の声を皆が聞ける機会をつくろう

お客様を意識した発言をしましょう

第１条 あなたのお客様を意識しよう

4.品証文化（人財育成）

品質教育を全員へ
約

35,000
人

8箇条を品質月間のE-learningで展開

6,014
人

参加者数

4.品証文化（人財育成）

アジェンダ

1. 旭化成グループ紹介
2. 旭化成グループの目指す品質経営
3. 活動紹介① タウンホールミーテイング
4. 活動紹介② 品質教育
5. 活動紹介③ 人材育成：品証フォーラム

内容確定後、最終化します。

5.品証基盤（人財育成）

品質経営

品質保証基盤

品質文化

品証フォーラム

目的
• 旭化成グループの中核を担うリーダー育成
• 職場の課題解決
• 受講者同士の社内ネットワーク形成

プログラム一例

• 月1回の計6回のコース

• 品質の第一線でご活躍の講師による講義

• 並行して自部場の問題解決に取り組む

• 最後に経営者への提言・宣言を行う

【各回の講師と講義内容】

5.品証基盤（人財育成）
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品証フォーラムの参加者

様々な部署から参加:
•  技術系 (品証・品管・R&D・製造 など) 
•  非技術系
     (営業・購買・物流 など)

品証フォーラム修了者の16%が
課長職以上

（品質を守る番人）に成長

様々な分野で中核人財が育ち
旭化成の品質を支えている

品証

品管
R&D

製造

営業・企画
物流・購買

エンジ
その他

累計約400人

5.品証基盤（人財育成）

品証フォーラムでの提言から実現した取り組み

人財育成

トップメッセージ

表彰制度

品証大会品質保証フォーラムを通して会社も成長

• 階層別教育の推進
• 品質保証領域の高度専門職の制定
• QC検定を社内の人材育成に連動した資格として登録
• 品質月間でのトップメッセージ

• 改善活動の表彰制度導入推進

• Quality Nexusの開催

人財育成
• 階層別教育の推進
• 品質保証領域の高度専門職の制定
• QC検定を社内の人材育成に連動した資格として登録

トップメッセージ • 品質月間でのトップメッセージ

表彰制度 • 改善活動の表彰制度導入推進

品証大会 • Quality Nexusの開催

5.品証基盤（人財育成）

名誉フェロー

～すべては人から、終身成長～ 専門人財の育成

高度専門職制度: 「終身成長」で新事業創出・事業強化に貢献する人財を育成

グループ役員
執行役員

事業部長等

部長等

課長等

エグゼクティブフェロー

プリンシパルエキスパート

リードエキスパート

エキスパート 0

50

100

150

200

250

300

350

400

16 17 18 19 20 21 22 23 24

高度専門職(人数)

コア技術領域

事業部門固有領域

⚫膜・セパレーション
⚫建設・設備技術
⚫ バイオ

⚫解析・ＣS
⚫ ポリマー加工技術
・・・

コアプラットフォーム領域

⚫住宅 ⚫マテリアル ⚫ヘルスケア374

高度専門職制度

⚫スタッフ ⚫品質保証 ⚫環境安全 ⚫研究開発

⚫デジタルイノベーション
年度

マテリアル領域ベストプラクティス：Quality Nexus

目的 • 各組織内の品質保証活動をより強化
• 組織間での交流や情報交換の機会

発表カテゴリー

● 品質リスク低減
● 法令遵守・認証対応・化学品法規制対応
● 人財育成・文化醸成
● 生産性向上・効率化

グローバルでの取り組み

本社品証部として全従業員に意識して欲しい事を届ける
体制構築だけでなく、何かあった時に連絡が来るような関係性を築く

本社品証部

韓国

北米
工場A 工場B

シンガポール
工場I

欧州

中国 タイ
工場K

工場L

ベトナム
工場M

台湾

品質醸成 グローバル品質保証細則, グローバルe-learning, タウンホールミーティング、品質リスク教育

グローバルでの情報交換 タウンホールミーティング,Councilを通じたつながり・横串活動

工場C 工場D

工場E 工場F

工場G 工場H 工場J 工場N

工場O

工場P
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最後に

全員参加の品質経営を推進

品証文化を醸成し、品証基盤を強化することで
旭化成の現場力を高めています

お客様「前の人」の
仕事 「あなた」の

仕事

「次の人」の
仕事 「その次の人」・・・
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（11）デンソー（第21回）
テーマ：デンソーにおける「企業の存在価値最大化を目指す品質経営行動」実践事例

—品質を「社会・顧客価値との合致度」と定義し、経営の仕組みに埋め込む—
　品質を「社会や顧客のニーズと自社価値の合致度を測る尺度」と定義。POC→効果確認→展開
の段階的DX、新規事業の育成、撤退基準を含む透明な意思決定、中長期計画を柔軟に見直す運
用を紹介。
　品質を心構えでなく経営の仕組みに組み込み、社会的価値と経済的価値の両立を図る点は、未
来志向の品質経営の姿を具体的に示している。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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株式会社デンソー
安全・品質・環境本部長 竹村秀司

2025年7月7日

デンソーにおける

「企業の存在価値最大化を目指す品質経営行動」

実践事例
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1. 会社紹介

2. デンソーのサステナビリティ経営

3. デンソーの価値創造プロセス

4. 目指す姿に向けた取組み事例

Agenda
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1
会社紹介
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１．会社概要
デンソーは、社是の精神に基づき、社会課題に正面から向き合い、
最高の技術と品質で「デンソーらしい」価値を創造し続ける 会社です。
  グローバル約16万人の社員が人々と社会の幸せを思い描き、
今日も新たな価値の創造に挑戦しています。

全従業員数

15.8万人

連結売上収益

7.2兆円

世界初製品

180以上

特許保有件数

3.8万件

技能五輪国際大会
総獲得メダル数

81個
グロ―バル拠点

35の国と地域

海外売上比率

59%
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２．貢献分野と主要製品（2）
セグメント 環境・安心領域に貢献する主要製品

非
車
載
事
業

先進デバイス
インバータや車載ECUに搭載される各
種半導体や車載用センサーなど

FA・社会ソリューション
工場内の生産性向上に関わる製品
など

フードバリューチェーン
農業をはじめとした食の安心・安全を
届けるソリュ―ションなど

●HEAT-PRO ●電流センサ ●パワー半導体 ●● ASIC
（特定用途向け集積回路）

●産業用ロボット ● IoTシステムアーキテクチャ ●バーコード・2次元コードハンディターミナル ● QRソリューションサービス

●●大・中規模向け農業ハウス ●●カ全自動収穫ロボット「Artemy®」 ●コールドチェーン ●●QRトレーサビリティーシステム

●環境 ●安心
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２．貢献分野と主要製品（1）
セグメント 環境・安心領域に貢献する主要製品

車
載
事
業

エレクトリフィケーションシステム
EVの駆動部品や、バッテリーを
制御する電源システムなど

パワトレインシステム
内燃機関自動車の燃焼、吸気、
排気、動弁系製品など

サーマルシステム
車内を快適空間とするための
カーエアコンシステム、
ラジエータ・コンデンサなど

モビリティーエレクトロニクス
ドライバーの安心と快適な移動を
実現する、先進運転支援システムや
クルマを電子制御する
車載用ECUなど

●インバータ
（パワーコントロールユニット）

●モータジェネレータ ●電池ECU ●ESU
（Electricity Supply Unit）

●ディーゼルコモンレールシステム
ガソリン直噴製品

●点火コイル・点火プラグ ●排気・動弁系 ●スタータ・オルタネータ

●●熱交換器 ●●カーエアコン ●インバータ冷却器 ●●熱マネジメントシステム

●パワトレイン制御 ECU ●ADASシステム ●統合HMIシステム ●ソフトウェア

●環境 ●安心
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３．売上収益構成比率

その他自動車 1.6％

非車載事業（FA・農業、他）
1.7％

エレクトリフィケーションシステム 
18.9％

モビリティエレクトロニクス
28.2％

サーマルシステム
24.1％

パワートレインシステム
20.1％

71,618億円

2024年4月～2025年3月

先進デバイス 5.4％

71,618億円

2024年4月～2025年3月

SUBARU      3.8％

ステランティス  3.2％

フォード      2.7％

GM             2.4％

その他メーカー17.7％

市販・非車載事業 8.6％

トヨタグループ:
トヨタ、ダイハツ、日野

55.1％

本田技研工業
6.5％

《製品別》 《得意先別》
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４．2030年長期方針と実現したい未来

エネルギー
クリーンエネルギーの利用
自然と人がいつまでも共存

安心環境

2030年長期方針

スローガン
地球に、社会に、すべての人に、
笑顔広がる未来を届けたい。

2030年の目指す姿
地球にやさしく、すべての人が安心と幸せを
感じられるモビリティ社会の実現に向け、

新たな価値を創造し続ける企業

環境
未来のために、もっと豊かな環境を。

環境負荷の低減の高効率な移動を実現し、
地球にやさしく持続可能な社会づくりに貢献する。

安心
どこまでも安全に、いつまでも心地よく、すべての人へ。

交通事故のない安全な社会と
快適で自由な移動を実現し、

すべての人が安心して暮らせる社会づくりに貢献する。

共感
モビリティ社会に新たな価値を。

人に笑顔を。
社会から「共感」頂ける新たな価値の提供を通じて、

笑顔広がる社会づくりに貢献する。

電動化
環境に負荷を与えず、
効率よくヒト・モノが移動。
カーボンニュートラルな未来。

食農
誰もが、いつも、いつまでも、
安心・安全な“食”を享受

ロボットと人が共創
省エネルギーで高い生産性

先進安全・自動運転
（ ）

交通事故死“ゼロ“の社会。
快適・安心な移動。

デンソーが実現したい未来
“モビリティ領域”を起点として広く社会全体を俯瞰し、クルマの開発で培った優れた
技術と確かな品質を幅広い産業で実装することで、社会に新たな価値を創出。

モビリティを軸に、培った技術を幅広い産業や社会に広げ、笑顔あふれる未来を実現

© DENSO CORPORATION All Rights Reserved.
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事業を通じて社会課題解決に取組み人々の幸福に貢献
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2
デンソーのサステナビリティ経営
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1950s
戦後復興／モータリゼーション進展
先進技術で社会課題に挑む

1960s～1970s
マイカー普及／社会課題発生

排ガス規制対応と安心製品基盤づくり

1980s
環境・安全課題の深刻化

交通死亡事故を減らす取組み加速

1990s～2000s
地球温暖化／デジタル化・IT社会伸展

2020s～
社会課題の深刻化

•世界最高水準規制クリアの
 排ガス対応製品開発

•半導体開発を開始

•電気自動車を開発
•カークーラー・バスクーラー開発

•安全システム製品を次々に実用化

•世界初車載半導体センサの
吸気圧センサ量産開始

コア技術活用で環境にやさしいに貢献
•QRコード®を開発
•電子制御式コモンレールシステム開発
•両面冷却インバータを開発

2010s
ICT社会伸展／SDGs採択

100年に一度の変革期へ
•先進安全システム
 「Global Safety Package 1 」開発
•農業・FA分野でのサービス提供開始

環境・安心での新価値提供を目指す
•第三世代先進安全システム
「Global Safety Package 3」を開発
•SiCパワー半導体使用インバータ開発
•水素利活用の実証実験開始

売上収益推移
～ 年度までは（株）デンソーの売上高、 年度以降は連

結売上高。また、 年度以降は国際会計基準（ ）に基づいて
作成（ 年度以前は日本基準）。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75

2-1 . 社会課題と向き合い価値を生み出してきた歴史
過去、現在、未来に向けて

デンソーは、サステナビリティの視点で社会課題を解決することを使命とし、モビリティ変革の先頭を走りながら貢献
領域を拡大、常に革新と創造を繰り返しながら成長を続けてきました。それと同時に、創業以来75年間の歩み
の中で、事業ポートフォリオを大胆に変革することで、将来にわたってデンソーが価値を生み出し続ける強みや資
本を培ってきました。これらの強みを活かし、100年先の未来にも求められる企業であるべく、貢献領域を拡大
していきます。

常に革新と創造を繰り返しながら成長。事業ポートフォリオを大胆に変革し、価値を生み出し続ける強み・資本を培ってきた
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2-2 .サステナビリティ経営の原点
デンソーのサステナビリティ経営

⇒「事業を通じて社会の課題解決に挑み、人々の幸福に貢献する」

デンソーは、サステナビリティ経営の推進にあたり、将来の社会課題を「
2030年長期方針」や「優先取組課題（マテリアリティ）」に落とし込み、
事業活動を通じてその解決に取り組んでいます。

「環境」「安心」の企業理念を軸として複雑な社会課題の解決に挑み、様
々なステークホルダーの方々に共感していただける新たな価値を社会に提
供していきます。

創業期に制定された社是は、時代の変化に先んじて革新に挑み、品質とサ
ービスを通じて社会課題の解決を目指すデンソーの姿勢を明示しています。
これは、現在デンソーが実践しているサステナビリティ経営の原点でもあります。

© DENSO CORPORATION All Rights Reserved.
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サステナビリティ会議
• マテリアリティ設定、審議
• 目標・指標と計画の審議
• 活動の進捗確認 等
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2-3 .サステナビリティ経営の推進体制

• サステナビリティ経営の推進に責任を持つ機関としてサステナビリティ会議を設置。取締役
副社長が議長、経営戦略部が事務局を担う。

• マテリアリティ毎の目標や活動計画は、マテリアリティ推進責任部門が各専門委員会等で
審議した案をサステナビリティ会議にて審議。必要に応じ経営審議会で審議し最終的に
取締役会が承認。

• 個別のマテリアリティについては、各CxOを中心にKPIを監視し執行状況を確認・フォロー。

CQOの視点
下記考え方を、自らの意思決定の際の拠り所として PDCA
サイクルを回すと共に、他機能･各部門へのアドバイスを通
じて、その浸透を図っている。
• お客様第一、お客様視点
• 源流段階での品質保証
• 全員参加による品質管理の推進
• 「安全、品質、量、収益」の順番を間違わない など

CxO体制
付議/報告 承認/監督

公式会議体

付議/報告 指示

連携

監督

執行

職場

社外

情報発信
コミュニケーション

フィードバック
方針/施策展開

各部門  ・  連結子会社

行動
実践

個人目標

理解
浸透

上司

社員

取締役会

戦略審議会
• 中長期の方向性議論等
各種機能会議/委員会
• 目標・指標の設定
• 活動計画の立案等

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

経営審議会
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環境・安心の価値を最大化し、社会と共に成長を続ける
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3
デンソーの価値創造プロセス
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3-1. デンソーの価値創造プロセス
環境・安心の価値を最大化し、社会と共に成長を続ける
デンソーは、社会課題解決を起点に、培ってきた強みと資本を活かして事業活動を行う価値創造プロセスを推進し、サステナビ リティ
経営を実践しています。社会課題を解決し、新しい発展に向かうための心構えである企業理念を、社員一人ひとりが重ん じ、愚直に
実践することで、企業価値を向上させるとともに持続可能な社会の実現に貢献します。

価値創
造の土台

社是

デンソー
基本理念

デンソー
スピリット

社
会
要
請
・
社
会
課
題

優
先
取
組
課
題

マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ 

７
つ
の
コ
ア
事
業

２
０
３
０
年
長
期
方
針

安心

環境

共感

強化

事業基盤の
深化と拡大

財務資本

人的資本

製造資本

知的資本

自然資本

社会・関係資本 製品・サービス
として提供

分野を組み合わせ
新しい価値を提案

時代に先駆けて価値
の源泉を生み出す

強み

先端
研究開発

高効率・
高品質な
モノづくり

三位一体の
提案力

強固な
事業基盤

2025年中期方針
2030年長期
方針実現のため

2025年度を
達成年度とした道筋

環境・安心戦略
環境・安心の価値
最大化を更に
推し進めるための
中長期戦略

注力分野
電動化 エネルギー FA

先進安全／自動運転/ 食農

デンソーの目指す姿
環境と安心の価値を
最大化し、共感を生む 持

続
可
能
な
社
会
の
実
現

外部環境
事業環境認識

資本

価値創造を支える基盤
人財 コーポレートガバナンス
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3-1. デンソーの価値創造プロセス
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最大化を更に
推し進めるための
中長期戦略

注力分野
電動化 エネルギー FA

先進安全／自動運転/ 食農

デンソーの目指す姿
環境と安心の価値を
最大化し、共感を生む 持

続
可
能
な
社
会
の
実
現

外部環境
事業環境認識

資本

価値創造を支える基盤
人財 コーポレートガバナンス

品質経営行動 企業価値向上経営懇話会

①経営環境の変化を収集分析する
②組織としての実力・強みを分析・把握する
③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定する
⑤組織としての事業計画を作成する
⑥提供した価値を評価し意思決定者へフィ－ドバックする

⑥提供した価値を評価し意思決定者へフィ－ドバックする

①経営環境の変化を収集分析する

④組織として提供する価値を意思決定する

③組織として取組む領域を決定する

⑤組織としての事業計画を作成する

②組織としての実力・強みを分析・把握する
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【DN６資本】

環境 安心

企業基盤
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3-2. 経営環境の収集～取組み領域の決定

Politics（政治）
• 世界的なエネルギー需給逼迫と、低炭素から脱炭素へのシフト
地球温暖化、気候変動緩和に向けた国際協調が不可欠に
再生可能エネルギー・水素の利活用が進展
化石燃料由来の発電・内燃機関への規制

• サプライチェーン全体での環境、人権への負の影響を規制する
法律の策定拡大

• 政治体制の違いによる分断・対立激化（貿易/技術/人権など）
• 地政学リスクの拡大

Economy（経済）
• 先進国経済の停滞、グローバルサウス台頭など、世界
• 格差拡大による自国主義／ナショナリズムの加速 
• 自国優位な経済圏構築、地域最適の継続
• ESG投資拡大およびそれに伴うESG情報開示ルールづくり加速

Society（社会）
• 人口85億人超、世界の人口増加社会の持続性を脅かす
• 地球まるごと高齢化、労働力減への備え、健康寿命延伸へ 
• 新興国都市化、スマート・コンパクト化にて都市再生、物流量増加
• 消費行動はエシカル・経験消費、シェアリングエコノミーへ
• AI・ロボットによる労働代替進展、労働観・可処分時間の変化

Technology（技術）
• IoT関連技術の進展で、デジタルとフィジカルが融合
• ビッグデータ活用で、生産性向上、バリューチェーン統合
• AI、量子コンピュータは活用フェーズへ 、製造・金融・サービスなど多
方面でビジネス化

• 非接触・無人化があらゆる産業で加速

これからの社会予測

① 脱炭素社会・循環型経済へのシフト
リスク • 自動車産業への環境規制の強化・加速

• 各国政府による環境税の導入・拡大
• 製品生産プロセスにおけるカーボンニュートラル化要請加速

機会 • 電動化システムや新燃料(e-fuel、水素、バイオ燃料など）に対応
するシステムへのニーズが増加

• 脱炭素や資源再利用に資す新技術（水素生成・利活用、トレー
サビリティなど）への期待の高まり

• 高省エネ効果を実現する高効率な生産技術の要請高まり

② 人々の価値観・消費行動の多様化
リスク • デジタル技術の普及や消費行動の変化による移動の減少

• 多様な価値観対応のIT新興勢力参入により競争が激化

機会 • “安心”に対する意識が高まり、“安心”関連技術が多様化、価値
拡大(安全意識、快適さ追求、プライバシー、災害通知など）

• デジタル・IT化加速による新付加価値へのニーズ高まり

③ 社会課題の顕在化
リスク • 優先取組課題の複雑化・深刻化による対応技術開発・事業化

の遅れ

機会 • 社会課題の解決に貢献するビジネスが拡大（自動運転、交通事
故抑止、食の安全、労働力不足に伴う自動化などのニーズの高ま
り）

④ 国際社会の構造変化・不安定化
リスク • デンソーの事業経営に対する脅威増加（軍事・サイバー攻撃等）

• 国・地域間の分断により、ビジネスモデル※の見直しが必要
（※：規制対応・サプライチェーン）

機会 • 課題解決に向けて、新たな市場・ビジネス・協働パートナーの拡大
が進展

社会変化キーワード(2030年時点)とリスク/機会
【事業環境認識】 【DNサステナ経営】

【DN強み】

①経営環境の変化を収集分析する

③組織として取組む領域を決定する

②組織としての実力・強みを分析・把握する

【取組み領域】
事業を通じて
社会の課題解決に挑み、
人々の幸福に貢献する

◇強固な事業基盤
・人財 ・財務資本 ・供給体制

◇先端研究開発
・時流に先んず・体制・開発費

◇三位一体のシステム提案力
・ニーズ把握・連携・ハードソフト

◇高効率・高品質なモノづくり
・基盤・ＣＮ取組み・高度人財
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3-3. 提供する価値（＝マテリアリティ） ④組織として提供する価値を意思決定する

優先取組課題（マテリアリティ） 目指す姿

環境

地球温暖化防止◎ 環境負荷の低減と高効率な移動を実現し、地球にやさしく持続可能な社会づくりに貢献
• 工場から排出されるCO2排出量をゼロにする
• クルマの電動化に貢献し、CO2を可能な限り削減
• クリーンエネルギーである水素を利活用する技術によって、社会全体のカーボンニュートラルに貢献
• 環境負荷物質や排出物・廃棄物を削減し、地球環境の永続的な維持に貢献

大気汚染防止／環境負荷物質低減◎
資源有効利用◎
水資源の保全

安心

交通事故低減◎
• 「交通事故死亡者ゼロ」の実現に向け、安全製品の普及を目指す
• 安心な空気環境のニーズに応え、快適な空間を提供
• 労働人口減少に伴う課題への解決に貢献する技術提供により、働く人を支援
• お客様に信頼されご満足いただける安心・安全で高品質な製品を提供

自由快適な移動の提供◎
安心・安全な製品提供◎
少子高齢化への対応◎

企業基盤

コンプライアンス • 各国・地域の法令順守は勿論、社員一人ひとりが高い倫理観を持ち公正・誠実に行動
• “つながる社会”における情報セキュリティ上のリスクに備え、安全で信頼性の高い製品を
お客様へお届けすると共に、情報資産保護に最善尽くす情報セキュリティ強化◎

人財活躍推進
• 社員一人ひとりが能力を最大限に発揮し、健康でいきいきと安心して働く
ことができるように“ヒトづくり”、“組織づくり”、“環境づくり”を推進

• 社員をはじめサプライチェーンなどを含むすべてのステークホルダーの人権を尊重した事業活動を行う
• サプライヤーと共に、環境問題、人権問題、コンプライアンスなどに配慮した事業活動を推進

健康／労働安全衛生
働き方改革／働きがい向上
人権の保護／持続可能な調達
ガバナンス • より実効性のあるガバナンス体制へ進化させ、上記マテリアリティの目標達成を支えていく

社会課題それぞれについて、社会と経営上の重要度を評価し、第三者からのご意見、アドバイスなどを参考に しながら、マテリアリティを選定。
社会情勢の変化や自社の戦略の変更など、社内外の経営環境の変化を踏まえて、適宜その重要性に変更がないかを確認。

◎：製品、サービスを通じて貢献する課題
Executive Roundtable for Enhancing Corporate Value / July 7th, 2025
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3-4. 提供価値の評価とフィ－ドバック
優先取組課題（マテリアリティ） KPI 2023年度 2025年度

目標 実績 目標

環境

地球温暖化防止◎ • 工場CO2総排出量（2020年度比）
※ クレジット活用あり 50%削減 50%削減 100%削減

大気汚染防止／環境負荷物質低減◎
資源有効利用◎ • 電動化領域製品の普及

電動化領域売上収益 8,400億円 9,020億円 1.2兆円
水資源の保全

安心
交通事故低減◎

• 安全製品の普及
ADAS売上収益 4,350億円 4,690億円 5,200億円

自由快適な移動の提供◎
安心・安全な製品提供◎
少子高齢化への対応◎

企業基盤

コンプライアンス • 重大法令違反発生件数 0件 0件 0件

情報セキュリティ強化◎ • 重大事件発生件数 0件 0件 0件

人財活躍推進 • 海外拠点長に占める非日本人 21人 23人(31%) 35%

• 女性管理職 事技系：160人
技能系：146人

事技系：153人
技能系：152人

例）日本：2.4%、
アジア：30%健康／労働安全衛生

• 社員の生活習慣スコア 77点（単体） 74.7点（単体） 46%（単体・国内G）

働き方改革／働きがい向上 • 安全点*（低いほど良好） 単体：45.0点 単体：41.5点 0件

人権の保護／持続可能な調達 • 社員エンゲージメント肯定回答率 74%（単体） 75%（単体） 78%（単体）

ガバナンス

⑥提供した価値を評価し意思決定者へフィ－ドバックする

KPIは、会社目標に組み込み、経営審議会・取締役会でフォロー・審議
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4-1. 環境・安心戦略
4-2 .新価値創造
4-3. 事業ポートフォリオ転換
4-4. DXによる仕事の質向上と効率化
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4
目指す姿に向けた取組み事例

③組織として取組む領域を決定する
④組織として提供する価値を意思決定する
⑤組織としての事業計画を作成する
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4-1. 環境・安心戦略
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4-1-1). 環境戦略 デンソーの目指す姿

目指す姿 デンソー活動
提供価値

現状
達成度 目標

①モノづくり 工場から排出される
CO2をゼロにする

• 生産革新による省エネと再エネ活用
• グリーンエネルギーの導入

工場CO2190万ton
(12年比40%低減)

工場排出CO2ゼロ
25年:証書クレジット利用

35年:クレジットなし

②モビリティ
製品

(電動化)
クルマの電動化に貢献し、
CO2を可能な限り削減する

• 電動化領域へのシステム·製品貢献
(HEV,BEV,FCEV,e-VTOL全領域カバー)

売上
5500億円

売上
1兆円(25年)

③エネルギー
利用

CO2を回収·再利用して、
社会全体の
カーボンニュートラルに貢献する

• CO2回収(メタネーション) 安城製作所
実証開始

社会実証(25年)
事業化(30年)

3000億円(35年)

【デンソーのサステナビリティ経営】事業を通じて、社会課題を解決する
事業「製品·システムの普及」 × 社会課題解決(環境)「カーボンニュートラル」

2035年カーボンニュートラルを目指す環境

© DENSO CORPORATION All Rights Reserved.
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①モノづくリ カーボンニュートラル工場構想

持続的な省エネルギー活動の進化と完全なカーボンニュートラルノモづくりが実践できる工場へ

© DENSO CORPORATION All Rights Reserved.
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②モビリティ製品 における基本戦略

HEV・BEVからFCEVまで、全方位で先回りした技術開発

駆動システムとサーマルシステムを核に

車両から社会に繋がるエネルギーマネジメントを実現し

カーボンニュートラルに貢献していく

走る喜びの進化
再エネ使用による
安価な移動実現

HEVエネルギーマネジメントシステム

BEVエネルギーマネジメントシステム

FCBEVエネルギーマネジメントシステム
多様なエネルギー

への対応

インバータ
（パワーコントロールユニット）

モータジェネレータ

電池ECU

ESU
（Electricity Supply Unit）

電池ECU

モータジェネレータ

昇圧パワー
モジュール

電動ウォータ
ポンプ 電池監視

ユニット

圧力センサ

HV-ECU
（Hybrid-Electronic 

Control Unit）
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③エネルギー利用

クリーンで快適な生活ができる社会をつくる

“貯める“取り組み

必要な場所でどこでもCO2回収
→再生可能エネルギー・再資源化

再資源化

人工光合成

再エネ化(e-Fuel)目指す姿
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4-1-2). 安心戦略 デンソーの目指す姿

·*DSM:ドライバーステータスモニター

目指す姿 デンソー
提供価値

現状
達成度 目標

①交通事故
ゼロ

究極の目標「交通事故ゼロ」
達成に向け、「深み」と「広が
り」で安全製品普及

①多様な事故シーンをカバーする製
品群の開発

②コア製品拡販、後付け製品拡
充

①車載センサー
中心の品揃え

②売上3,200億円

①車載センサー全周囲化
+地図·V2X·DSM*強化

②ADAS売上5,000億円
(25年)

②快適空間
25年「安心空間」、
30年「活力あふれる空間」
を提供

• 見えない「空気」への不安解消
• 「温度」「音」「空気」「視界」の

4環境から心安らぐ快適空間づ
くり

商用専用品·国内
市場投入

車載汎用品のグローバル
普及と公共空間への拡大
(25年)

③働く人の
支援

各産業の課題を
デンソーの技術で解決

技術·品質までをトータルで
システム化したソリューション提供 実証·製品化段階 農業·物流·FA 3分野で売

上3,000億円(30年)

【デンソーのサステナビリティ経営】事業を通じて、社会課題を解決する
事業「製品·システムの普及」×「安心」に関する社会課題を解決

社会に「安心」を提供するリーディングカンパニーを目指す安心

© DENSO CORPORATION All Rights Reserved.
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①交通事故ゼロ デンソーが目指す方向性

深み 広がり

究極の目標「交通事故ゼロ」を目指し、「深み」と「広がり」で安全製品を普及

ADASシステムの
さらなる進化

価格面でも魅力の
ある製品を実現

後付け製品拡充

より多くの先進モビリティへ搭載 できるだけ多くのクルマに普及

AIを応用した危険予知
全周囲センシング
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①交通事故ゼロ デンソーが提供するソリューション

全周囲に加え、車室内センシング、インフラ連携で多様な事故シーンに対応

主な製品 ’16～ ～’30
前方画像センサー
前方ミリ波レーダー
前側方ミリ波レーダー

ソナー
後方カメラ
後側方ミリ波レーダー

前側方ミリ波レーダー

ドライバーステータス
モニター

地図・V2X

深み
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デンソーが提供するソリューション

危険予知情報をドライバーに提供することで、危険に近づけない技術を開発

AIを応用した危険予知 ドライバーに“煩わしくない“情報

深み

© DENSO CORPORATION All Rights Reserved.
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①交通事故ゼロ デンソーが提供するソリューション

様々なシーン・ニーズに合わせた
価値提供

事故シーン 車両タイプ ソフトアップデート

日常の運転を
見守る・ミスを防ぐ

＋
事故を未然に防ぐ

ADASシステムの進化に合わせて後付け製品を拡充

広がり
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4-2. 新価値創造
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4-2-1）エネルギー領域
カーボンニュートラル加速における課題

余剰エネルギー

長期保存
最適利用タイミング

CO2排出

利用時
排出ゼロ

水素に注目

資源

多様な資源
から生成

SOFC(つかう)
•高効率な分散型電源
•水素等多様な燃料に対応

(改質装置を備えたシステム)

SOEC(つくる)
•低コストな水素製造
•高温動作で変換効率70%

(例:アルカリ型は50%@60~80℃)

SOFC:Solid Oxide Fuel Cell(固体酸化物形燃料電池)
SOEC:Solid Oxide Electrolysis Cell(固体酸化物形水電解用セル)

セラミック膜
600~800℃で動作
発電効率
65%(目標)

装置コスト
従来比▲20%(目標)

デンソーの強み

放熱抑制·排熱
回収で発電部
位温度を適正に
保つ

高温で機能する
可動部のない流
体ポンプ

高度なセラミック微細構造化技術

化学反応活性
高温耐久性

カーボンニュートラル加速のため、培ってきた熱マネジメント技術・材料技術を駆使して水素ビジネスに参入

高温下での電気⇔水素変換を高効率かつ安定動作させる技術

熱マネジメント技術 エジェクター技術

ポイント:温調、燃料リサイクル

ポイント:SOFC共通技術を活用
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4-2-2）食農領域
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4-3. 事業ポートフォリオ変革
～ 理念・収益の実現に向けて ～
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4-3-1). 理念・収益を実現する事業ポートフォリオの変革 
《事業化の方向性》

新価値
創造

モビリティ
の進化

基盤技術
の強化

新事業領域で第2の柱を確立
-農業·物流·FA売上 [30年度3,000億円]
-新事業の確立 [35年度 売上20%]

(全社売上比)

BEV/SDV化の中、競争力強化
-電動化売上 [25年1.2兆円/30年1.7兆円]
-ADAS売上 [25年0.5兆円/30年1.0兆円]
-事業譲渡の加速(プラグ,排気センサー等)

半導体·ソフトウェアの投入強化
-半導体 [~30年度 累計投資5,000億円]
-ソフトウェア [30年度ソフトウェア人財1.8万人]

(現状比1.5倍)

■事業進化に向けた３つのチャレンジ

モビリティの進化、新価値創造を基盤技術であるソフトウェア・半導体が支える

■事業ポートフォリオの変革 [25年度⇒30年度]
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《事業ポートフォリオ変革を加速するパートナー連携》

農業·FA
エネルギー他

電動化

ADAS

半導体

ソフト

オーガニックな成長に加え、戦略的パートナー連携で事業ポートフォリオ変革を加速

キ
ャ
ッ
シ
ュ
創
出

17-23年度
<7年間>

新
価
値

モ
ビ
リ
テ
ィ

基
盤
技
術

●東北パイオニアEG
●アグリッド
●セルトングループ

“第2の柱”確立に向けた
スケール化を加速

●トヨタ自動車広瀬工場
●BluE Nexus 最適パートナーと

大胆なプラットフォーム変革の
推進○J-QuAD DYNAMICS

○Aurora Innovation
○ルネサス エレクトロニクス
○インフィニオン
○JASM*1
○Rapidus
○Silicon Carbide LLC

サプライチェーン全体で
総合力を発揮する
垂直統合強化

○ 富士通テン
○ 東芝情報システム
〇イーソル

大規模·高度開発への
開発体制盤石化

TDモバイル

フューエルポンプ
Ⅲ型オルタネーター
スパークプラグ*2
排気センサー*2

--

IN
[●設立/取得·O出資]

今後の方向性 OUT
[事業譲渡]
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4-3-2). 人を大切にする経営

戦略

戦力

事業ポートフォリオ変革
「成熟事業」から「成長事業」へのシフト
（内燃機関等） （電動化・ADAS・新事業等）

人財ポートフォリオ変革
量

成長領域へ4,000名
人財増強（～25年

質
キャリア開発

リスキリング支援

内発的な想い
「会社の理念」と「社員の働きがい・生きがい」をつなげる
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4-4. DXによる仕事の質向上と効率化
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DXによる仕事の質向上

事業を変えるプロセス変革をデジタル活用して進め、
組織力・競争力を高める

圧倒的な業務スピードの向上 データに基づく意思決定の高度化

全社DXの実現

【デジタル基盤の整備】
安心・安全・快適に働ける環境の構築

【デジタルマインドの醸成（ソフト面）】
全社員がデジタル・データを当たり前に活用

技術 ヒト

全社DXの
目指す姿

全社DX推進
3つの柱

【プロセスの標準化・自動化（ハード面）】
業務全体を俯瞰した組織跨ぐ最適プロセス

簡素化 標準化 集中化 自動化
仕組
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DXによる仕事の効率化デジタルマインド醸成 事例：データサイエンス人材の育成・活躍施策

全社員

デジタル
活用人財

《育成の》狙い

ビジネス変革の推進人材
デジタル活用した業務変革を企画・全体リード

DS人材など、デジタル技術のプロ人材
デジタル活用した業務変革を技術面でリード・実現

デジタルツールを使いこなして、
自職場の業務改善を実現

デジタル活用の必要性を理解、活用をモチベート

デジタル技術
リーダー

デジタル人材ピラミッド

マネジメント

業務改革
リーダー

個
別
施
策

全
社
教
育
で
の
カ
バ
ー
領
域

学習機会 活躍施策

認定 処遇

データサイエンティスト
全社教育体系
（構築済）
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デジタル基盤の整備 事例：AIによるナレッジ活用

Simplify
➔モノと情報の流れを簡単化

Standardize
事を標準化

Centralize
➔情報データを集約化

Automate
➔最後に自動化

自動化ツール
AI技術

DAIKU：DENSO AI-assisted Knowledge Utilization Platform

ルール準拠の
データ構造

＜ナレッジ活用基盤＞

工場データ

製品データ

規程類

会議データ業務データ

セキュリティー
権限管理

DAIKU

アナログ
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企業の存在価値向上

・製品、サービスを
  通じて貢献
（環境・安心・共感）

＋
社会への発信
（広報活動）
・ＩＲ
・統合報告書
・事業説明会
・ＨＰ

：

社会課題解決に
貢献できる価値提供

「新価値の提供」と「社会への発信」の両面からデンソーの存在価値向上を目指す

５．おわりに
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（12）安川電機（第14回）
テーマ：安川電機における価値創出プロセス〜「品質経営⾏動プロセス」の活動事例紹介〜

—「顧客を勝たせる」を軸にした経営モデルと価値創造プロセスの再構築 —
　安川電機は、モータ・ドライブ事業を中心とした企業として、技術革新のパラダイムシフトを
最重要課題と捉え、顧客の変化に遅れれば自社の技術的衰退が始まるという危機意識を共有して
いることを強調した。市場の変化よりも、むしろ“顧客がどこへ向かうか”を価値判断の基準に置
き、勝ち筋を持つ顧客を支援し、その成功に寄り添う形で自社の価値を高めていく「顧客を勝た
せる」戦略を採用している。
　経営指標においては、売上を外し利益額を中心指標とする独自の意思決定構造を導入し、利益
率 10% 超過分は「従業員・株主・設備投資」へ３分配することとしている。これにより、短期
的な売上偏重によるコストカット型経営を避け、価値創造型の利益構造を維持する設計としてい
る。また、製品が軍事転用されないことを含む社会的責任基準を明確化し、ESG の観点に基づ
く価値領域の選択と事業範囲管理を徹底している点も特徴的である。
　さらに、現場で顧客接点を担うサービス技術者育成を重視し、営業・技術を翻訳できる人材の
強化を進めている。安川電機は、価値創造プロセスを インプット（顧客課題）→価値設計→実装
→フィードバックとして整理し、まさに「品質経営行動」の実践例と言える変革を推進している。
委員長コメント：
　安川電機の取り組みは、価値創造・利益創出・社会的責任を統合した経営モデルを高い次元で
実装した例として高く評価できる。特に「顧客を勝たせる」という発想を起点に、利益配分ルー
ルやESG基準、人材育成を含む経営システム全体を再設計している点は、品質経営の進化形を示
すものである。価値の源泉を顧客の成功に置き、そこから逆算して自社の組織能力・市場戦略を
整える姿勢は、企業価値向上経営懇話会が目指す“価値・プロセス・能力の統合”の具体像として
非常に示唆に富む。

２．各社取り組み事例 ※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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─ 品質経営で明るい未来を創る ─

安川電機における
価値創出プロセス

〜「品質経営⾏動プロセス」の活動事例紹介〜

2022年6⽉2⽇

0 Copyright© 2021 JUSE.

企業価値向上経営懇話会 資料６－2

─ 品質経営で明るい未来を創る ─ 1 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
⓪経営の推進体系図

出典︓YASKAWAレポート2021

2025年
ビジョン

Challenge
25 plus

─ 品質経営で明るい未来を創る ─ 2 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
①経営環境の変化を収集・分析する

アウトプット ⾏動・⼿段
＜主幹部⾨＞
・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⼿段＞
・市場調査レポート
・アナリストレポート
・経済指標の情報収
集

<マクロ環境>

<経営環境>
出典︓2025年ビジョン

出典︓2021年度通期業績報告書

─ 品質経営で明るい未来を創る ─ 3 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
②⾃社の実⼒・強みを分析・把握する(1/2)

アウトプット ⾏動・⼿段
＜当社の伝統的な強み＞ ＜主幹部⾨＞

・本社企画部⾨
・⾃社企画部⾨

＜⾏動＞
・他社ベンチマーク(業
績、戦略等)
・ベンチマーク結果を
踏まえ⾃社分析

出典︓YASKAWAレポート2021

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜安川グループの2025年ビジョン＞ ＜主幹部⾨＞

・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社選抜メンバによ
るPT活動で、戦略検
討
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・編成

5 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
③⾃社の取組み領域を決定する

出典︓2025年ビジョン

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜例︓モーションコントロール事業のSWOT分析＞ ＜主幹部⾨＞

・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・他社ベンチマーク(業
績、戦略等)
・ベンチマーク結果を
踏まえ⾃社分析

4 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
②⾃社の実⼒・強みを分析・把握する(2/2)

出典︓YASKAWAレポート2021
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─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜2025年ビジョンの主な戦略と提供価値＞

＜事業活動を通じた社会への提供価値＞

＜主幹部⾨＞
・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社選抜メンバによ
るPT活動で、戦略検
討
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・編成

6 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
④⾃社の提供価値を意思決定をする

出典︓2025年ビジョン

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜⻑期計画(2025年ビジョン)の財務⽬標＞ ＜主幹部⾨＞

・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社選抜メンバによ
るPT活動で、戦略検
討
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・編成

7 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
⑤事業計画を作成する(1/5)

出典︓2025年ビジョン

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜中期計画(Challenge25Plus)の主要セグメント別財務⽬標＞ ＜主幹部⾨＞

・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社選抜メンバによ
るPT活動で、戦略検
討
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・編成

8 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
⑤事業計画を作成する(2/5)

出典︓Challenge25 Plus

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜基本戦略1. i3-Mechatoronicsによるビジネスモデル変⾰＞ ＜主幹部⾨＞

・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社選抜メンバによ
るPT活動で、戦略検
討
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・編成

9 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
⑤事業計画を作成する(3/5)

出典︓Challenge25 Plus

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜基本戦略2. i3-Mechatoronicsを通じた成⻑市場での収益最⼤化＞ ＜主幹部⾨＞

・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社選抜メンバによ
るPT活動で、戦略検
討
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・編成

10 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
⑤事業計画を作成する(4/5)

出典︓Challenge25 Plus

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜基本戦略3. サステナブルな社会構築に向けた新領域への展開＞ ＜主幹部⾨＞

・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社選抜メンバによ
るPT活動で、戦略検
討
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・編成

11 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
⑤事業計画を作成する(5/5)

出典︓Challenge25 Plus
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─ 品質経営で明るい未来を創る ─

アウトプット ⾏動・⼿段
＜主幹部⾨＞
・本社企画部⾨
・事業部企画部⾨

＜⾏動＞
・全社会議体(経営
会議、戦略会議)に
おいて討議・決定

12 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
⑥提供した価値を評価し、意思決定者へフィードバックする

出典︓Challenge25 Plus

─ 品質経営で明るい未来を創る ─ 13 Copyright© 2021 JUSE.

具体的な品質経営⾏動
＜参考＞「2025年ビジョン」実現に向けた価値創造プロセス

出典︓YASKAWAレポート2021
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２．各社取り組み事例

（13）三菱電機（第22回）
テーマ：そもそも現場が品質不適切行為を起こす必要のない仕組みの構築

「不正を“起こさせない”状態を設計する品質改革—動機・環境・ルールを同時に変える」
　三菱電機は、過去の不適正事案を契機に、品質を「検査で担保するもの」から「工程で作り込
むもの」へ原点回帰しつつ、「不正を起こさせない状態」を設計することを品質改革の中核に据え
た。通報を端緒に段階的調査とリニエンシー適用で実態を可視化し、“声を上げにくい風土”を変
えるため、現場対話・環境整備・技術ルール明確化を同時並行で推進。数値が“良すぎる”場合に
説明困難を理由とする不適切修正が生じた実態を踏まえ、測定手順・条件・規格の明確化と説明
可能性の確保を徹底した（製品回収は一部の限定ケースのみ、工程内保証の根幹は機能）｡ 拠点
間のデジタル化率や取り組み度の見える化で相対比較を可能にし、叱責ではなく**「困っている
拠点を本社が支援」へとマネジメントを転換。朝礼のデジタル置換（チャット共有）や社内SNS的
手段の活用など、“言いやすさ”を制度で担保する工夫も進めた。グループ・関係会社には自己評
価シート→エビデンス確認→スコア化→重点支援の段階的展開で横串を通し、短期プレッシャー
ではなく腹落ちと自走化を重視。サプライヤーに対しても、品質はバリューチェーン全体で高め
るとの立場から支援と協働を強調した。全社としては、現場に通う管理（聞く→対応→再訪）と
人事評価の見直しをてこに、「弱みを見せられる風土」**へ変えていくことを改革の持続条件と位
置づけた。
　本事例は、組織全体の考えを掌握し、良い会社への道筋を描く改革の手触りが鮮明であり、第
二次報告書がめざす「価値・プロセス・能力」の統合に直結する示唆を与える。とりわけ、（1） 
動機を生まない環境設計（現場対話・規格/ルールの明確化・説明可能性確保）、（2） 見える化
を前提とした本社の支援型マネジメント、（3） バリューチェーン/グループ横断の自走化支援と
いう三層アプローチは、“不正をしない”ではなく“しなくてよい”状態を狙う品質経営の実践であ
る。挑戦と失敗の許容、バッドニュースを歓迎する文化、評価制度の整合といった“風土を作る
経営”の要所を具体策で押さえており、プロセス志向のTQMを企業価値経営へ拡張する上での優
良ロールモデルと評価できる。

※本懇話会Webサイトに電子版を掲載しています。各社の事例が見づらい場合は電子版をご覧ください。
　https://www.juse.jp/konwakai/
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そもそも現場が品質不適切行為を起こす
必要のない仕組みの構築

2025/12/18

第22回 企業価値向上経営懇話会資料

Confidential 懇話会関係者外秘

常務執行役 CPO、CQO 中井 良和
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経歴

2

1984年 4月 日産自動車株式会社 入社
2014年 4月 同社 理事 トータルカスタマーサティスファクション本部

 企画・監理部担当
2016年 4月 同社 常務執行役員 トータルカスタマーサティスファクション本部

 生産・市場品質、品質監査担当
2020年 11月 日本電産株式会社 車載事業本部グローバル品質統括部長
2022年 4月 三菱電機株式会社 常務執行役 CPO (ものづくり担当)、

CQO(品質改革推進本部長)
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三菱電機の事業内容

3

2024年度セグメント別売上高構成比

インフラ

インダストリー・モビリティライフ

セミコンダクター・デバイス

FAシステム

自動車機器

空調・家電

情報システム・サービス

電子デバイス

ビルシステム

電力システム

社会システム

防衛・宇宙システム

売上高12,249億円

売上高16,448億円

売上高21,851億円

売上高1,468億円

売上高2,863億円

売上高8,521億円 19.3%

13.4%

34.5%

25.9%2.3%

4.5%

インフラ

その他

セミコンダクター・
デバイス

インダストリー・
モビリティデジタル

イノベーション

ライフ

2024年度
売上高

5兆5,217億円

注：各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高(振替高)を含む Confidential 懇話会関係者外秘 ©Mitsubishi Electric Corporation
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品質不適切事案の概要
経緯と不適切行為件数1

6

21年
10月公表

21年
12月公表

22年
5月公表

22年10月公表

累計

第1報 第2報 第3報
第1～3
報件数

第４報
件数

調査拠点数*1 2 5 22 - 15 23

内、不適切行為
発生拠点数*1 2 5 15 - 13 17

品質不適切行為
発生件数*2 11 24 96 127 70 197

調査委員会に指摘された不適切行為件数

*1 拠点数には21年10月公表、21年12月公表、22年5月公表、22年10月公表でそれぞれ重複あり

*2  発生件数は第4報で、第1報～第3報までの同一案件重複カウントを除いて整理

21年 6月：長崎製作所 鉄道車両用空調装置にて品質試験の一部不実施が発覚

21年 7月：社外弁護士や専門家を含む調査委員会を設置
 執行役社長が記者会見で事実関係を説明するとともに引責辞任を発表

21年10月：調査報告書（第１報）を公表
 再発防止として3つの改革（品質風土、組織風土、ガバナンス）の体制・方策整備に着手
 社長直轄の組織として品質改革推進本部を設立

22年10月：調査報告書（最終第４報）を公表、累積197件の品質不適切事案が判明

Confidential 懇話会関係者外秘©Mitsubishi Electric Corporation
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品質不適切事案の概要
調査委員会からの提言と３つの改革1

7

➢ 調査委員会からの指摘、提言を受け止め、３つの改革を策定
➢ 品質風土改革では、現場が正しく業務を遂行するための環境を整備し、そもそも品質不
適切行為を起こす必要のない仕組みと環境を構築する

*1: 現場の部長級、課長級の管理職 *2:事業の損益悪化を懸念して、必要な設備投資が躊躇されないよう、事業(製品)の損益の枠外とする例外的な設備投資の実行を行う

調査委員会からの提言 当社が推進中の3つの
改革における受け止め

(1) 手続きにより品質を保証するという品質に対する正しい
考え方の徹底
～正当化を防ぐために～

(2) 手順書等のプロセスの第三者目線でのチェックと棚卸し

(3) 品質部門の強化

(4) ミドル・マネジメント*1の支援・強化

(5) 本部・コーポレートと現場の距離をどう縮めるか

(6) 製作所や工場への強い帰属意識への対処

(7) 「事業本部制」を前提とした対策*2

(8) 品質コンプライアンス強化に向けた経営の本気度
～経営陣のガバナンスの観点から～

(a) 品質風土改革
エンジニアリングプロセスの変革により、
現場が不適切行為を起こす必要の
ない仕組みと環境の構築

(b) 組織風土改革
双方向で且つ風通しの良いコミュニ
ケーションの確立による自らが組織と
して問題解決を図ることのできる風土
の構築

(c) ガバナンス改革
外部の視点を入れながら、不正が起
こらない・起こさせない全社ベースのガ
バナンス/内部統制の仕組みの構築

Confidential 懇話会関係者外秘 ©Mitsubishi Electric Corporation

品質不適切事案の概要
事例１：物理的に実施困難な内容で契約した1

8

✓ A、B寸法は工程能力があり、抜き取り検査にできる。
品質管理の原理原則どおり、データで技術説明して客先と合意すればよかった。

✓ C寸法は、設計初期段階で公差成立性の検討が不十分。中央値対策または公差再検討が必要。
✓ 安全、法規、契約にかかわる品質特性は、だれが見てもわかるように、図面にシンボルマークで注記する。

単位：mm

A B C

2549.9 1170.0 650.0

±4.0 ±3.0 ＋1.0、-3.0

公差下限 2545.9 1167.0 647.0
公差上限 2553.9 1173.0 651.0
実寸min 2546 1168 648
実寸max 2551 1171 651

μ 2549.1 1169.1 650.3
σ 0.84 0.52 0.67
3σ 2.53 1.56 2.00

μ-3σ 2546.6 1167.5 648.3
μ+3σ 2551.6 1170.7 652.3

Cpk（下限） 1.27 1.34 1.64
Cpk（上限） 1.90 2.50 0.36
Cp 1.58 1.92 1.00

上段：基準寸法/　下段：公差

項目
全長４ｍの測定治具で

全数寸法を計測

どうすれば良かったのか？

何が起きていたか？
✓ 寸法検査に全長4mの測定治具を使っており、全数測定には多くの時間と
人員が必要であった。

✓ 契約は全数検査を行うとなっていたが、顧客に断らず検査を省略していた。
✓ 検査現場は、これが契約項目と認識していなかった。

B

A C

Confidential 懇話会関係者外秘
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品質不適切事案の概要
事例２：契約・法規の理解不足1

9

✓ 大量の紙の契約書で読み解くのに時間がかかる、見落としが発生する。
✓ 試験についても、数値ではなく、規格番号だけを示されている。
✓ 契約後に客先と部品仕様、試験仕様などの確認会を実施して合意。部品仕様は部品承認図を提出
していたが、試験仕様は提出していなかった。

契約書(イメージ)

✓ 試験仕様書を作成し客先へ提出、承認を得る。
✓ 試験仕様の合意状況について、ステップ審査KPIに追加、第三者部門が審査する。
✓ 仕様の整合性・同一性確認はデジタル化ツール、AIを活用し、自働化する。

どうすれば良かったのか？

何が起きていたか？

Confidential 懇話会関係者外秘 ©Mitsubishi Electric Corporation 10

品質不適切事案の概要
事例３：コスト削減が品質事案につながる(現場４M環境整備の遅れ)1

✓ 試験環境の整備不足から、試験が１回で終了せず、何度もやり直しが発生した。
✓ 試験現場は負荷が高く、試験の失敗・手戻りが客先納期に影響する可能性があった。
✓ 試験設備の老朽化、マニュアル操作、計測誤差も大きく、正確に把握できない。
✓ 試験設備は高額で更新投資判断が遅れた。

試験環境 試験操作設備

0～2kV目盛りがない 0～2kV目盛りがある

試験設備（イメージ）

✓ コスト削減検討するのは、企業として当たり前。
設計マージンがどれだけ残っているか正しい計測ができる４Mを整備する。

✓ 問題は、テクニカルにしっかり検討されているのか？ 設計検証、変更点検証が不足では？
✓ 工場健康診断を通して、現場の４M環境整備状況の確認を行う。

どうすれば良かったのか？

何が起きていたか？

懇話会関係者外秘Confidential
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1.  品質不適切事案の概要

2.  活動事例の紹介

3. 最後に
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活動事例の紹介
品質風土改革  進捗管理2

12

➢ 19方策のKPIを設定して、TQMスタイルで月次で進捗を管理し、PDCAを回している
➢ 方針管理から日常管理への移行、方策の入替えを経て、25年度は13方策で活動

施策 進捗指標 結果指標
指標 状況 評価 指標 状況 評価

５
設計の
フロント
ローディン
グ推進

①設計デザインレビューのやり方の
見直し、Quick‐DR手法の導入

⑴教育資料：
A拠点2件、B拠点2件予定
⑵設計者教育(実施回数、人数)

⑴A拠点2件完了
B拠点2件完了（8月）

⑵A拠点6/6回、80名完
B拠点13/13回 169名、D拠点
4/4回 7名、E拠点2/2回
14名、F拠点2/2回11名、
G拠点1回7名、H拠点1回6名

〇

⑴Quick⁻DR開発適用
(2拠点、4部門)

⑵設計作業の効率化施策の
適用（23年度完了目標
6→４件：F拠点2→１件、
A拠点4件→3件）

(1) W2プロジェクトに
適用中、X製品試
行中

(2)4/４件(F拠点1
件、A拠点3件)

△

②レビューアの育成、登録
エキスパート制度の導入

※レビューア（エンジニアリングメンター）

(1)Expt.・レビューアの制度化
(2)レビューア教育

(1)人事部エキスパートコースと合わ
せ制度化を検討中

(2)レビューア教育1回
(A拠点・B拠点)完 

２/1（F:1、A:2、K:1）

〇
(1)Expt.任命人数
(2)レビューア候補者数

(1)Expt:8名完
(2)A拠点、メンター

2名設定 〇

Confidential 懇話会関係者外秘
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活動事例の紹介2

13

項目 取り組み内容（青字は活動事例紹介）
1 牽制機能の再構築 ①指揮命令系統の分離・独立

②品質保証機能の強化
③当社グループ内の牽制機能強化

2 技術力・リソース課題
への対策

④法令・公的規格遵守の管理強化、遵守徹底
⑤IT化、デジタル化による品質強化
⑥拠点に対する本社支援強化
⑦品質保証人材育成

3 品質コンプライアンス
意識の再醸成

⑧「全社品質の日」制定
⑨経営層へのコンプライアンス意識の浸透
⑩品質コンプライアンス意識教育

4 モノ造りマネジメントの
正常化

⑪必要リソース見積方法の仕組み化、課長の管理スパンの適正化
⑫工場健康診断を通じた４M 環境整備
⑬新製品プロジェクト進捗の見える化と品質改革推進本部による統括
⑭全社的な法規エキスパートチームの組成（品質改革推進本部内）

5 設計のフロントローディ
ング推進（設計検証、
変更点検証の充実）

⑮デザインレビュー(DR)のやり方の見直し(Quick DR*1手法導入)
⑯エンジニアリングメンター制度の導入
⑰設計現場のムダ削減(コーポレートによる設計横ぐし機能の強化)

6 データに基づく品質
管理と手続きの実行

⑱統計的品質管理手法(SQC)を活用した設計検討と量産での試験、検査方法の決定
⑲試験仕様書の顧客への提出ルール整備、試験仕様の合意状況のモニタリング強化

*1 ： Quick DR：変更点/変化点に着目し、短期間で効率的に問題を発見し解決するプロセス

➢ 22年10月より未然防止 (４～６項)を追加、あわせて19の方策を掲げ、当社グループ
を挙げて活動を推進中

Confidential 懇話会関係者外秘 ©Mitsubishi Electric Corporation

品質風土改革
①牽制機能の再構築

品質保証に関する指揮命令系統の製造拠点からの分離・独立
【施策】 ・ 品質改革推進本部(拠点駐在) による牽制機能の強化

・ 拠点ごとの特性に配慮した実効性の高い新たな品質保証体系の構築
【状況】 ・ 品質保証監理部を全製作所に新設、出荷権限等を付与し運用を開始(‘22年4月)

 →品質改革推進本部は267名体制(兼務含む、 ‘25年6月時点)に拡大
・ 品質保証監理部からの月次報告(製作所課題や出荷判定状況等)を開始(‘22年5月)

Confidential 懇話会関係者外秘 14

方策
①

～‘21年9月

分離・独立

品質保証推進部

‘22年4月～
品質改革推進本部

品質統括部

品質保証監理部

品質保証監理課

分離

事業本部

製造部

設計課 工作課

製作所

品質管理課 品質企画G

品質保証部

事業本部

製造部

設計課 工作課

製作所

品質管理課 品質企画G

品質保証部

©Mitsubishi Electric Corporation

2022/4/1 各製作所に品質保証監理部を新設
2025/4/1 ものづくり本部 設計技術開発センターにエンジニアリングプロセス改革室を核として、研究所

等の設計技術の研究開発機能、設計プロセスの改善・管理機能を集約。
                各事業本部・研究所等の兼務者含め267名(本務:119名、兼務:148名)の体制。

品質改革推進本部体制（ 2 0 2 5年 4月時点）
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兼務23名

本務72名
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【品質統括部】
●全社的な品質保証活動の統括と実行
●契約仕様と出荷品仕様、検査実態の同一性確
認監査の実施

●品質リスクの検知及び出荷停止指示等の発動
(第三者牽制）

【品質企画部】
●品質改革に関わる全施策の企画、フォローアップ
●品質コンプライアンス教育の強化推進
●品質保証部門の人材育成による技術力強化

【品質技術部】
●品質保証プロセスにおける問題解決支援
●品質課題の共有、原因究明、再発防止策定など
各拠点活動の支援

●デジタル化による試験自動化やデータ改ざん防止
システム等の構築推進

●品質に関わる法令・公的規格の管理、体制構
築・運用

©Mitsubishi Electric Corporation

活動事例の紹介2
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項目 取り組み内容（青字は活動事例紹介）
1 牽制機能の再構築 ①指揮命令系統の分離・独立

②品質保証機能の強化
③当社グループ内の牽制機能強化

2 技術力・リソース課題
への対策

④法令・公的規格遵守の管理強化、遵守徹底
⑤IT化、デジタル化による品質強化
⑥拠点に対する本社支援強化
⑦品質保証人材育成

3 品質コンプライアンス
意識の再醸成

⑧「全社品質の日」制定
⑨経営層へのコンプライアンス意識の浸透
⑩品質コンプライアンス意識教育

4 モノ造りマネジメントの
正常化

⑪必要リソース見積方法の仕組み化、課長の管理スパンの適正化
⑫工場健康診断を通じた４M 環境整備
⑬新製品プロジェクト進捗の見える化と品質改革推進本部による統括
⑭全社的な法規エキスパートチームの組成（品質改革推進本部内）

5 設計のフロントローディ
ング推進（設計検証、
変更点検証の充実）

⑮デザインレビュー(DR)のやり方の見直し(Quick DR*1手法導入)
⑯エンジニアリングメンター制度の導入
⑰設計現場のムダ削減(コーポレートによる設計横ぐし機能の強化)

6 データに基づく品質
管理と手続きの実行

⑱統計的品質管理手法(SQC)を活用した設計検討と量産での試験、検査方法の決定
⑲試験仕様書の顧客への提出ルール整備、試験仕様の合意状況のモニタリング強化

*1 ： Quick DR：変更点/変化点に着目し、短期間で効率的に問題を発見し解決するプロセス

➢ 22年10月より未然防止 (４～６項)を追加、あわせて19の方策を掲げ、当社グループ
を挙げて活動を推進中

Confidential 懇話会関係者外秘
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法規に関わる専門家育成活動

◼ 法規遵守のための体制構築に向け、全製作所に法規Gの兼務者を配置
◼ 各製作所に寄り添い法規対応の支援、会社共通施策の実施および製作所間連携強化を推進中
◼ 中長期的に法規エキスパート倍増（現在11名）、25年度にキーパーソン全製作所配置を目指す

方策
④⑭
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活動事例の紹介2

項目 取り組み内容（青字は活動事例紹介）
1 牽制機能の再構築 ①指揮命令系統の分離・独立

②品質保証機能の強化
③当社グループ内の牽制機能強化

2 技術力・リソース課題
への対策

④法令・公的規格遵守の管理強化、遵守徹底
⑤IT化、デジタル化による品質強化
⑥拠点に対する本社支援強化
⑦品質保証人材育成

3 品質コンプライアンス
意識の再醸成

⑧「全社品質の日」制定
⑨経営層へのコンプライアンス意識の浸透
⑩品質コンプライアンス意識教育

4 モノ造りマネジメントの
正常化

⑪必要リソース見積方法の仕組み化、課長の管理スパンの適正化
⑫工場健康診断を通じた４M 環境整備
⑬新製品プロジェクト進捗の見える化と品質改革推進本部による統括
⑭全社的な法規エキスパートチームの組成（品質改革推進本部内）

5 設計のフロントローディ
ング推進（設計検証、
変更点検証の充実）

⑮デザインレビュー(DR)のやり方の見直し(Quick DR*1手法導入)
⑯エンジニアリングメンター制度の導入
⑰設計現場のムダ削減(コーポレートによる設計横ぐし機能の強化)

6 データに基づく品質
管理と手続きの実行

⑱統計的品質管理手法(SQC)を活用した設計検討と量産での試験、検査方法の決定
⑲試験仕様書の顧客への提出ルール整備、試験仕様の合意状況のモニタリング強化

*1 ： Quick DR：変更点/変化点に着目し、短期間で効率的に問題を発見し解決するプロセス

➢ 22年10月より未然防止 (４～６項)を追加、あわせて19の方策を掲げ、当社グループ
を挙げて活動を推進中
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➢データに基づく品質管理の徹底と設備改善を通じて、実施可能な内容で
の契約見直しを進める

・全数寸法検査 測定箇所 12箇所*1/台
＜従来の契約内容例＞

＜契約の見直し例＞
・製品の縦横高さ(3箇所)：全数寸法検査を継続
・取付け脚位置(9箇所)：寸法管理された治具を用いて組立
てており 、工程能力が高い。

  ⇒検査方式の変更を検討中(全数→抜き取りまたは廃止）

B A

C

・大型製品の寸法を一人で測定できる測
定機を導入

  ⇒測定工数削減 2700→540Hr/年
（作業員省人、データ自動記録）

＜測定効率化＞

測定機の概要

カメラ部ハンディプローブ

*1 製品の縦横高さ：3箇所、取付け脚位置：9箇所

測定箇所に当てたハンディプローブの位置をカメラで
認識、プローブを当てた箇所のXYZ座標を検出。

2021～
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品質風土改革の取り組み状況
検査のデジタル化

◼ 量産系拠点の製品検査工程における計測データデジタル化率は約79.9％
◼ 25年度以降、デジタル化をさらに進めるための設備投資・導入支援を行う
【前提条件】
計測データデジタル化対象工程：検証/開発評価を除く、最終検査工程 のうちライン内作業に用いる計測器に限定
計測データデジタル化の定義：計測記録をデジタル保存している計測器
計測データデジタル化率 ：計測データがデジタル化されている計測器数/対象工程の計測器数

検査デジタル化設備例
データ入力など付加価値の低い作業を自働化し、
検査員の本来業務であるデータ分析などに注力できる
環境を構築

・試験室内の様子や試験条件をモニタ、人手をかけずに
試験できる自働化システムを導入
・信頼性の高い自働試験環境を整備し、作業時間削減
を実現 (検査工程438→160Hr/試験に削減)

方策⑤
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IT化、デジタル化による品質強化
契約書、仕様書のデジタル化方策⑤
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➢人の介在を減らすことで確認の抜け漏れを抑制するとともに、付加価値
の低い作業はデジタル化する

➢法令・規格・顧客仕様と出荷基準の同一性、整合性確保を確実にして
品質不適切行為の再発防止を図る

契約書
(イメージ)

2文書間の整合性、同一性比較確認ツールのイメージ

導入ツール例
(1) ME-P2X*1： PDF形式/紙の仕様書等を、AI活用OCR、レイアウト解析

機能によってEXCEL形式に変換するツール
(2) 2文書間の整合性、同一性を比較確認するツール
      エクセルマクロ機能を使用。今後、AI導入を開発。

デジタル化ツールを社内ホームページで提供し、
ユーザからのフィードバックを改善に活用

✓ 試験項目
✓ 判定基準
✓ 検査方法 など

✓ 試験項目
✓ 判定基準
✓ 検査方法
✓ 試験結果 など

➢ 設定した紐づけ項目が一致すれば、
対応項目を1対1の横並びで表示

整合性比較結果：紐づけリスト

出荷検査記録と対応する項目や規格との
整合性を効果的・効率的に確認可能

顧客仕様書 試験成績書

*1 生産技術センターが開発したAIソフトウェア

ME-P2X*１
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項目 取り組み内容（青字は活動事例紹介）
1 牽制機能の再構築 ①指揮命令系統の分離・独立

②品質保証機能の強化
③当社グループ内の牽制機能強化

2 技術力・リソース課題
への対策

④法令・公的規格遵守の管理強化、遵守徹底
⑤IT化、デジタル化による品質強化
⑥拠点に対する本社支援強化
⑦品質保証人材育成

3 品質コンプライアンス
意識の再醸成

⑧「全社品質の日」制定
⑨経営層へのコンプライアンス意識の浸透
⑩品質コンプライアンス意識教育

4 モノ造りマネジメントの
正常化

⑪必要リソース見積方法の仕組み化、課長の管理スパンの適正化
⑫工場健康診断を通じた４M 環境整備
⑬新製品プロジェクト進捗の見える化と品質改革推進本部による統括
⑭全社的な法規エキスパートチームの組成（品質改革推進本部内）

5 設計のフロントローディ
ング推進（設計検証、
変更点検証の充実）

⑮デザインレビュー(DR)のやり方の見直し(Quick DR*1手法導入)
⑯エンジニアリングメンター制度の導入
⑰設計現場のムダ削減(コーポレートによる設計横ぐし機能の強化)

6 データに基づく品質
管理と手続きの実行

⑱統計的品質管理手法(SQC)を活用した設計検討と量産での試験、検査方法の決定
⑲試験仕様書の顧客への提出ルール整備、試験仕様の合意状況のモニタリング強化

*1 ： Quick DR：変更点/変化点に着目し、短期間で効率的に問題を発見し解決するプロセス

➢ 22年10月より未然防止 (４～６項)を追加、あわせて19の方策を掲げ、当社グループ
を挙げて活動を推進中
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➢重大不具合の下に潜んでいる課題やヒヤリハットを抽出して未然防止につなげる
➢工場の弱みに対して技術/設備整備を支援、製造現場の実力を底上げする
➢現場に行き、見て、聞いて、いっしょに汗をかく

出荷品質

造り込み品質

工程計画調達品質 

人事 

設備保全 現場管理

拠点の強み、弱みの例

現場で16項目を診断し、
拠点ごとの強み、弱みの把握

2.0

3.0

4.0

5.0

2.0 3.0 4.0 5.0

Fa
ct

or
 (P

ro
ce

ss
)

Result (Product)

22神電A 22伊電A 22伊電恵那A 22長電A 22C電郡山A

22力電A 22系電A 22系電赤穂A 22配電A 22通電A

22鎌電A 22中電A 22中電飯田A 22冷電A 22静電A

22馬電A 22名電A 22名電可児A 22名電新城A 22メカ電A

22山電A 22姫電A 22田電A 22パワ電福岡A 22パワ電熊本A

22波光電A 22稲電A 23神電A 23神電B 23伊電A

23伊電B 23伊電恵那A 23伊電恵那B 23長電A 23長電B

23C電郡山A 23C電郡山B 23力電A 23力電B 23系電A

23系電赤穂A 23配電A 23配電B 23配電C 23通電A

23通電B 23鎌電A 23鎌電B 23中電A 23中電B

23中電飯田A 23中電飯田B 23冷電A 23冷電B 23静電A

23静電B 23馬電B 23名電A 23名電B 23山電可児A

23名電新城A 23メカ電A 23山電A 23山電B 23姫電A

23姫電B 23田電A 23田電B 23パワ電福岡A 23波光電A

23波光電B 23稲電A 23稲電B

弱み 良好 優秀

要
因
（プ
ロ
セ
ス
）

*
1

結果（製品）*2

*1 要因(プロセス):工程計画、現場管理、設備保全、調達品質、人事スコアの平均

*2 結果(製品）：出荷品質、造り込み品質スコアの平均

▲：23年度診断
（23年度に初めて実施）

■：23年度診断
（22年度と同一ライン）

■：22年度診断

監査ではなく診断として、工場の健康
状態を見える化し、弱みを改善

診断結果

1
29

300

1件の重大な事故・災害

29件の軽微な事故・災害

300件の
ヒヤリ・ハット

ハインリッヒの法則
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＜良好事例を起点にした場所間交流の例＞
・ レーザーによるロウ付けの適用可能性検討
・ 古い装置の使いこなしの工夫、工程作業者レベル管理
・ 多数の試験設備の管理、メンテナンス方法[設備保全支援システム]
・ 作業チェック工程のIT化、ペーパレス化 [電子チェックシートシステム]

➢良好事例の横展開を通じて拠点間交流を促進し、全社のモノづくり力強
化を進める

累計閲覧者数 約2.5万人（25/6）
良好事例のパクリ・パクられ件数の実績

パクられ（良好事例の提供）

パクり（良好事例の活用）

A B D E F G H J K L M N P Q R S T U V W X

拠点

件
数

• 工場健康診断、品質監査等で得られた各拠点の良好事例を収集、147件事例を掲載中（25/4）
• 社内ホームページで紹介し、他拠点との共有、導入（パクリ）を推進 72件(パクリ)の活用(25/4)
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項目 取り組み内容（青字は活動事例紹介）
1 牽制機能の再構築 ①指揮命令系統の分離・独立

②品質保証機能の強化
③当社グループ内の牽制機能強化

2 技術力・リソース課題
への対策

④法令・公的規格遵守の管理強化、遵守徹底
⑤IT化、デジタル化による品質強化
⑥拠点に対する本社支援強化
⑦品質保証人材育成

3 品質コンプライアンス
意識の再醸成

⑧「全社品質の日」制定
⑨経営層へのコンプライアンス意識の浸透
⑩品質コンプライアンス意識教育

4 モノ造りマネジメントの
正常化

⑪必要リソース見積方法の仕組み化、課長の管理スパンの適正化
⑫工場健康診断を通じた４M 環境整備
⑬新製品プロジェクト進捗の見える化と品質改革推進本部による統括
⑭全社的な法規エキスパートチームの組成（品質改革推進本部内）

5 設計のフロントローディ
ング推進（設計検証、
変更点検証の充実）

⑮デザインレビュー(DR)のやり方の見直し(Quick DR*1手法導入)
⑯エンジニアリングメンター制度の導入
⑰設計現場のムダ削減(コーポレートによる設計横ぐし機能の強化)

6 データに基づく品質
管理と手続きの実行

⑱統計的品質管理手法(SQC)を活用した設計検討と量産での試験、検査方法の決定
⑲試験仕様書の顧客への提出ルール整備、試験仕様の合意状況のモニタリング強化

*1 ： Quick DR：変更点/変化点に着目し、短期間で効率的に問題を発見し解決するプロセス

➢ 22年10月より未然防止 (４～６項)を追加、あわせて19の方策を掲げ、当社グループ
を挙げて活動を推進中
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[重要度]

[新規性]
完全
流用

A
標準の範
囲で設計

B
従来の知
見で設計

C
新規設
計要素
有り

D
世界初･三菱
電機初採用

E

Ⅴ

Ⅳ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅰ

高

低

当社の品質重大不具合*1 分析結果 

モノづくりマネジメントの正常化
品質不適切行為の要因

方策
4～5項目

*1： 設計起因の法令・規則、顧客仕様違反の品質不具合を抽出

✓不正は検査工程で発生しているが、設計領域で問題が作り込まれており、
多くは従来知見の範囲内で、技術的難易度の問題ではない

✓設計現場のムダを削減、設計者が自信をもって仕事できる環境にする

多くは従来の知見で設計できる範囲内

品質不適切事案197件の要因別分類 

原因は、設計領域が7割

Confidential 懇話会関係者外秘
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モノづくりマネジメントの正常化
必要リソース見積方法の仕組み化方策⑪

27

➢各職場での原単位を整備して業務負荷を見える化し、適切なリソースを
充当する

部門 2023年 2024年
設計 8/20拠点 20/20拠点

品質管理 1/20拠点 20/20拠点

能力オーバ分は、
余力分（負荷の前倒し）を活用

能力線(残業30Hr)

能力線(定時)

原単位活用事例

原単位を導入した拠点数（累計)

• モデル職場でBest Practice Teamをつくり活動、リソース充足を確認
• 各拠点1職場(設計部門、品管部門)を目標に導入を推進、25/3導入完了

【原単位整備の7step】

【業務毎の作業時間を定義】
①現在行われている業務の洗出し
②上記で洗出した業務毎にありたい姿

(見積り時間)を決める。
【業務毎の月当たり作業時間】
③頻度（月当たり）を入力
④業務の月当たり時間を算出（②×③）
【業務総時間】
⑤業務時間の総計を算出
【課内全業務時間】
⑥課内全業務の作業時間の総計算出
【課内必要人工計算】
⑦従業員１人月当たり労働時間算出
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方策⑪

28

➢人的リソースと設計課長の管理スパンを適正化し、設計者が自信をもっ
て仕事ができ、設計課長が部下に寄り添える環境にする

エンジニアリングマネージャ配置の事例
EGR(Engineering Manager)

課長

リーダー

担当

EGR
リーダー

担当

リーダー

担当

報連相

「管理業務」と「エンジニアリング業務」を分離
・課長：課の経営責任者
・ＥGＲ：課の技術責任者

モノづくりマネジメントの正常化
課長の管理スパンの適正化

設計課 管理スパンの改善状況

拠点 部・課
管理スパン

取組状況
23/10 24/4

A B部 C課 64.0 32.5 副課長配置、リーダー(6)配置
D E部 F課 45.0 18.0 部門分割・再編(9→14課)
A G部 H課 42.0 42.0 リーダー(3)配置
J K部 L課 35.0 29.0 リーダー(3)配置

M
N部 P1課

34.0
16.0 

部門分割・再編(1→3課)N部 P2課 18.0 
N部 P3課 10.0 

A Q部 R課 32.0 15.0 副課長配置、リーダー(3)設置
S T部 U課 31.0 13.5 EGR(1)、リーダー(2)配置

V
W部 X1課

31.0
27.0 部門分割・再編(1→2課)

X1:リーダー(3)、X2:リーダー(2)配置W部 X2課 15.0 

Confidential 懇話会関係者外秘

• 副課長の増員、エンジニアリングマネージャ(EGR)の導入、課分割により、設計課の管理ス
パン全社平均値は改善('23/10:16.4→'24/4:13.6人)

• 更に管理者として新たにチームリーダー*を導入することで9.9人(’24/10)まで改善
• 管理スパン20名以上の設計課が全社に23％(125部門、24/4)

*チームリーダー：基本的に非組合員

©Mitsubishi Electric Corporation

✓ 検討すべき要素に特化してレビュー、設計者の負担を軽減する(設計現場のムダ削減)
✓ 設計者に寄り添える環境を構築し、人財育成とともに不具合の未然防止を図る
【活動状況】
⑴ DRプロセスの改善（新規性アセスメント、技術的DR導入）

23年度:先行2事業本部で適用を開始
24年度：成功体験を全製作所に展開、24拠点470名のQuick DR研修を完了
25年度：継続して試行・適用検討を進め、適用を図る

⑵ エンジニアリングメンター(Eメンター)制度構築
候補者に対する研修を開始(15拠点82名:対象全拠点)
25年度は研修を継続するとともに、Eメンター制度化し、29名を認定。26年度で100名認定目標。

設計フロントローディング推進
DRプロセス改善、エンジニアリングメンター制度

Quick DR

機能視点を含め変更・変化点を見える化
・リスクの重みづけ
・設計方針の決定
・設計プロセスの選定

・設計者が良く考え、
設計根拠を明確化
・リスクに対する心配点や
設計結果を見える化

・ホールドポイントとの分離
・他者の意見を
もとにした
設計の見直し

【Phase1：新規性評価】 【 Phase2:技術検討】 【Phase3:技術審議】

エンジニアリングメンターが設計者に寄り添って設計を推進
①問題点に気付かせる
②技術指導・アドバイス

・現物・現場を把握した設計
へのフィードバック
・評価・製造への反映結果
フォロー

【Phase4:現物・現場確認】

→ 技術伝承：設計ナレッジの蓄積
資料作成の時間を計画

（原単位）

<従来> <改善>

方策
⑮⑯

29
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設計のフロントローディング推進
設計現場のムダ削減方策⑰

30

➢設計・品質の過去事例を活かし、設計業務の効率化と技術伝承を図る

要求仕様書

ＣbyC*1回答業務：
数百～千ページ超の要求仕様書の各項目に対して「応じる（Comply）」か「応じない（Not Comply)」か担当者の
知見や過去の回答を参考に検討する。検討期間は約2週間。客先仕様と製作仕様の適合性確認、受注可否検討など
の主目的に加え、QCDに関するリスク抽出や課題の洗い出し等も目的としており、非常に重要。
しかし、経験の差により回答にかかる時間やクオリティーに差が生まれ、過去案件での回答を参考にするにしても、探すこと
に時間がかかってしまっている

・OCR
・翻訳
・ﾚｲｱｳﾄ解析・項目分解

過去の回答実績

類似文章
探索

生成AIによる
リランク

HITL*2

CbyC回答

*1 Clause by Clause：顧客要求の一項目(Clause)ごとに対応を記載した表     *2 Human in the Loop：自律型システムにあえて人を介在させること
*3、*4 生産技術センターが開発したAIソフトウェア *5 生産技術センターが開発した生成AIを活用したシステム

生成AIの併用により一致率が76%から約90%に向上

ME-P2X*3

ChieQ-BERT*4

技術資産
検索システム*5

ＣbyC回答業務の工数例（A拠点現状）8,810時間/年から３割削減を目指す

過去の類似要求と回答

Confidential 懇話会関係者外秘
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品質風土改革
１９方策の取り組み2

31

項目 取り組み内容（青字は活動事例紹介）
1 牽制機能の再構築 ①指揮命令系統の分離・独立

②品質保証機能の強化
③当社グループ内の牽制機能強化

2 技術力・リソース課題
への対策

④法令・公的規格遵守の管理強化、遵守徹底
⑤IT化、デジタル化による品質強化
⑥拠点に対する本社支援強化
⑦品質保証人材育成

3 品質コンプライアンス
意識の再醸成

⑧「全社品質の日」制定
⑨経営層へのコンプライアンス意識の浸透
⑩品質コンプライアンス意識教育

4 モノ造りマネジメントの
正常化

⑪必要リソース見積方法の仕組み化、課長の管理スパンの適正化
⑫工場健康診断を通じた４M 環境整備
⑬新製品プロジェクト進捗の見える化と品質改革推進本部による統括
⑭全社的な法規エキスパートチームの組成（品質改革推進本部内）

5 設計のフロントローディ
ング推進（設計検証、
変更点検証の充実）

⑮デザインレビュー(DR)のやり方の見直し(Quick DR*1手法導入)
⑯エンジニアリングメンター制度の導入
⑰設計現場のムダ削減(コーポレートによる設計横ぐし機能の強化)

6 データに基づく品質
管理と手続きの実行

⑱統計的品質管理手法(SQC)を活用した設計検討と量産での試験、検査方法の決定
⑲試験仕様書の顧客への提出ルール整備、試験仕様の合意状況のモニタリング強化

*1 ： Quick DR：変更点/変化点に着目し、短期間で効率的に問題を発見し解決するプロセス

➢ 22年10月より未然防止 (４～６項)を追加、あわせて19の方策を掲げ、当社グループ
を挙げて活動を推進中
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品質コンプライアンス意識の再醸成
「全社品質の日」の制定

方策
⑧⑨⑩

32

➢ 「全社品質の日」を制定、ポータルサイトからの動画配信や、現物展示を
通じて、品質不適切事案の風化防止を図る

展示パネル

社長メッセージ
品質ミーティング

• 国内拠点を巡回して風化防止の現物展示を実施中
• 社長メッセージ動画と風化防止動画を配信
• 全役員・社員等の学びの場として、常設展示施設を
開設(25年8月)

24年度
現物展示 18,004名
社長メッセージ動画 32,267回
風化防止動画 19,754回(7～９月)

参加者、再生回数の実績

現物展示の風景

Confidential 懇話会関係者外秘
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常設展示施設
「品質の絆 — 未来へつなぐ学びの場 — 」

33

展示施設の概要
場所：当社伊丹製作所構内  ‘25/８/1開設

Confidential 懇話会関係者外秘

この施設は、過去に起きた品質に関わる事象や教訓を忘れず、繰り返さず、そして確かな未来を築くために設けた学びの場で
す。品質とは、単に製品やサービスの優劣を示すものではなく、私たちが社会から信頼され続けるための“約束”そのものです。
しかし、どれほど重要な教訓も、時間の経過とともに風化してしまう可能性があります。だからこそ、私たちは「語り継ぐこと」「学び
続けること」「行動につなげること」に真摯に向き合う覚悟を持ち、この施設を立ち上げました。
この場では、過去の反省だけにとどまらず、新たな気づきや創意を生み出す「未来志向の
学び」を大切にします。社員一人ひとりが自らの役割と責任を見つめ直すきっかけにしています。

風化を防ぎ、未来へつなぐ。私たちの責任と希望の場。

社内研修への組み込み

方策
⑧⑨⑩

新入社員研修や社内ゼミなど、各種研修に品質の絆の見学を組み込み、従業員全体の継続的な学びの場として定着を図る

展示エリア 内容

① 不正の波紋
(シアター)

事案によって生じた影響の大きさを
知る

② 不正の背景 過去に発覚した事案の事実や背景
を知る

③ 継承 品質に対する三菱電機の理念や
意思をあらためて知る

④ 考動 自身の業務の中で品質遵守におけ
る行動を考え、誓いを宣誓する

①不正の波紋(シアター)

② 不正の背景

④ 考動

©Mitsubishi Electric Corporation 34

1.  品質不適切事案の概要

2.  活動事例の紹介

3. 最後に
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３

35

最後に
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そもそも不正を起こす必要がない組織にしたい、そういう仕組みにしたいということで、検査を自
働化して、本来検査員の方がやるべき仕事に集中できるようにする、設計現場の無駄を無くして
いくことで、設計者自身が自信を持って仕事ができる環境にしていく、このような活動をして環境
改善をしていくというのが品質風土改革の大きな柱になっています。

いろいろ課題はあるものの、方策を一つ一つ会社の中に進めていき、浸透してきていると感じて
います。そして、自走する組織になることを目指しています。

指示されたから、会社のルールだから、というやらされ感で仕事をするのではなくて、自分たちの
考えのもとに自走して進んでいく。そのためには、幹部、経営者、従業員の間での双方向のコミュ
ニケーションを今以上に良くしていくことが必要と思っています。私自身も現場で物を見て話をする
ように心がけて実践しています。従業員の方々にも、おかしなことはおかしいと、自分たちはこういう
ふうに改善をしていくのだ、という意識を持ってもらうことで、本来指示されなくても自走できる組織
になっていくと考えています。

なかなか難しいことではありますが、幹部、経営者、従業員が一緒に実践をしていければ、本来
不正を起こす必要がない会社になっていくと思っています。
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１．これからの品質経営

　坂根正弘氏が第100回品質管理シンポジウム（2015年）で示した「ビジネスモデルで先行し、現場
力勝負に持ち込めば日本の産業は勝てる」という提言が全てのスタートであった。この発言は、日本
の品質経営が直面する課題と、これから向かうべき方向性を象徴する重要なメッセージである。長く
日本企業の強みとされてきたのは、現場に根差した改善力や、プロセスを愚直に積み上げる実行力で
あった。しかし、顧客価値が多様化し、製品を使った「経験」や「成果」が価値判断の中心になった
現在、単にモノを良くするだけでは競争力を維持することが難しくなっている。そこで重要となるの
が、“どの価値領域で勝負するのか”というビジネスモデルの構想である。企業としてどの顧客課題を
解決し価値を提供するのかを明確化しない限り、現場の改善や効率化だけでは生き残っていけない。
　坂根氏の提言が示すのは、「外部適応（顧客価値創造）」と「内部適応（組織能力向上）」の順番を明
確にし、顧客価値創造の方向性を先に描くことの重要性である。まず顧客や社会の潜在的ニーズを捉
え、自社が果たすべき役割や実現すべき価値を明確化する。その上で、TQMで磨いてきた現場の力
でその価値を実現し、競争優位を築いていくという流れが重要となる。これは「顧客価値創造」と「組
織能力の獲得・向上」という二軸で品質経営を捉えた「令和大磯宣言」につながった。
　また、坂根氏の提言は、TQMの再定義にもつながる。従来、TQMは品質改善や効率化の枠組みと
して理解されることが多かった。しかし、求められるのは、顧客価値創造の方向性を定め、組織全体
でその実現に向けて動くための「経営技術」としてのTQMである。顧客価値創造の構想と現場の能力
をつなぎ、全員参加でプロセスを磨き上げていく一連の働きが、これからの品質経営の中核となる。
　日本企業が誇る現場力を“顧客価値創造”へとつなげるためには、構想と実行の統合が欠かせない。
本スライドの内容は、まさにその統合のための方向性を示しており、第二次報告書における品質経営
の論点設定においても重要な位置を占める。価値起点で経営を捉え直し、現場の強みを最大化する品
質経営こそが、日本産業の競争力再生に向けた鍵となる。

─ 品質経営で明るい未来を創る ─ 1 Copyright© 2025 JUSE.

日科技連での「これからの品質経営」の研究

コマツ 坂根正弘氏

ビジネスモデルで先行し、

現場力勝負に持ち込めば

日本の産業は勝てる
100QCSにて（2015年6月）

TQM的な解釈
での言い換え

社会やお客様に寄り添いそのニーズを的確に
把握し企業の活動の目的目標に反映する。

目的目標を達成するための的確な業務プロ
セスの設計とTQMの実践で磨いてきた効率
的組織運営力を活かせば日本の産業競争力
は回復できる。

第３章： 企業価値向上経営懇話会が目指す「これからの品質経営」
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　品質経営懇話会（現：企業価値向上経営懇話会）がどのような目的と背景のもとに誕生したのか。
バブル崩壊以降日本企業は多くの産業領域で成熟化と低成長に直面していた。一方で、安定的に成果
を上げる企業も存在し、そこには共通した経営アプローチがあるのではないかという仮説が共有され
始めていた。「品質」を、単なる製品やサービスの出来栄えに限定して扱っていては、企業価値向上に
つながる多くの経営課題に対応しきれないとの認識も高まった。こうした背景の中で、2017年に設立
された品質経営懇話会は、経営トップの視点で品質を社会や顧客のニーズを満たす度合いと広義に捉
え、品質を核とした企業価値向上の議論を行う場として構想された。懇話会には産業界を代表する実
践者が集まり、企業価値創造の活動要素や組織能力の獲得方法など、実務へ直結するテーマが中心に
据えられた。
　優良企業の調査や各社の実践事例から、価値創造には「顧客・社会のニーズを捉える力」と「それ
を実現する組織能力の構築」という二つの活動が不可欠であることが明らかになっていった。これら
の知見は「JUSE-エグゼクティブセミナー」（13日間コース）などを通じて形式知化され、経営者層が
学ぶ枠組みとして整備されていった。また、懇話会の議論をより体系的に深めるため、2019年には

「品質経営研究会」が立ち上げられた。ここでは、TQMを単なる改善活動の体系としてではなく、価
値創造に必要な能力を獲得するための“経営技術”として再整理する取り組みが行われている。研究会
は、価値創造を促す組織能力とは何か、どのようなプロセスでその能力を獲得するのか、そしてその
運用を支えるマネジメントサイクルはどう設計すべきかといった点を中心に議論している。
　本スライドは、第二次報告書が置かれる文脈を明確にするものであり、“品質”を企業価値向上の中
核に位置づけ、企業の持続的成長を支える実践知として整理していくという懇話会の使命を示してい
る。
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　2019年に開催された第109回品質管理シンポジウム（109QCS）で、品質経営の再定義が産業界全体
で共有されていく過程を示した。この109QCSは、単なる知識共有の場にとどまらず、今後の日本企
業がどのような品質経営を目指すべきかという方向性を社会的に合意形成する重要な機会となった。
109QCSで示された中心的テーマは、「品質とは何か」という根本的問いへの再回答である。従来の品
質は製品の良否に大きく依存していたが、ここでは品質を“顧客および社会のニーズへの適合度合い”
として捉える広義の品質観が提示された。この考え方は、製品の性能だけではなく、使用時の成果、
サービス提供、さらには企業の社会的価値にまで対象領域を拡張するものである。
　また、品質経営懇話会の議論で深めてきた、「顧客価値創造（外部適応）」と「組織能力（内部適応）」
を統合する経営体系の必要性もシンポジウムの中で共有されていった。この統合を実現する手段とし
て、企業がどのようにプロセスを設計し、どのように機能間の連携を行うべきかについて、多くの議
論が交わされた。このテーマは特定の企業にとどまらず、産業界全体の関心事となり、品質経営の基
盤を再構築する一大テーマへと発展していった。
　本スライドは、第二次報告書がこのシンポジウムの成果の延長線上にあることを示している。すな
わち、品質経営の基本構造を「価値・プロセス・組織能力」の三つの軸で再整理し、それらを実務で
再現可能な形にまとめるという方向性である。109QCSで形成された合意と懇話会の知見が結びつく
ことで、新たな品質経営モデルの輪郭が明確になりつつある。

─ 品質経営で明るい未来を創る ─ 1 Copyright© 2025 JUSE.

日科技連の「これからの品質経営」への研究

第109回品質管理シンポジウムにて
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　品質および品質保証を再定義し、企業価値向上の基軸となる概念へと位置づけ直す重要な内容を提
示している。品質は「顧客および社会のニーズを満たす度合い」とされており、これは製品の性能や
仕様の良否にとどまらず、顧客が製品・サービスを通じて得る成果や体験、さらには社会的な価値実
現までを含む広い概念である。つまり、品質とはモノそのものに内在する特性ではなく、顧客が活用
するプロセスや社会との関わりの中で発揮される「価値の合致度」と言える。品質保証とは、その価
値を確実に実現するために企業が行う一連の体系的活動を指し、製造・検査といった限定された工程
管理ではなく、価値の企画から提供、フォローアップまでを包含する広範な概念へと拡張されている。
　現代では、顧客が求める価値は性能や価格だけでは測れず、サービス、サポート、使いやすさ、社
会的意義など多面的である。そのため品質保証も、顧客の使用環境を理解し、価値が継続的に実現さ
れる仕組みを整備する活動へと変化している。たとえば、デジタルサービスでは利用データを基に価
値実現度を把握し、継続的な改善へとつなげる取り組みが求められる。製造業においても、サービス
ビジネスやサブスクリプション型の提供形態が増えつつあり、品質保証は製品出荷で完結しない。こ
うした変化に対応するためには、価値創造のプロセス全体を可視化し、プロセスごとに必要な組織能
力を定義し、継続的に学習できる体制を構築する必要がある。
　本スライドは、第二次報告書における品質経営の基盤となる“価値中心の品質観”を示しており、次
に続くプロセス設計や組織能力の議論に直結する内容となっている。

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

品質の定義

• 品質・・・顧客及び社会のニーズを満たす度合い

• 品質保証・・・顧客及び社会のニーズを満たすため
に組織が行う体系的活動⇒「品質」は、モノの出来
栄えのことではない。

4 Copyright© 2021 JUSE.
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　第113回品質管理シンポジウムにおいて猪原正守氏（大阪電気通信大学 名誉教授）が示した「コト
価値」の概念を取り上げ、従来の“モノ価値”中心の品質観を超えて、顧客が得る「経験・成果・目的達成」
を価値の中心に据える重要性を解説するものである。一般に製造業では、長らく「良い製品をつくる
こと」が価値創造の中心とされてきた。しかし、社会環境が大きく変化し、顧客が求める価値は製品
の性能や機能だけではない。近年の品質不祥事や国際競争力低下の背景にも、モノ中心の価値観から
脱却できず、顧客が真に求める“コト”への視点が弱かったことが指摘されている。
　猪原氏が示す「コト価値」とは、顧客が製品やサービスを通じて“何ができるようになるのか”“どの
ような課題が解決されるのか”“どんな良い状態が得られるのか”といった、結果として得られる価値全
体のことである。つまり、価値の主体は企業側ではなく顧客側にあり、価値とは顧客の使用プロセス
において初めて立ち上がるという考え方が前提となる。この視点は、SDL（サービス・ドミナント・
ロジック）とも親和性が高く、価値は提供側の内部活動ではなく、顧客と企業の共創作業（コ・クリ
エーション）によって生まれるという発想へとつながる。
　「コト価値」を重視することは、品質経営のあり方にも大きな転換をもたらす。従来の品質保証は、
製品の仕様・性能が基準を満たしているかを中心に設計されていたが、コト価値の実現を目指す品質
保証では、顧客の使用環境、サービスの提供体制、運用支援、データ連携、さらには成果達成に至る
までのプロセス全体が保証の対象となる。これにより、企画・設計・製造・販売・サービスの各段階で、
顧客の価値実現に向けた整合性が求められるようになり、企業活動の領域が格段に広がる。
　また、コト価値の視点は、企業内部の組織能力育成にも影響を与える。価値を理解し、使用プロ
セスを把握し、必要な支援を提供する能力は、従来の製品中心の組織能力とは異なる。顧客の文脈
理解、機能間連携、サービス設計力、データ分析能力など、多様な能力が求められるようになり、
TQM活動もこれらの能力獲得と結びつけて再構成される必要がある。こうした能力が整備されるこ
とで、企業は単なる製品提供者から“顧客成果の実現パートナー ”へと進化し、持続的な関係構築と価
値共創を進めることができる。
　本スライドは、品質経営が“モノの品質”にとどまらず、“コトとしての価値実現”を目指すべきであ
るという現代的視点を示す重要なものである。第二次報告書においても、このコト価値の理解は、価
値創造の構造整理、プロセス設計、組織能力の定義といった主要論点を支える基盤となる。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Copyright© 2018 JUSE. All Rights Reserved.

─ 品質経営で明るい未来を創る ─

「コト価値」とは（一例）

0 Copyright© 2021 JUSE.

第113回品質管理シンポジウム「まとめ」より
（猪原正守 大阪電気通信大学 名誉教授）
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　名古屋工業大学の加藤雄一郎氏が示した“顧客ニーズの構造化”の視点を踏まえ、価値創造に向けて
企業がどのようにニーズを理解すべきかを示している。顧客が語る要望や仕様要求は、必ずしも価値
の本質を表しているわけではなく、その背後には「顧客が達成したい目的」や「解消したい課題」、「ど
のような状況で使用するのか」といった深いレベルの文脈が存在する。本質的な価値創造の起点とな
るのは、この“顧客の世界”を理解することである。単にアンケートや要求仕様だけを集めるのではな
く、行動観察やユーザーインタビュー、ジョブ理論などを活用して、顧客がどのような行動プロセス
の中で製品やサービスを使い、どのような成果を期待しているのかを可視化する必要がある。
　さらに重要なのは、顧客ニーズの構造を組織全体で共有し、部門間で解釈のズレが生じないように
することである。価値の解釈が一致していなければ、企画・設計・製造・サービスの各段階で不整合
が生まれ、過剰品質、性能不足、サービスの不統一といった問題につながる。価値の構造理解は、プ
ロセス設計や組織能力の定義に直結するため、企業が品質経営を実践する上で不可欠な基礎である。
　本スライドは、「顧客を起点とした価値創造」という現代の品質経営における最重要原則を示してお
り、第二次報告書でも重視すべきポイントとなる。
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　SDL（サービス・ドミナント・ロジック）とGDL（グッズ・ドミナント・ロジック）の対比を通じて、
価値がどこで創発されるのかという現代的な価値理解が示されている。GDLは従来の製品中心の考え
方であり、価値はモノ自体に備わっているとみなされる。一方SDLでは、価値は顧客がモノやサービ
スを活用し、目的を達成するプロセスの中で初めて立ち上がる。この視点は、価値の主体が企業では
なく顧客側にあり、企業はその価値創造プロセスを支援するパートナーであるという考え方を示して
いる。
　SDLを基礎に据えると、品質保証の対象も大きく変わる。企業のプロセスを整えるだけでは価値を
保証できず、顧客が価値を得るための使用環境やサポート体制、教育、データ連携、ユーザーインタ
フェースといった様々な要素が品質に影響を与える。価値創造が顧客との共同作業である以上、企業
は顧客の使用プロセスを理解し、そこで価値実現を阻害する要因を事前に把握しておく必要がある。
　このような価値実現の支援には、機能間連携が不可欠である。設計、製造、サービス、マーケティ
ングなどが連携し、顧客の使用シーンに合わせた価値提供プロセスを共に作り込む必要がある。こ
の連携を支えるのがTQMの持つ全員参加・プロセス志向の考え方であり、SDL時代の品質経営は、
TQMを価値創造支援の仕組みとして再構築することにほかならない。
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　価値創造時代のTQMを構成する三つの要素──「組織能力」「TQM活動要素」「ツール」──を体
系的に整理している。従来のTQMは、問題解決や品質改善のための手法として捉えられることが多
かったが、価値創造が求められる現代においては、TQMを“価値実現のための経営技術”として捉え直
す必要がある。そのためにはまず、価値実現に不可欠となる組織能力を特定することが重要である。
これには、価値解釈能力、機能間連携能力、データ活用能力、信頼性設計能力などが含まれる。
　次に、これらの能力をどのようなTQM活動によって鍛えるのかを設計する。方針管理、日常管
理、標準化、問題解決、教育体系など、それぞれの活動がどの能力の獲得に寄与するかを明確化す
ることで、TQMを単なる改善活動ではなく、価値創造の基盤となる体系に進化させることが可能と
なる。さらに、各活動に適したツールを選定し、体系的に活用することで能力の獲得を促進する。
QFD、TRIZ、FMEA、MBSE、データ解析など、目的に応じたツール群を適切に使い分けることが
求められる。
　このように、価値 → 能力 → 活動 → ツール の流れでTQMを設計することで、企業は価値創造に
必要な能力を組織的に蓄積し、再現性のある経営を実現することができる。本スライドは、TQMを
価値創造の実践体系として再構築するための基盤を提供している。
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　2023年の第116回QCSで発出された「令和大磯宣言2023」を紹介し、その中心メッセージである“プ
ロセスの重要性”を示している。2019年の令和大磯宣言では、品質経営の中心概念として「顧客価値創
造」と「組織能力の獲得・向上」という二本柱が示された。これに対し2023年宣言では、これら二つを
つなぎ、企業が一貫して価値創造を実現するために不可欠な“プロセス”の概念が強調された。
　プロセスとは、単なる業務手順ではなく、価値創造の構想から実行、学習に至る一連の流れをつな
ぐ“価値創造の器”である。VUCAの時代において、企業が競争力を維持するためには、状況認識、判
断、実行、学習のサイクルを高速に回すことが求められる。そのためには、事業戦略策定プロセス

（価値を定める）、機能間連携プロセス（有機的連携実現のため排反や不足を予め調整する）、業務遂
行プロセス（業務遂行の為の具体的な行動構築）の三層プロセスを明確にし、それぞれが効果的に運
用されることが重要である。
　本スライドが強調するのは、企業が価値創造を継続するためには、プロセスが“動く仕組み”として
整備されている必要があるという点である。これには方針の整合、情報の流れ、権限の設計、評価指
標、人材育成の仕組みといった組織活動が密接に関わる。令和大磯宣言2023は、これらの活動を総合
的に整備し、企業が価値創造の器としてのプロセスを活用できることを求めている。
　2019年12月のQCSで参加者一同の総意で発出した「令和大磯宣言」を受けた、その後の日科技連で
の取り組みや、現状の議論の内容に加え、品質経営（顧客価値創造＋組織能力の獲得・向上）に取り
組んでいる企業での実践事例を通じて、今後の日本企業が生き残っていくための検討を行った。
　ここで重要なキーワードとなったのが、「プロセス」である。
　プロセスには「顧客価値創造」を行うための手順という意味と、獲得した組織能力を発揮する場と
して意味があり、さらにこのプロセスは、「事業戦略策定のためのプロセス」、「事業を遂行するため
の機能間連携プロセス」、「具体的業務指示のためのプロセス」の３つのレベルから構成される。
　TQMの真髄は徹底したプロセス志向。これからのTQMが着眼すべきは、組織を挙げて、全員参加
で、プロセスの階層を創り込んでいくことを、参加者一同の総意として「令和大磯宣言2023」を新た
に発出したのである。

第116回品質管理シンポ
ジウム（QCS）にて
「令和大磯宣言2023」
を発出。

４．令和大磯宣言2023
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　令和大磯宣言2023の核心を構造的に示し、「価値観の変化 → プロセスの変化 → 組織能力の変化」
という因果関係を整理している。顧客や社会の価値観が変化すれば、企業が価値を生み出すプロセ
スも必然的に変化し、そのプロセスを支える組織能力も更新される必要がある。近年では、デジタル
化、サステナビリティ、体験価値の重視など、企業を取り巻く環境が大きく変わっている。これに対
応するためには、従来のプロセスや組織能力の延長では不十分であり、価値創造を起点にプロセスを
再設計し、必要な能力を再構築する取り組みが求められる。
　このプロセスを成立させるためには、価値の構想と実行をつなぐための組織活動が重要となる。方
針の整合、権限設計、評価指標、人材育成、学習メカニズムなど、多様な活動がプロセスを支える要
素となる。また、プロセスを適切に運用するためには、機能間の連携、データ活用、現場の学習力と
いった組織能力が不可欠である。本スライドの最後にある「これからのTQMは何を生むか？」という
問いは、TQMが価値創造のための実践体系として進化することを求めるものであり、企業が価値創
造に必要な能力を獲得し続ける学習システムへとTQMが変わることを示唆している。

─ 品質経営で明るい未来を創る ─ 30 Copyright© 2025 JUSE.

3．これまでの議論で明らかになった課題

「これからのTQM」は、何を生むか︖

「顧客価値創造の構想」と「その実現を目指して事業が発
揮すべき組織的機能」の間に、極めて重要なことがある

それは、「プロセス」
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　「価値次元の展開例」を、コマツの事例を通じて示したものである。企業が顧客価値をどのように多
層的に捉え、経営・事業運営・現場活動に反映していくかを理解するうえで重要な示唆を与えている。
従来、日本企業は製品の性能や品質の高さを競争力の中心としてきたが、価値観が多様化し、顧客が
求める成果が単一ではなくなった現代において、企業は「価値」をより多次元的に理解する必要があ
る。この価値次元の整理は、顧客が期待する成果（アウトカム）、使用時の便益（経験価値）、提供プ
ロセスの効率性、さらには社会価値や環境価値までを含む広範な視野で価値を再構築する取り組みで
ある。
　コマツは、従来の「土木建設機械メーカー」という枠を超え、顧客の業務プロセス全体の最適化を
支援する企業へと進化している。その過程で、単なる製品価値（壊れにくい・性能が高い）だけでは
なく、ICTやデジタルツールを用いた作業効率化、安全性向上、運用の最適化といった広い価値次元
を組み込んできた。例えば、IoTを活用した稼働管理、施工の見える化、予防保全によるダウンタイ
ム削減などは、顧客企業の業務プロセス全体に価値を提供する取り組みであり、まさに価値次元の拡
張にあたる。このような取り組みは、顧客の「できるようになること」を増やし、継続的な価値創造
をともに実現していく関係を築くうえで欠かせない。
　また、価値次元を展開することは、単に顧客価値を整理することにとどまらず、企業内部の活動を
再構成する基盤にもなる。価値が多層的に整理されることで、企画部門はどの価値領域を狙うのかを
明確にし、設計部門はそれを満たす仕様や機能を決定し、製造部門やサービス部門はその価値が確実
に実現されるようプロセスを構築することができる。つまり、価値次元を共有することが“共通言語”
となり、部門間の認識を統一し、バラバラに見えていた活動を価値に沿ってつなぐ役割を果たす。
　価値次元の展開は、TQMや品質経営の核心である「価値創造とプロセスの結合」を実践するための
第一歩である。
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　価値創造の全体像を図示し、企業が顧客価値を実現するために「どのプロセスが必要なのか」「ど
の組織能力が求められるのか」を体系的に整理する視点を示している。現代の経営環境では、製品そ
のものの品質だけで差別化することは難しく、顧客が使用するプロセス全体において価値を実現でき
るかどうかが競争力の源泉となる。そのため、価値を中心に据え、それを実現するためのプロセスを
上流から下流まで一体で設計し、組織としての活動が整合的に機能するように再構築していくことが
必要である。
　まず、価値創造の起点となるのは“構想”である。顧客がどのような成果を期待し、どのような判断
で製品・サービスを使用するのかを把握し、企業としてどの価値を提供するのかを定める段階であ
る。この段階で価値の方向性が誤っていれば、後工程でどれほど効率的な改善活動を行ったとして
も、顧客価値の実現には結びつかない。次に、価値構想を実現するために必要な機能間の連携が求め
られる。設計・製造・販売・サービスといった縦割りの枠を越え、価値実現のための課題を前倒しで
解消し、整合性を確保していくことが重要である。ここでは、部門間で価値の解釈を揃え、相互理解
を深めるためのコミュニケーションや情報共有の仕組みが大きな役割を果たす。
　さらに、価値を確実に実現するためには、現場で実践し、継続的に学習するプロセスが不可欠であ
る。現場には顧客使用時のリアルな情報が集まり、価値がどのように発現し、どんな阻害要因がある
のかが最も早く見えてくる。これを上流にフィードバックし、価値構想やプロセスの改善に反映する
ことで、価値創造のサイクルが成立する。この一連の循環を成立させる“能力”こそが、現代の品質経
営における組織能力の本質であり、単なる技能や知識ではなく“価値を実現するための組織的な働き”
を意味している。
　本スライドは、価値・プロセス・能力の三位一体モデルを視覚的に整理しており、第二次報告書に
おける実践論の基盤となる。価値中心のプロセス設計は、TQMが本来持つプロセス志向の考え方を
現代の価値共創時代に合わせて再解釈したものであり、企業が持続的に価値を生み出す仕組みを築く
うえで不可欠な視点である。
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　第一次報告書を公表してから5年、日本を取り巻く環境は大きく変わりました。DX、GX、AIなど
の技術が急速に進展し、企業が築いてきた競争優位の前提そのものが揺らいでいます。こうした変化
の時代にあって、私は一貫して「ビジネスモデルで先行し、現場力の勝負に持ち込めば日本は負けな
い」と申し上げてきました。
　この「ビジネスモデルで先行する」という考え方は、デジタル技術が進歩した今だからこそ実現で
きるものです。たとえば、コマツでは20年以上前から建設機械の稼働状況を「見える化」し、世界中
のどこにある機械でも、位置情報に加え稼働・停止・燃料残量などをリアルタイムで把握できる仕組
みを構築しました。さらに、生産現場や協力企業の機械稼働までをデータでつなぎ、販売、生産、在
庫管理の全体最適を図ることが可能になっています。
　「ビジネスモデルで先行する」の出発点は，今まで世界で誰も見えなかったものを「見える化」をす
ることなのです。見える化によって初めて新しい価値が生まれ、そこに大きなビジネスチャンスが生
じてきます。
　経営の要諦は、ガバナンスを通じて企業の健全性と成長力をいかに両立させるかにあります。私は
かつて、コマツのトップとして、また社外取締役として常に以下の5つの観点を確認していました。

①　取締役会の構成と運営
　　�人数が多すぎると議論が形だけになり、社内出身者ばかりでは視点が偏る。議題は「報告」と「決

議」に明確に分け、重要な案件は必ず「討議」を経て「決議」することを求めます。
②　CEOと社員や協力企業との直接コミュニケーション
　　�経営者は株主や社会だけでなく、企業価値を創造し強化する役割を担う当事者である社員との対

話を怠ってはなりません。社員や協力企業の理解と信頼を得られない経営は、どんな理念を掲げ
ても長続きしません。

③　バッドニュース・ファースト
　　�コマツ時代、私は「隠すことこそが最悪だ」と社内に徹底し不祥事が発覚した時は自ら要否を判

断し対外公表しました。人間のすることにはミスは勿論、社会の基準が変わるので不正もありま
す。大事なのは、それを正直に報告し、再発防止の仕組みに変えることです。

④　リスクの見える化と処理
　　�特に子会社の事業リスクを正しく見極め、現在価値に戻して簿価（ぼか）と比較し、減損リスク

を常に点検します。
⑤　CEOのサクセションを計画的に
　　�トップは勿論、幹部の後継者育成は、次は勿論、次の次まで考えて計画的に行うということが大

事です。こういったプロセスがCEOの育成と選別につながると確信しています。

　ガバナンスとは、経営者を縛る制度ではなく経営者が自らを律し次代に信頼を継ぐ仕組みであり、
その実現の鍵は、制度設計ではなくトップの覚悟と透明性にあります。
　ただし、この仕組みを実現するためには、取引先や関係者との信頼関係が不可欠です。データを共
有し、課題を共に解決する文化がなければ、どんな技術を導入しても真の生産性向上にはつながりま
せん。現場の力とは、まさにこの「人と人、企業と企業をつなぐ力」であり、デジタル時代において
も日本企業の最大の強みであると考えています。

２．前委員長　坂根正弘氏　総評
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　私はまた、DX社会における「現場力」とは、単に作業現場の力ではなく、「どこを見える化するか」
「どんなアルゴリズムでそれを実現するか」を考え抜く力であると考えています。つまり、データを活
かす設計思想そのものが現場力であり、これは日本の生産技術の伝統に根ざした知恵です。
　特に「デジタルプラットフォーム」の分野では海外勢に後れをとりました。しかし、「データプラッ
トフォーム」領域では、いまなお日本が世界の先頭を走る余地があります。現場に根ざした技術力と
データ活用力を融合し、新たな価値を創出する――そこに日本の勝ち筋があります。
　DXやMX（Manufacturing Transformation）の取り組みは、トップダウンで推進しなければ成果は
出ません。10年前に始めたコマツの「スマートコンストラクション」は、トップのリーダーシップの
もと、生産技術者が中心となって土木現場をデジタル技術の活用によりつなげることに取り組んでい
ます。現在、日本を中心として世界で約５万の現場がこの仕組みを活用しています。そこから得られ
た教訓は明確です。DX時代の競争は、「先頭を走り続けた企業だけが生き残る」勝負だということ
です。
　日本企業が今後も世界で存在感を発揮していくためには、現場力という強みを、ビジネスモデルや
データの力で拡張しなければなりません。
　トップ自らが構想し、現場を巻き込み、顧客の現場までを含めた価値創造の仕組みをデザインする
――まさにこれが「品質経営の深化」であり、「企業存在価値の最大化」につながる道だと確信してい
ます。
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　品質経営の実践で社会やお客様のニーズの変化に応じた事業変革に成功している多くの企業の事
例を分析した第1次品質経営懇話会の報告では以下の取り組みによって顧客第一と社会課題の解決と
いった２軸の価値を創出し続ける企業と説明しました。

　エクセレントカンパニーとは
①　適切なリソース配分、人材育成
②　取締役会の活性化
③　バッドニュース・ファースト文化の構築
④　トップのリーダーシップの発揮
⑤　顧客価値を構築し、顧客の信頼を得る
⑥　組織能力の向上
⑦　ESGへの適正な取り組み
⑧　改善活動の継続的実施（弛まぬ改善）
⑨　企業としての行動様式を定め、グループ企業を含めた全体で共有していくこと

　そしてこれらの活動を顧客価値の創造と組織能力の獲得向上と言う二つの行動へ集約し品質経営と
は新たな顧客価値を創造する為に新たな組織能力の獲得を図る、新たな組織能力を活かし更なる高度
な顧客価値創造に取り組むと言うサイクルを回し続け企業の存在価値の最大化を目指す事と定義した

「令和大磯宣言」を発出をしました。
　これが「ビジネスモデルで先行し、現場力勝負に持ち込む」という日本産業界の復活の必勝法の
TQM視点での展開方策です。
　その後の品質経営懇話会や品質管理シンポジウムの議論でこのサイクルを回すための具体的手段と
して次の３つのプロセスを提案した。「良いアウトプットは正しいプロセスから生み出される」と言う
TQMの理念を強調したものと言えます。

1、事業戦略策定のプロセス
　自社の事業領域または新たにチャレンジをする事業領域に関する社会やお客様のニーズの動向と自
社が獲得しうる組織能力を考慮し新たな事業戦略を策定
2、機能間連携の調整プロセス
　事業戦略の実現に必要な業務機能の確定とそれらが有機的に連携し事業の遂行が出来る為の調整
3、事業遂行の為の具体的手順決定プロセス
　機能間連携で合意された各機能のアウトプットを創出する為の具体的業務遂行の方策の作成

　業務改革に成功した事例をビジネスモデルの観点で大別すると、
　第１は、コマツのスマートコンストラクションで、自動運転機能が付いたパワーショベルとブル
ドーザーと言う自社の優れた製品機能を中核に工事の一連の工程を多くのパートナー企業との協力で
一括管理するビジネスモデルで土木工事の圧倒的な生産性向上と地方の中小の土木業社の人手不足と
いった業界の課題解消、地方の経済活性化への効果を挙げています。この様に自社の製品の高い機能
の活用を中心にして顧客の成し遂げたいコトを支援するビジネスモデルは安川電機、DMG森精機、
トヨタ、その他B2Bの多くの企業が採用しています。

３．佐々木委員長　　総評
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　第２は、コニカミノルタの福祉医療の現場の入居者や患者の見守りシステムです。従来の事業実践
の中で培った画像解析と言うコア技術を活用し事業展開を図って成功した事例で、同様な事例は前田
建設工業の総合インフラサービス企業への転身、東レの目指す持続化の社会への貢献を事業化、ブリ
ヂストンはユーザー車のタイヤの状態のデーター分析で事故や故障の予防を、富士ゼロックスが複写
機メーカーとして情報処理技術を扱う業務から更にビジネスソリューションを事業とする変革などが
挙げられます。
　第３は、良品計画の各地域の店毎に経営方針の立案を任せ地域密着型の営業を推進すると言ったお
客様のニーズに寄り添う店舗経営、楽天グループが行なっている多くの事業間の連携でお客様毎の消
費生活の充実を図る仕組みの様に顧客の個別的ニーズに対応した事業展開が挙げられます。
　ビジネスモデルの遂行に必要な組織能力の獲得の点では新たな事業展開に合わせTQMの再徹底を
図り組織能力の向上に成功した積水化学や旭化成の事例、　IT企業の楽天がQCサークルを全社活動に
取り込みイノぺレーションと称し事業のイノベーションを事業の成果として確保するためのオペレー
ションレベル向上を図った事例が事業環境の急激な変化の下でもTQM手法が普遍的な効果を持つこ
との証明となっています。
　一方でコマツのスマートコンストラクションでは土地の測量にドローンを使った３次元地図デー
ター作成、高精度位置情報獲得のためGPSに加えロシアや欧州の衛星の位置データーの活用、工事の
進行管理のITシステムなどスタートアップを含む多くの企業の参画によるエコチームによる事業の遂
行がなされています。
　新たな価値の創出には多様な機能を社内外から広く集める必要性が高まり、ダイバーシティを受け
入れる組織体制の整備や人々の心構えの準備が望まれます。
　DXの活用は全ての事業領域で必須となりDX人材確保のため既存の社内外の人材活用と共にDX人
材育成に取り組むトヨタグループ各社の事例も一考に値します。
　モノ造り時代を支え進化をとげた品質経営の行き詰りが失われた30年と言う長期経済停滞を起しま
した。
　それを打破した新たな品質経営は顧客のDo Needsを満たす事業戦略に企業の社会的価値の向上と言
う要素を加えた企業価値向上経営と言うべき変革を果たしました。
　品質経営懇話会も2021年に企業価値向上経営懇話会と改名して継続してきました。
　一旦ここまでの議論の成果をまとめ報告しますが、日本産業の復興を確かなものにするには更に多
くの経営改革事例からの知見を学ぶ必要がある為、企業価値向上経営懇話会を継続して参ります。
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１．日刊工業新聞「異見卓見」連載記事
※以下の記事は、日刊工業新聞社から著作権利用の許諾を受けています。
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一旦ここまでの議論の成果をまとめ報告するが、日本産業の復興を確かなものにするには更
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企業価値向上経営懇話会　
第二次報告書

2026年４月24日発行
本資料の転載ならびに複写を禁止いたします

企
業
価
値
向
上
経
営
懇
話
会
　
第
二
次
報
告
書

二
〇
二
六
年
四
月

一
般
財
団
法
人 

日
本
科
学
技
術
連
盟

本件に関するお問い合せは、以下の担当までお願いいたします。
一般財団法人 日本科学技術連盟 品質経営創造センター　企業価値向上経営懇話会 事務局
TEL：03-5990-5846　E-mail：tqmcre@juse.or.jp
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